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令和 3 年 11 月例会次第（令和 3 年 11 月 27 日開催） 
 

１、会長挨拶 
 

２、新型コロナワクチン接種に関する状況について行政より説明     (当日配布資料) 
 

３、報告事項 

【会員の状況】 令和 3年 10 月 
（１） 会員の状況 
       Ａ会員： 142 名、 Ｂ会員： 169名、  合計： 311 名  

 

（２）会員の異動（施設所在地変更）                     

   医療法人 眞下草津医院 草津市野村三丁目 16-20-2 （現在の医院のすじむかい） 

 

【総  務  部】 

［総      務］ 

（１）医療法人の設立および解散にかかる申請書類の提出期限について 
医療法人の設立および解散については、その認可にあたり県の医療審議会の意見を聞くことと

されているが、令和 3年度の第 2回滋賀県医療審議会医療法人部会は令和 4年 2月上旬に開催予

定であり、当該審議会にかかる申請書類の提出期限は 令和 3年 12月 3日（金）であるとの通知

があったので、ご了知願いたい。 

なお、提出された書類に不備があった場合は、その次の審議会にまわる場合もあるので、でき

るだけ早く事前協議を行い申請に備えていただきたいとのことである。 

☆詳細：滋賀県 健康医療福祉部 医療政策課 医療整備係  TEL：077-528-3625 

（２）成年後見制度における診断書等の改定について 
平成 31 年 4 月に成年後見制度における診断書等の改定及び本人情報シートが導入されたところで

あるが、今般、最高裁判所において、医師が医学的判断の結果をより適切に表現することができるよ

う、新たに診断書の書式及び診断書作成の手引きの改定がなされた。各家庭裁判所の運用に応じて、

令和 3年 10月以降の適宜の時期に順次切り替えられる予定となっている。 

改定後の診断書の書式及び診断書作成の手引きについては、下記裁判所ウェブサイトに掲載されて

いるのでご確認いただきたい。 

https://www.courts.go.jp/saiban/syurui/syurui_kazi/kazi_09_02/index.html  

（３）令和３年度「乳幼児突然死症候群（SIDS）対策強調月間」の実施について 
  乳幼児突然死症候群(SIDS)は 12 月以降の冬期に発症しやすい傾向があることから、厚生労働

省は、毎年 11月を乳幼児突然死症候群(SIDS)の対策強化月間と定め、SIDSに対する社会的関心

を喚起するため、発症率を低くするポイントなどの普及啓発活動を実施している。 

  令和 2年には 95名の乳幼児が SIDSで亡くなっており、乳幼児の死亡原因としては第 3 位とな

っている。SIDSの予防方法は確立していないが、以下の 3つのポイントを守ることにより、SIDS

の発症率が低くなるというデータがある。 

＜SIDS の発症リスクを低くするための 3つのポイント＞ 

・１歳になるまでは、寝かせる時はあおむけに寝かせる 

・できるだけ母乳で育てる（母乳で育てられている赤ちゃんの方が SIDS の発症率が低い） 

・保護者等はたばこをやめる（たばこは SIDS 発症の大きな危険因子） 

  医療機関においては、SIDSの予防に関する取組みの推進にご協力をお願いしたい。また、「乳

幼児突然死症候群 (SIDS) 診断ガイドライン (第２版) 」の内容を参考とし、乳幼児の

死体検案を行う際は、 SIDS と虐待または窒息事故とを鑑別するために的確な対応を行

うとともに、必要に応じて保護者に対し解剖を受けるよう勧めていただきたい。 

https://www.courts.go.jp/saiban/syurui/syurui_kazi/kazi_09_02/index.html
https://www.courts.go.jp/saiban/syurui/syurui_kazi/kazi_09_02/index.html
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☆普及啓発用ポスター及びリーフレット、上記ガイドラインは、厚生労働省 HP を参照 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000181942_00006.html 

（４）令和３年度「児童虐待防止推進月間」の実施について 
  厚生労働省では、毎年 11月を「児童虐待防止推進月間」と定め、家庭や学校、地域等の社会全

般にわたり、児童虐待問題に対する深い関心と理解を得ることができるよう、期間中に児童虐待

防止のための広報・啓発活動など様々な取組を集中的に実施している。 

  児童相談所の児童虐待相談対応件数は依然として増加傾向にあり、子どもの生命が奪われる重

大な事件も後を絶たない。児童虐待の防止は社会全体で取り組むべき重要課題である。 

  ついては、児童虐待問題に対する理解をより一層推進するため、取組みへのご協力をお願いし

たい。普及啓発用ポスターやリーフレットをダウンロードしてご活用願いたい。 

☆普及啓発用ポスター及びリーフレットは、厚生労働省 HP を参照 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21682.htm 

 

（５）令和３年度第３期の滋賀県医師会および日本医師会の会費について 
口座振替ではない会員には請求書を12月下旬に送付するので、速やかにお振り込みください。 

口座振替の会員には、12月27日（月）に指定口座から引き落としをさせていただきます。 

 

（６）第４回全国医師ゴルフ選手権大会について 
 標記大会について、「チャンピオン戦」ならびに「一般戦」が下記のとおり開催されます。 

開 催 日：令和 4年 5月 3日（火・祝）、4日（水・祝） 

開催コース：岐阜関カントリー倶楽部 東コース（岐阜県関市） 

開 催 主 旨：ゴルフ競技を通じて会員相互の親睦・研鑽を図る 

開 催 形 式：日本医師会、全国医師協同組合連合会の共催 

   11 月の地域医師会例会にて案内されるので、参加希望の会員は所定の申込書にて申込みを行っ

てください。申込書については滋賀県医師協同組合（TEL：077-516-8660）へご請求ください。 
大会詳細については、滋賀県医師会ホームページの会員専用ページにも掲載予定。 

 

（７）第６波に備えた新型コロナウイルス感染症対策について   （総務資料 1）ｐ.1 

 

（８）新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）について    （総務資料 2）ｐ.52 

 

（９）新型コロナウイルス感染症自宅療養者の診察にかかる意向調査結果について 
（総務資料 3）ｐ.78 

 

（10）新型コロナウイルス感染症対応日本医師会休業補償制度について 
（総務資料 4）ｐ.84 

   ・標記補償制度は令和 4 年 1 月 1 日に満期を迎えるため、今般、補償内容を改善し、補償期間を令和 4 年

1 月 1 日～令和 5 年 1 月 1 日とする案内が日本医師会から届いているので日医ホームページ等でご確

認願いたい 

   ・令和 3 年 11 月 24 日（水）から受付開始 

   ・申込方法は Web 申込 https://www.med.or.jp/doctor/kansen/novel_corona/010289.html  

 

（11）ファイザー社ワクチン及び武田／モデルナ社ワクチンの有効期限の取扱いについ

て                            (総務資料 5）ｐ.88 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000181942_00006.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000181942_00006.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21682.htm
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21682.htm
https://www.med.or.jp/doctor/kansen/novel_corona/010289.html
https://www.med.or.jp/doctor/kansen/novel_corona/010289.html
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（12）新型コロナウイルスワクチンの個別接種に係る医療機関の収入に対する課税関係

について                         (総務資料 6）ｐ.96 

 

（13）草津栗東医師会の顧問弁護士契約の締結について        （総務資料 7）p.107 

  草津ゆうひ法律事務所 弁護士 浅井 勇希 先生 

 

（14）今年度の地域保健研修会(令和 4 年 2月 26 日(土)予定)の中止について 

 

（15）病院協会主催 研修医および若手医師のためのフォーラム開催について(ご案内) 
（総務資料 8）ｐ.108 

 

（16）病院協会主催 院内感染防止対策研修会の開催について(ご案内)  
（総務資料 9）ｐ.113 

 

（17）健康づくり財団主催 肺がん検診従事者講習会(Zoom)の開催について 
12 月 3 日(金)必着にて、滋賀県健康づくり財団まで。      （総務資料 10）ｐ.117 

 

（18）草津保健所 令和 3年度特定感染症相談・拡大検査の実施について(通知) 
（総務資料 11）ｐ.120 

 

（19）令和 3年度滋賀県肝炎医療従事者研修会について(ご案内)  （総務資料 12）ｐ.121 

 

（20）共生社会フォーラム in滋賀(12/7-8)の開催について(ご案内) （総務資料 13）ｐ.123 

 

（21）緊急連絡用携帯電話のｼｮｰﾄﾒｯｾｰｼﾞへ安否確認訓練を配信する件（協議資料 14）p.128 

 

（22）「令和 3 年年末の交通安全県民運動」の展開について     （総務資料 15）ｐ.131 

 

［医 療  情  報］ 

（１）経済産業省 IT導入補助金 2021について（情報提供） 

IT 導入補助金は、中小企業・小規模事業者（常勤従業員 300 名以下の医療法人や医師会も含ま

れる）が自社の課題やニーズに合った ITツールを導入する経費の一部を補助することで、業務効

率化をサポートするものである。 

令和 2年度第三次補正からはこれまでの「通常枠（A・B類型）」に加え、新型コロナ対策として

の「低感染リスク型ビジネス枠(特別枠：C・D類型)」も追加された。 

詳細については IT導入補助金 2021ホームページ（https://www.it-hojo.jp/ ）を確認いただ

きたい。また、問い合わせ先は下記のとおり。 

■サービス等生産性向上 IT 導入支援事業コールセンター【9:30〜17:30（平日のみ）】 

0570-666-424（IP 電話等からのお問い合わせ先：042-303-9749） 

 

（２）医療機関を標的としたサイバー攻撃への対応について(注意喚起) 
国内外の医療機関を標的とした、ランサムウェア（情報システムを使用不可の状態にした上で

身代金を要求するウイルス）を利用したサイバー攻撃による被害が増加している昨今の状況を受

け、改めて注意喚起を行う。 

サイバー攻撃（コンピュータウイルスの感染等）を受けた疑いがある場合は、被害の拡大を防

ぐため、直ちに医療情報システムの保守会社等に連絡し、指示を仰いでいただきたい。 

https://www.it-hojo.jp/
https://www.it-hojo.jp/
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さらに、診療系情報システムの停止や個人情報の流出等の被害等が発生した場合は、厚生労働

省医政局研究開発振興課医療情報技術推進室 (03-3595-2430)へ連絡するようお願いする。 

また、一般的な情報セキュリティ（主にウイルスや不正アクセス）に関する技術的な相談に対

してアドバイスを受けたい場合は、情報処理推進機構の情報セキュリティ安心相談窓口（03-5978-

7509）へ連絡いただきたい。 

また、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン 第 5.1 版」の追加資料「医療機関

のサイバーセキュリティ対策チェックリスト」ならびに「医療情報システム等の障害発生時の対

応フローチャート」が下記の厚生労働省サイトに掲載されているので、ご活用いただき自院施設

の対応状況をチェックいただきたい。 

 厚生労働省（医療情報システムの安全管理に関するガイドライ ン 第 5.1 版） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000516275.html  

 

【学  術  部】 

［医  療  安  全］ 

（１）医療事故情報収集等事業第 66 回報告書の公表について 
今般、標記報告書が日本医療機能評価機構から公表された。同様の事例の再発防止および発生

の未然防止のため、標記報告書を活用されたい。 

なお、詳細は（財）日本医療機能評価機構 HPに掲載 

医療事故情報収集等事業 HP http://www.med-safe.jp/  

 

（２）医療事故情報収集等事業｢医療安全情報№179他患者の病理検体の混入｣について 
 病理検体を採取した際、他患者の検体が入った容器に検体を入れた事例が 4 件報告されている

のでご留意願いたい（集計期間：2015 年 1月 1日～2021年 8月 31日）。 

 なお、事例が発生した医療機関の取り組み等について、以下のとおりお知らせするので、自施

設に合った取り組みを検討していただきたい。 

  〔事例が発生した医療機関の取り組み〕 

・未使用の容器と病理検体の入った容器を区別して置く。 

・容器にラベルが貼付されている場合は、タイムアウトの際、ラベルの患者氏名を確認する。 

・容器が未使用であることを確認してから、病理検体を入れる。 

☆詳細は、日本医療機能評価機構 HP を参照  http://www.med-safe.jp/ 
 

【保  険  部】 

(1) 疑義解釈資料（その 80）について 

 【日医常任理事通知（保 205）】 

（県医師会報 12 月号に掲載予定） 

 

(2) 疑義解釈資料（その 81）について 

 【日医常任理事通知（保 206）】 

（県医師会報 12 月号に掲載予定） 

 

(3) 検査料の点数の取扱いについて 【日医発第 566 号（保 188）】 

（新たに保険適用が認められた検査 －令和 3 年 10 月 1 日適用－） 

（県医師会報 11 月号の 77～79 ページに掲載済）（日医雑誌 12 月号にも掲載予定） 

 

(4) 検査料の点数の取扱いについて 【日医発第 632 号（保 210）】 

（新たに保険適用が認められた検査 －令和 3 年 11 月 1 日適用－） 

（県医師会報 12 月号に掲載予定）（日医雑誌令和 4 年 1 月号にも掲載予定） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000516275.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000516275.html
http://www.med-safe.jp/
http://www.med-safe.jp/
http://www.med-safe.jp/
http://www.med-safe.jp/
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(5) エンレスト錠 50mg 等の医薬品医療機器等法上の効能·効果等の変更に伴う留意事項
の一部改正等について  

【日医発第 555 号（保 185）】 

（県医師会報 11 月号の 80 ページに掲載済） 

 

(6) 抗 PD-1抗体抗悪性腫瘍剤（オプジーボ点滴静注）に係る最適使用推進ガイドライン

の改定に伴う留意事項の一部改正について 

【日医発第 556 号(保 186)(地 332)】 

（県医師会報 11 月号の 84～85 ページに掲載済） 

 

(7) 医薬品の適応外使用に係る保険診療上の取扱いについて 

 【日医発第 543 号（保 182）】 

（県医師会報 11 月号の 89～93 ページに「審査情報の提供について」として掲載済） 

 

(8) 原子爆弾被爆者健康手帳の無効について  
 

手帳番号 無効年月日 無効事由 備 考 

000963-9 R3.10.20 紛失のため 滋賀県栗東市在住 

（県医師会報 11 月号の 88 ページに掲載済） 

 

(9) 疑義解釈資料（その 82）について 

 【日医常任理事通知（保 208）】 

※新型コロナ・インフルエンザ抗原同時検出関係、新型コロナ抗原検出関係 

 

(10) 疑義解釈資料（その 83）について 

【日医常任理事通知（保 218）】 

※新型コロナ核酸検出関係、新型コロナ・インフルエンザ抗原同時検出関係 

 

(11) 医療機器の保険適用等について（11月 1日保険適用分）及び「医療機器の保険適用

について」の一部訂正について 【日医発第 631 号（保 209）】【日医事務連絡（保 211）】 

 

(12) 予防接種の費用の取扱い、および抗インフルエンザ薬を予防目的で投与する際の留

意点について 

（県医師会報 11 月号 96 ページに掲載済） 

 

(13) 年末年始に係る長期投与について 
   （県医師会報 11 月号 96 ページに掲載済） 

・長期の旅行等特殊の事情がある場合において、必要があると認められるときは、１回 14 日分を限度とさ

れている内服薬又は外用薬についても、旅程その他の事情を考慮し、必要最小限の範囲において、１回 30

日分を限度として投与して差し支えない、とされている 

   ・「長期の旅行等特殊の事情」とは①年末年始、②連休（ゴールデンウィークに限る）、③海外への渡

航（国内長期旅行は認められない）を指す 

 

〔その他〕 

(14) オンライン資格確認システム未導入医療機関向けポスターについて 

・去る 10月 20日に本格運用が開始された「オンライン資格確認」については、同システ



 
 

6 

ムに対応できる医療機関（病院、診療所）はまだ県内もごくわずかのため、本会にて未

導入医療機関向けの院内掲示用ポスター（Ｂ４版/カラー）を作成したので、非対応の医

療機関はご活用願いたい。 

  ・なお、医療機関におけるオンライン資格確認の導入は義務ではなく、強制されるわ

けではないのでご留意願いたい。 

※参考：オンライン資格確認システムについて（厚生労働省ホームページ） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html  
 
 

保険医療機関等における被扶養者の資格確認等における留意点について 

 

・被保険者等記号・番号が個人単位化され、被保険者証の被保険者記号・番号には、個

人ごとの枝番を記載することとされています。 

・一方で、健康保険及び船員保険の高齢受給者証、限度額適用認定証、限度額適用・標

準負担額減額認定証及び特定疾病療養受療証（「高齢受給者証等」）については、各種

券面において、世帯主である「被保険者の被保険者等記号・番号」を記載することと

されています。 

・このことから、保険医療機関で資格確認を行う場合または診療報酬等の請求を行う

場合には、ご注意いただくようお願いします。 

・今般、診療報酬及び調剤報酬の請求において、高齢受給者証等の被保険者等記号・

番号を用いたことによる診療報酬明細書等の返戻が生じています。 

 
 
［医 療  情  報］ 

（１）「オンライン資格確認」本格運用開始について 

オンライン資格確認については、当初本年 3 月に本格運用開始予定であったが、システムの安

定性確保や加入者データの正確性担保などの観点から、テスト的な位置づけのプレ運用が継続さ

れてきた。 

その後、種々の対応によってデータの正確性が担保され、10 月 20 日から本格稼働が開始され

たところである。 

なお、医療機関におけるオンライン資格確認の導入は義務ではなく、今回の本格運用開始に伴

って導入が強制されるわけではないため、焦らずにベンダーと相談いただき、内容や費用等に納

得いただいてから、導入を進めていただきたい。 

 

【公 衆 衛 生 部】 

［地  域  保  健］ 

（１）「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き・第 6.0 版」について 
  今般、標記手引きが 11 月 2 日付けで第 6.0 版として更新された。変異株や薬物療法等、新し

い知見が反映され、文献などを含めて情報が整理されたのでご確認願いたい。 

   https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00111.html  

 

（２）新型コロナウイルス感染症に関する情報提供ついて 
下記ホームページ等で情報提供が行われている。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08280.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00111.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00111.html
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【感染症関連情報（日本医師会）（随時更新）】 

https://www.med.or.jp/doctor/kansen/  

【医療関係通知（厚生労働省）（随時更新）】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/  

【医療関係通知（滋賀県）（随時更新）】 

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kenkouiryouhukushi/  

 

【産 業 保 健 部】 

［産 業 保 健］ 

（１）「全国医師会産業医部会連絡協議会」web サイトの開設について 
日本医師会では、日本産業衛生学会とともに標記協議会を開催し、①産業医のスキルアップ ②

情報提供 ③相談対応 ④産業医と事業場のマッチング ⑤産業医活動支援 の 5 つの事業を展開

し、産業医が安心して産業医活動に専念できる環境・体制の提供を目指し、活動をしている。 

その活動の足掛かりとして、産業医に有益となる情報提供の他、詳細な研修会情報を提供する

機能を備えた「全国医師会産業医部会連絡協議会」web サイトを開設したので、ご高覧のうえ、

研修会情報メール受信のための登録をいただきたい。 

【全国医師会産業医部会連絡協議会】 https://www.sangyo-doctors.gr.jp  

 

４、ホームページ会員向けサイトへの「お知らせ」登載一覧 
10/29（金）季節性インフルエンザワクチンの供給について（更新情報） 

11/5（金）【日医発】日本医師会新型コロナワクチン速報 第 14号 

11/5（金）【日医発】「防災推進国民大会 2021（ぼうさいこくたい 2021）」開催について 

11/5（金）「新型コロナウイルス感染症(COVID-19)診療の手引き･第 6.0版」の周知について 

11/5（金）新型コロナウイルス感染症診療の手引き 第６版（ダイジェスト） 

11/16（火）新型コロナウイルス感染症における中和抗体薬の医療機関への配分について（疑

義応答集の修正） 

 

５、滋賀県医師会 講演会・研修会等のご案内          （総務資料 16）ｐ.134 
 
６、滋賀県医師会 11 月以降 行事予定表           （総務資料 17）ｐ.135 
 
７、当医師会の 12 月行事予定表               （総務資料 18）ｐ.141 
  

https://www.med.or.jp/doctor/kansen/
https://www.med.or.jp/doctor/kansen/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kenkouiryouhukushi/
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kenkouiryouhukushi/
https://www.sangyo-doctors.gr.jp/
https://www.sangyo-doctors.gr.jp/


 
 

8 

☆★☆医協連絡事項☆★☆ 

 
1．全国医師協同組合連合会「がん補償制度」の新規取り扱いについて 

がんによる長期にわたる入院と高額な医療費の補償として、全国医師協同組合連合会「が

ん補償制度」の新規取り扱いを開始いたします。保険料は団体割引約 30％を適用しておりま

すので割安な保険料となっております。11月の引去明細書にご案内チラシを同封しておりま

すので、是非ご覧ください。 

＜商品の特徴＞ 

1 「上皮内新生物」・「白血病」も補償対象になります。 

2 入院保険金は 1日目から支払日数の制限なく補償します。 

3 
がんで入院（日帰り入院含む）をしたときに、その前後の三大治療（手術・放射線治療・

抗がん剤治療）以外の通院に対しても補償します。 

4 条件を満たせば、再発・転移してもがん再発転移保険金が受け取れます。 

 

2．年末年始に伴う医療用品カタログ「GooDs」の取扱いについて 

年末年始休業に伴い、医療用品カタログ「GooDs」の取り扱いについては下記のとおりです。 

お急ぎのご購入については余裕をもってご注文いただきますよう、お願いいたします。 

ご注文日 受付日 

令和 3年 12月 28日(火)15時まで 通常受付（当日受付） 

令和 3 年 12 月 28 日（火）15 時以降から令和 4 年 1 月 4 日

(火) 
令和 4年 1月 5日(水)受付 

令和 4年 1月 5日(水)から 通常受付 

その他消耗品（用紙類含む）については、令和 3年 12月 20日(月)までにご注文ください。 

 

3．最新医療機器情報カタログ 2021-2022「ＭＥガイド vol.20」のご案内 

全国の医師協同組合との連携による、最新医療機器情報カタログ「MEガイド vol.20」を 11月下

旬に医療機関宛てにお送りいたします。最新医療機器について各メーカーの比較検討が 1冊ででき

る大変便利なガイドブックとなっております。医療機器の買い替えや新規購入をお考えの際はぜひ

ご活用ください。お問い合わせは巻末の FAX オーダーシートをご利用のうえ、医師協同組合まで第

一報をお願いいたします。 

 

4．年末年始の事務局対応について 

令和 3 年 12 月 29 日(水)から令和 4 年 1 月 4 日(火)の期間、年末年始休業とさせていただき

ます。期間中はご不便、ご迷惑をおかけしますがよろしくお願いいたします。 

なお、令和 4年 1月 5日(水)から平常業務とさせていただきます。 

 



日医発第 636号（地 373）（健Ⅱ396） 

令 和 ３ 年 １ １ 月 １ ２ 日 

都道府県医師会長  殿 

公益社団法人 日本医師会長   

中 川 俊 男 

（公印省略） 

次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像について 

貴職におかれましては、新型コロナウイルス感染症対策にご尽力いただき、心より敬意を表

します。 

今般、政府「新型コロナウイルス感染症対策本部」（本部長：岸田文雄内閣総理大臣）は、別

添のとおり「次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像」を取りまとめました。 

「全体像」は、１．医療提供体制の強化、２．ワクチン接種の促進、３．治療薬の確保及び

４．国民の仕事や生活の安定・安心を支える日常生活の回復により構成されております。特に

１．では、今夏と比べて約３割増の患者の入院を可能するため、病床の増床や臨時の医療施設

における病床確保や、感染ピーク時における確保病床使用率８割以上の確保等が掲げられてお

ります。また、ＩＴを活用した稼働状況の徹底的な「見える化」として、個々の医療機関にお

ける G-MIS への病床の使用状況等の入力徹底（補助金の執行要件化）により医療機関別の病床

の確保・使用率の毎月公表も打ち出されております。 

「見える化」や補助金（病床確保料等）の取扱も含め詳細につきましては、逐次、追加情報

を連絡いたします。また、第 29回都道府県医師会新型コロナウイルス感染症担当理事連絡協議

会（本年 11月 26日）におきましても、議題として取り上げる予定です。 

なお、10月 15日に示された「全体像」の骨格では、「ピーク時に即応病床と申告されながら

も使用されなかった病床」を不適切な言葉（幽霊病床）を用いて表現していましたが、本会か

らの強い要求により、今回はそのような表現は使用されておりません。 

以上、よろしくお願い申し上げます。 
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次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像（概要） 令和３年11月12日
新型コロナウイルス感染症対策本部

○ ワクチン、検査、治療薬等の普及による予防、発見から早期治療までの流れをさらに強化するとともに、最悪の事態を想定して、次の感染拡大に備える
○ 今夏のピーク時における急速な感染拡大に学び、今後、感染力が２倍(※)となった場合にも対応できるよう、医療提供体制の強化、ワクチン接種の促進、

治療薬の確保を進める
○ こうした取組により、重症化する患者数が抑制され、病床ひっ迫がこれまでより生じにくくなり、感染拡大が生じても、国民の命と健康を損なう事態を

回避することが可能となる。今後は、こうした状況の変化を踏まえ、感染リスクを引き下げながら経済社会活動の継続を可能とする新たな日常の実現を図る
○ 例えば感染力が３倍(※)となり、医療がひっ迫するなど、それ以上の感染拡大が生じた場合には、強い行動制限を機動的に国民に求めるとともに、国の責

任において、コロナ以外の通常医療の制限の下、緊急的な病床等を確保するための具体的措置を講ずる

(※) 「感染力が２（３）倍」とは、若年者のワクチン接種が70％まで進展し、それ以外の条件が今夏と同一である場合と比較し、新たな変異株の流行や、生活行動の変化などによる、
「今夏の実質２（３）倍程度の感染拡大が起こるような状況」のことである

【基本的考え方】

○今後、地域によって、仮に感染力が２倍を超える水準になり、医療のひっ迫が見込まれる場合、国民に更なる行動制限(※)を求めるとともに、国の責任において、
コロナ以外の通常医療の制限の下、緊急的な病床等を確保するための追加的な措置を講ずる
・国・都道府県知事は地域の医療機関に診療等について最大限の協力を要請
・コロナ患者受入病院に、短期間の延期ならリスクが低いと判断される予定手術・待機手術の延期等を求める
・公立公的病院に追加的な病床確保や医療人材派遣等を要求。民間医療機関にも要請

５）さらなる感染拡大時への対応

○感染力が２倍を超え、例えば３倍となり、更なる医療のひっ迫が見込まれる場合、大都市のように感染拡大のリスクが高く病床や医療人材が人口比で見て少ない
地域等について、当該地域以外の医療機関に、コロナ以外の通常医療の制限措置を行い、医療人材派遣等を行うよう、国が要求・要請。こうした措置が速やかに
解除されるよう、国民には更なる行動制限(※)を求める

１）病床の確保、臨時の医療施設の整備 ２）自宅・宿泊療養者への対応

３）医療人材の確保等
４）ITを活用した稼働状況の徹底的な「見える化」
医療体制の稼働状況をG-MISやレセプトデータなどを活用して
徹底的に「見える化」
・病床確保・使用率（医療機関別・毎月） ・治療薬の投与者数（都道府県別・毎月）
・オンライン診療・往診等自宅療養者に対する診療実績（地域別・毎月）

感染拡大時に臨時の医療施設等が円滑に稼働できるよう、医療人材の確保・
配置調整を担う体制を構築
・医療人材派遣に協力可能な医療機関数、派遣者数を具体化
・人材確保・配置調整等を一元的に担う体制を構築
・公立公的病院から臨時の医療施設等に医療人材を派遣

１．医療提供体制の強化
＜今後の感染拡大に備えた対策＞

入院を必要とする者が、まずは迅速に病床又は臨時の医療施設等に
受け入れられ、確実に入院につなげる体制を11月末までに整備
○今夏と比べて約３割増の患者（約１万人増（約2.8万人→約3.7万人））の入院が可能に

・病床の増床や臨時の医療施設における病床確保
（約５千人増（病床約６千床増の８割（使用率）））

・感染ピーク時において確保病床使用率８割以上を確保（約５千人増）
・入院調整の仕組みの構築、スコア方式の導入等による療養先の決定の迅速・円滑化

※公的病院の専用病床化（約2.7千人の入院患者の受入増（病床増約1.6千床分））
○今夏と比べて約４倍弱（約2.5千人増）の約3.4千人が入所できる臨時の医療施設・入院待機

施設を確保

全ての自宅・宿泊療養者に、陽性判明当日ないし翌日に連絡をとり、
健康観察や診療を実施できる体制を確保
・保健所の体制強化
・今夏と比べて約３割増の宿泊療養施設の居室の確保 (約1.4万室増 (約4.7万室→約6.1万室) )
・従来の保健所のみの対応を転換し、約3.2万の地域の医療機関等と連携してオンライン診

療・往診、訪問看護等を行う体制を構築

症状の変化に迅速に対応して必要な医療につなげ、また重症化を未然に
防止する体制を確保
・全ての自宅療養者にパルスオキシメーターを配付できるよう総数で約69万個を確保
・入院に加え外来・往診まで様々な場面で中和抗体薬・経口薬を投与できる体制構築

※更なる行動制限については、具体的には、人との接触機会を可能な限り減らすため、例えば、飲食店の休業、施設の使用停止、イベントの中止、公共交
通機関のダイヤの大幅見直し、 職場の出勤者数の大幅削減、日中を含めた外出自粛の徹底など、状況に応じて、機動的に強い行動制限を伴う要請を行う

※上記の数値は11月11日時点のもの
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２．ワクチン接種の促進

３．治療薬の確保

○ 国産経口薬を含む治療薬の開発費用として１薬剤当たり最大約20億円を支援し、経口薬について年内の実用化を目指す
○ 軽症から中等症の重症化リスク保有者が確実に治療を受けられるよう、複数の治療薬を確保し、必要な量を順次納入できるよう企業と交渉を進める

経口薬は治療へのアクセスを向上・重症化予防により、国民が安心して暮らせるようになるための切り札
年内の実用化を目指すとともに、必要量を確保

11月中に希望する方への接種を概ね完了見込み
12月から追加接種を開始。追加接種対象者のうち、希望する全ての方が接種を受けられるよう体制を確保

○ 11月中に希望する方への２回のワクチン接種を概ね完了見込み（11/11公表時点接種率：１回目78.2％ ２回目74.5％）

・今後も若年者を含め１回目・２回目未接種者に対する接種機会を確保
・小児（12歳未満）への接種について、企業から薬事申請がなされ、承認に至った場合には厚生科学審議会の了承を得た上で接種を開始

○ 12月から追加接種を開始。２回目接種完了から概ね８か月以降に、追加接種対象者のうち希望する全ての方が受けられるよう体制を確保
・２回目接種を完了した全ての方に追加接種可能なワクチン量を確保（来年は3億2千万回分の供給契約を締結済み）
・12月からの接種に向けて都道府県・市町村で体制を整備。国は全額国費を基本として必要な支援を行う
・２回目接種完了者のほぼ全てが追加接種の対象者となった場合、来年３月を目途に職域接種による追加接種を開始

■感染力が２倍となった場合、軽症から中等症の重症化リスク保有者向けに最大約35万回分（感染力が３倍となった場合は最大約50万回分）の治療薬が必要な見込み
・中和抗体薬について、来年（2022年）初頭までに約50万回分を確保
・経口薬について、薬事承認が行われれば速やかに医療現場に供給。合計約60万回分を確保（薬事承認が行われれば年内に約20万回分、年度内に更に約40万回分）
・さらに、今冬をはじめ中期的な感染拡大にも対応できるよう、更なる治療薬の確保に向けて取り組む（経口薬については、追加で約100万回分、計約160万回分確保）

４．国民の仕事や生活の安定・安心を支える日常生活の回復

＜誰もが簡易かつ迅速に利用できる検査の拡大・環境整備＞
・都道府県が、健康理由等でワクチン接種できない者を対象として、経済社会活動を行う際の検査を予約不要、無料とできるよう支援

併せて感染拡大時に、都道府県判断により、感染の不安がある無症状者に対し、検査を無料とできるよう支援
・PCR検査の実勢価格を踏まえた保険収載価格の検証、年内を目途に必要な見直し

＜電子的なワクチン接種証明＞
・これまでは紙で海外渡航用に限定して発行していたが、年内にワクチン接種証明書をデジタル化、国内でも利用可能とする

＜感染状況を評価する新たな基準の考え方＞
・１1月８日のコロナ分科会の提言を受け、医療のひっ迫状況により重点を置いた考え方に見直しを行うこととし、速やかに基本的対処方針を改正

＜新型コロナの影響を受ける方々への支援＞
・住民税非課税世帯や子育て世帯・学生などコロナでお困りの皆様に対する給付金等の支援を行う。（詳細は経済対策で決定）

＜今後のさらなる対応＞
・今後の感染症への対応として、病床や医療人材の確保等に関する国や自治体の迅速な要請・指示等に係る法的措置を速やかに検討
・また、行政のあり方も含めた司令塔機能の強化等により、危機管理の抜本的な強化を検討

感染拡大を防止しながら、日常生活や経済社会活動を継続できるよう、行動制限の緩和の取
組を進めていく。具体的内容は、速やかに基本的対処方針において示す。ただし、緊急事態
宣言等の下で、コロナ以外の通常医療への制限が必要となる場合等には、行動制限の緩和を
停止することがあり得る
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次の感染拡大に向けた安心確保のための取組の全体像 
 
 

 
令 和 ３ 年 1 1 月 1 2 日 
新型コロナウイルス感染症対策本部決定  

 
 
 
基本的考え方 
〇 ワクチン、検査、治療薬等の普及による予防、発見から早期治療まで

の流れをさらに強化するとともに、最悪の事態を想定して、次の感染拡
大に備える。 

 
〇 このため、デルタ株への置き換わりなどによる今夏のピーク時にお

ける急速な感染拡大に学び、今後、感染力が２倍（※）となった場合にも
対応できるよう、医療提供体制の強化、ワクチン接種の促進、治療薬の
確保を進める。 

 
〇 こうした取組により、重症化する患者数が抑制され、病床ひっ迫がこ

れまでより生じにくくなり、感染拡大が生じても、国民の命と健康を損
なう事態を回避することが可能となる。今後は、こうした状況の変化を
踏まえ、感染リスクを引き下げながら経済社会活動の継続を可能とす
る新たな日常の実現を図る。 

 
〇 その上で、感染力が２倍を大きく超え、例えば感染力が３倍（※）とな
り、医療がひっ迫するなど、それ以上の感染拡大が生じた場合には、強
い行動制限を機動的に国民に求めるとともに、国の責任において、コロ
ナ以外の通常医療の制限の下、緊急的な病床等を確保するための具体
的措置を講ずる。 

 
（※）「感染力が２（３）倍」とは、若年者のワクチン接種が 70％まで進展し、それ以外の条

件が今夏と同一である場合と比較し、新たな変異株の流行や、生活行動の変化などによ

る、「今夏の実質２（３）倍程度の感染拡大が起こるような状況」のことである。 

 

 

１．医療提供体制の強化 

（１）病床の確保、臨時の医療施設の整備（数値は 11月 11日時点のもの） 

〇 入院を必要とする者が、まずは迅速に病床又は臨時の医療施設等に

受け入れられ、確実に入院につなげる体制を整備する。 

今夏の各都道府県のピーク時においては最大約 2.8 万人の入院が必

要となったが、今後、感染力が２倍となった場合にも対応できるよう、

ワクチン接種の進展等による感染拡大の抑制効果等も勘案しつつ、以下
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の取組により、今夏と比べて約３割増（約１万人増）の約 3.7万人が入

院できる体制を 11月末までに構築する。 

・ 病床の増床や臨時の医療施設における病床確保（入院患者の受入

約５千人増（病床約６千床増の８割（使用率））） 

・ 確保病床の使用率の向上（入院患者の受入約５千人増） 

 

  あわせて、入院調整中の方や重症化していないものの基礎疾患等の

リスクがある方が安心して療養できるようにするため、臨時の医療施

設・入院待機施設の確保により、今夏と比べて約４倍弱（約 2.5 千人

増）の約 3.4千人が入所できる体制を構築する。 

 

〇 上記の一環として、公立公的病院の専用病床化を進め、国が要求・要

請を行った公立公的病院において、全国で今夏と比べ、約 2.7 千人の

入院患者の受入増（病床増約 1.6千床分）を可能とするとともに、都道

府県に設置する臨時の医療施設等に医療人材を派遣できるようにする。 

 
  

（参考）国が要求・要請を行った公立公的病院の取組強化（11月１日時点） 

・国立病院機構（NHO）   入院受入  1,814人 →  2,251 人（  437 人増） 

確保病床  2,290床 →  2,758 床（  468 床増） 

・地域医療機能推進機構（JCHO）  入院受入   694人 →    925 人（  231 人増） 

確保病床   911床 →  1,156 床（  245 床増） 

・その他    入院受入  8,156人 → 10,205 人（2,049 人増） 

確保病床 10,120床 → 11,039 床（  919 床増） 

 

〇 感染ピーク時に、確保した病床が確実に稼働できるよう、都道府県と

医療機関の間において、要請が行われてから確保病床を即応化するま

での期間や患者を受け入れることができない正当事由等について明確

化した書面を締結するとともに、休床病床の運用の効率化を図りつつ、

病床使用率を勘案した病床確保料に見直しを行うこと等により、感染

ピーク時において確保病床の使用率が８割以上となることを確保する。

なお、これに併せて、緊急包括支援交付金の病床確保料については、来

年（2022年）１月以降も当面継続する。 

 

〇 感染拡大時においても入院が必要な者が確実に入院できる入院調整

の仕組みを構築するとともに、フェーズごとの患者の療養先の振り分

けが明確になるスコア方式等を導入する等、転退院先を含め療養先の

決定の迅速・円滑化を図る。 
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（２）自宅・宿泊療養者への対応 

〇 都道府県の推計では、今後の感染ピーク時における自宅・宿泊療養者

は、約 23万人と想定されているが、これら全ての方について、陽性判

明当日ないし翌日に連絡をとり、健康観察や診療を実施できる体制を

確保する。 

このため、従来の保健所のみの対応を転換し、保健所の体制強化のみ

ならず、オンライン診療（※）・往診、訪問看護の実施等について、医療

機関、関係団体等と委託契約や協定の締結等を推進しつつ、全国でのべ

約 3.2 万の医療機関等と連携し、必要な健康観察・診療体制を構築す

る。 

・ 医療機関   約 1.2万機関 

・ 訪問看護ステーション  約１千機関 

・ 薬局   約 1.9万機関 

 
 （※）参考：東京都における複数の自宅・宿泊療養者と複数の医師のマッチングを行う「多

対多オンライン診療システム」や、神奈川県における輪番制の医師によるオンライン

診療等の取組などの事例も参考に、各地域の取組を推進する。 

 

〇 また、宿泊療養施設について、家庭内感染のリスク等に対応するため、

約 1.4万室増の約 6.1万室を確保する。 

 

〇 さらに、症状の変化に迅速に対応して必要な医療につなげ、また、重

症化を未然に防止する観点から、全ての自宅療養者にパルスオキシメ

ーターを配付できるよう、総数で約 69万個を確保する。治療薬につい

ても、中和抗体薬・経口薬については、入院に加えて外来・往診まで、

様々な場面で投与できる体制を全国で構築する。さらに、経口薬につい

ては、かかりつけ医と地域の薬局が連携することで、患者が薬局に来所

しなくても手に入れることができるような環境作りを支援する。 

 

（３）医療人材の確保等 

〇 感染拡大時に臨時の医療施設をはじめとした病床・施設を円滑に稼

働させるため、都道府県の保健・医療提供体制確保計画において、医療

人材派遣について協力可能な医療機関数、派遣者数を具体化するとと

もに、人材確保・配置調整等を一元的に担う体制を構築する。また、東

京都においては、医療機関等からの派遣可能な具体的人員の事前登録

制を進めることとしており、こうした取組を横展開する。 
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 （参考）都道府県の具体例 
上記の取組のほか、関係団体と連名で全病院に緊急時の医療人材の応援派遣を依頼し

調整している例や、地域の医療機関から臨時の医療施設等への輪番派遣制により体制を

構築する例、医療人材の派遣協定をあらかじめ締結する例などもあり、こうした取組も

参考に、各地域における人材確保を推進する。 
 

〇 また、国立病院機構等の公立公的病院において、都道府県に設置する

臨時の医療施設等に医療人材を派遣できるようにする。（再掲） 

 

（４）ＩＴを活用した稼働状況の徹底的な「見える化」 

〇 医療体制の稼働状況を G-MIS やレセプトデータ等を活用して徹底的

に「見える化」する。 

・ 都道府県内の医療機関や救急本部との間で、病床の確保・使用状況

を日々共有できる体制を構築するとともに、個々の医療機関における

G-MISへの病床の使用状況等の入力を徹底すること（補助金の執行要

件化）により、12月から医療機関別の病床の確保・使用率を毎月公表

する。 

・ 12月から毎月、レセプトデータを用いてオンライン診療・往診など

自宅療養者に対する診療実績を集計し、地域別（郡・市・区別）に公

表する。 

・ 国が買い上げて医療機関に提供する中和抗体薬など新型コロナウ

イルス感染症の治療薬の投与者数について、都道府県別に毎月公表す

る。 

 

（５）さらなる感染拡大時への対応 

〇 今夏の感染拡大時においては、地域によって、人口の密集度、住民の

生活行動等によって感染状況の推移は異なり、また、病床や医療人材等

の医療資源にも差があることから、医療提供体制のひっ迫状況は、地域

によって様々であった。その中で、病床がひっ迫した地域においては、

緊急事態宣言の下で、個々の医療機関の判断でコロナ対応のためにコ

ロナ以外の通常医療の制限が行われていたが、今後、地域によって、仮

に感染力が２倍を超える水準になり、医療のひっ迫が見込まれる場合

には、国民に対し、更なる行動制限（後述）を求め、感染拡大の防止を

図る。あわせて、国の責任において、感染者の重症化予防等のため地域

の医療機関に協力を要請するとともに、更なるコロナ以外の通常医療

の制限の下、緊急的な病床等を確保するための追加的な措置を講ずる。 
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〇 具体的には、医療の確保に向けて、国の責任において、入院対象者の

範囲を明確にするとともに、法で与えられた権限に基づき、国及び都道

府県知事が、 

・ 自宅療養者等の健康管理・重症化予防を図るため、地域の医療機関

に対し、健康観察・診療等について最大限の協力を要請するとともに、 

・ コロナ患者の入院受入病院に対し、短期間の延期ならリスクが低い

と判断される予定手術・待機手術の延期等の実施を求めるほか、 

・ 国立病院機構、地域医療機能推進機構をはじめとする公立公的病院

に対し、追加的な病床の確保、臨時の医療施設への医療人材の派遣等

の要求・要請を行うとともに、民間医療機関に対しても要請を行うこ

ととする。 

 

〇 さらに、感染力が２倍を大きく超え、例えば３倍となり、更なる医療

のひっ迫が見込まれる場合には、大都市のように感染拡大のリスクが

高く、病床や医療人材が人口比で見て少ない地域等では、コロナ以外の

通常医療の制限措置の実施の徹底や地域内での追加的な病床の確保、

医療人材の派遣等の措置を図ったとしても、増加する重症患者等への

医療の提供が困難となる事態が生じる可能性がある。こうした事態の

発生が見込まれる場合には、当該地域以外に所在する医療機関に対し、

必要に応じコロナ以外の通常医療の制限措置を行い、当該地域の臨時

の医療施設に医療人材の派遣等を行うよう、法で与えられた権限に基

づき、国が要求・要請を行い、医療の確保を図る。 

 

〇 同時に、コロナ以外の通常医療の制限措置等は、一時的とはいえ、国

民に対し大きな不安を与えるほか、医療現場にも大きな負荷を伴うこ

とから、こうした措置が速やかに解除されるよう、感染者数の増加に歯

止めをかけ、減少させるため、国民に対し、更なる行動制限を求める等

の実効性の高い強力な感染拡大防止措置を併せて講ずる。 

 

〇 更なる行動制限については、具体的には、人との接触機会を可能な

限り減らすため、例えば、飲食店の休業、施設の使用停止、イベント

の中止、公共交通機関のダイヤの大幅見直し、職場の出勤者数の大幅

削減、日中を含めた外出自粛の徹底など、状況に応じて、機動的に強

い行動制限を伴う要請を行う。 

 

〇 もちろん、こうした厳しい事態に陥らないよう、ワクチン、検査、治

療薬等の普及による予防、発見から早期治療までの流れをさらに強化

するとともに、国民の理解と協力の下、機動的に効果的な行動制限を行
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うことにより、急激な感染拡大の抑制を図っていくことを基本として

対応する。 

また、今後、重症化予防効果の高い経口薬等の利用が可能となれば、

仮に感染力が高まっても入院を必要とする者の減少が見込まれ、医療

現場への負荷も軽減されることが期待されることから、引き続き、経口

薬の実用化に向けて、全力で取り組む。 

 

 

２．ワクチン接種の促進 

（１）１回目・２回目接種 

〇 11 月 11 日公表時点で、１回目の接種率は 78.2％、２回目の接種率

は 74.5％であり、11月中に希望する者への接種を概ね完了する見込み

である。 

 

〇 追加接種が開始される 12月以降も、若年者を含め１回目・２回目未

接種者に対する接種機会を確保する。 

 

〇 小児（12 歳未満）へのワクチン接種について、米国や欧州の薬事当

局の審査状況を見据えつつ、企業から薬事申請がなされ、承認に至った

場合には、厚生科学審議会での了承を得た上で、接種を開始する。 

 

（２）追加接種 

〇 ２回目接種完了から、概ね８か月以降に、追加接種対象者のうち、接

種を希望する全ての方が追加接種を受けられるよう、体制を確保する。 

 

ア 追加接種のためのワクチンの確保 

〇 ２回目接種を完了した全ての方が、追加接種の対象者となった場合

でも、必要とされるワクチンを確保している。 

 

〇 追加接種では、今年（2021 年）供給を受けるワクチンの残余と、来

年（2022年）供給を受けるワクチンを用いる。来年（2022年）に関し

ては、年初頭から順次、３種類のワクチンで３億 2,000 万回分の供給

を受ける契約を締結済みであることから、追加接種に必要なワクチン

を確保できる見込みである。 
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イ 追加接種の体制 

〇 12 月から追加接種を開始できるよう、都道府県及び市町村と緊密に

連携を図りながら、適切に体制を整備する。 

 

〇 都道府県及び市町村に対して、12 月からの接種に向けて体制を整備

するよう要請しており、引き続き、円滑な接種の実施のために全額国費

を基本として必要な支援を行う。 

 

〇 追加接種の対象者については、11 月 15 日に厚生科学審議会に諮り、

その意見を踏まえて決定する。 

 

〇 ２回目接種完了者のほぼ全てが追加接種の対象者となった場合は、

職域接種も実施することとし、１回目・２回目接種を実施した企業、大

学等から、職域接種の希望を募り、来年（2022 年）３月を目途に追加

接種を開始することとする。 

 

ウ スケジュール 

〇 ２回目接種完了の実績を踏まえると、医療従事者等の追加接種は 12

月１日から、高齢者等の追加接種は来年（2022 年）１月からの開始が

見込まれる。このためのスケジュールは以下のとおりである。 

 

 11月 15日 ファイザー社ワクチンの追加接種について、対象者、追

加接種に必要となる省令改正等を厚生科学審議会に諮

問答申 

 

 11月中下旬 市町村より、接種券を順次送付開始 

 自治体に対し、12月及び来年１月接種分として、ファイ

ザー社ワクチン約 400万回を配分（以後、順次、必要量

を配分） 

 

 12月１日 追加接種の関係省令を施行。以降、市町村において順次

ファイザー社ワクチンによる追加接種を開始 

 

 12月下旬以降 モデルナ社ワクチンの追加接種について、厚生科学審議

会に諮問答申 
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 来年１月   自治体等に対し、モデルナ社ワクチンの配分開始（以降、 

順次必要量を配分） 

  

 来年２月 モデルナ社ワクチンによる追加接種開始 

 
（※）上記スケジュールは、厚生科学審議会における審議を踏まえ変更されることがあり

得る。 

 

エ その他 

〇 追加接種に使用するワクチンについては、１回目・２回目に使用した

ワクチンの種類を問わず使用可能とすることも含め、11月 15日に厚生

科学審議会において審議する。 

 

 

３．治療薬の確保 

〇 新型コロナウイルス感染症の治療薬については、国産経口薬を含め、

開発費用として１薬剤当たり最大約 20億円を支援し、経口薬について

年内の実用化を目指す。また、治療薬の作用する仕組みや開発ステージ

は様々であることや、軽症から中等症の重症化リスクを有する者が確

実に治療を受けられるようにするため、複数の治療薬を確保し、必要な

量を順次納入できるよう、企業と交渉を進める。 

 

〇 感染力が２倍となった場合には、今夏の感染拡大の実績等を考慮す

れば、軽症から中等症の重症化リスクを有する者向けに最大で約 35万

回分の治療薬が必要になるものと見込まれる。また、感染力が３倍とな

った場合には、最大で約 50万回分の治療薬が必要になるものと見込ま

れる。 

これに対して、薬事承認され投与実績のある中和抗体薬については、

来年（2022年）初頭までに約 50万回分を確保する。 

 

○  あわせて、新たに実用化が期待される経口薬については、国民の治

療へのアクセスを向上するとともに、重症化を予防することにより、

国民が安心して暮らせるようになるための切り札である。世界的な獲

得競争が行われる中で、薬事承認が行われれば速やかに医療現場に供

給し、普及を図っていく。供給量については、合計約 60万回分（薬事

承認が行われれば年内に約 20 万回分、年度内に更に約 40 万回分）を

確保する。 
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〇 さらに、今冬をはじめ中期的な感染拡大にも対応できるよう、更なる

治療薬（中和抗体薬、経口薬）の確保に向けて取り組む（経口薬につい

ては、追加で約 100 万回分、上記と合計してこれまでに約 160 万回分

を確保している）。 

 

〇 中和抗体薬・経口薬については、入院に加えて外来・往診まで、様々

な場面で投与できる体制を全国で構築する。さらに、経口薬については、

かかりつけ医と地域の薬局が連携することで、患者が薬局に来所しな

くても手に入れることができるような環境作りを支援する。（再掲） 

なお、主に重症者向けの抗ウイルス薬については、既に市場に流通し、

使用されている。 

 

 

４．国民の仕事や生活の安定・安心を支える日常生活の回復 

〇 ワクチン接種の進捗や中和抗体治療の普及により重症化する患者数

が抑制され、医療提供体制の強化とあいまって、病床逼迫がこれまで

よりも生じにくくなり、感染拡大が生じても、国民の命と健康を損な

う事態を回避することが可能となる。 

 

〇 また、飲食店の第三者認証制度の普及のほか、各業界における感染

対策のガイドラインの普及・更新などの感染防止の取組の進展を踏ま

えれば、今後、誰もが簡易かつ迅速に利用できる検査の環境整備やワ

クチン接種証明の活用等を進めることと併せて、日常生活や経済社会

活動に伴う感染リスクを以前よりも引き下げることができる。 

 

〇 このような状況変化を踏まえ、今後は、感染拡大を防止しながら、

日常生活や経済社会活動を継続できるよう行動制限の緩和の取組を進

めていく。その具体的内容については、速やかに「新型コロナウイル

ス感染症対策の基本的対処方針」（以下「基本的対処方針」という。）

において示す。ただし、緊急事態宣言等の下で、コロナ以外の通常医

療への制限が必要となる場合等には、行動制限の緩和を停止すること

もあり得る。 

 

（１）誰もが簡易かつ迅速に利用できる検査の環境整備 

〇 日常生活や経済社会活動における感染リスクを引き下げるために

は、ワクチン接種や検査による確認を促進することが有効であり、都

道府県が、健康上の理由等によりワクチン接種を受けられない者を対
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象として、経済社会活動を行う際の検査を来年３月末まで予約不要、

無料とできるよう支援を行う。 

あわせて、感染拡大の傾向が見られる場合に、都道府県の判断によ

り、ワクチン接種者を含め感染の不安がある無症状者に対し、検査を

無料とできるよう支援を行う。 

 

〇 保険診療として実施されている PCR 検査等について、その価格が自

費検査価格に影響を与えているとの指摘もある中で、実勢価格を踏ま

えて保険収載価格の検証を行い、その結果を踏まえて、年内を目途に必

要な見直しを行う。 

 

（２）電子的なワクチン接種証明のスケジュール・活用方法 

ア ワクチン接種証明書のデジタル化 

〇 年内に、ワクチン接種証明書のデジタル化を実現する。電子的なワ

クチン接種証明書は、スマートフォン上で専用アプリからマイナンバ

ーカードによる本人確認の上で申請・取得し、二次元コードとともに

表示可能とする。紙によるワクチン接種証明書についても引き続き発

行し、二次元コードを記載する。これら二次元コードには電子署名を

付与し、偽造防止措置を講ずる。 

 

イ ワクチン接種証明書の活用方法 

〇 ワクチン接種証明書のデジタル化により、海外渡航時における出入

国時でのワクチン接種履歴の確認を効率的に行えるようにするととも

に、日本入国時の円滑な確認体制を整備する。 

 

〇 ワクチン接種証明書は、デジタル化に合わせて、海外渡航用だけで

なく、国内での利用が容易となり、その活用が進むものと見込まれ

る。 

 

〇 国内では、民間が提供するサービス等においては、接種証明の幅広

い活用が想定されるところであり、また、日常生活や経済社会活動に

おける感染リスクを引き下げるために、飲食店やイベント主催者等

が、ワクチン接種証明書の画面を確認することなどにより、ワクチン

接種履歴を確認できるようにする。 

 
（※）二次元コードについては仕様を公開することとしており、これを読み取ることも可

能。 
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（３）感染状況を評価する新たな基準の考え方 

〇 変異株の状況やワクチンの有効性などの知見を踏まえ、緊急事態措

置等の前提となる感染状況（ステージ）について、11月８日の新型コ

ロナウイルス感染症対策分科会の提言を受け、医療のひっ迫状況によ

り重点を置いた考え方に見直しを行うこととし、速やかに基本的対処

方針を改正する。 

 

（４）新型コロナの影響を受ける方々への支援 

〇 住民税非課税世帯や子育て世帯・学生などコロナでお困りの皆様に

対する給付金等の支援を行う。詳細は経済対策において決定する。 

 

（５）今後のさらなる対応 

〇 これまでの新型コロナウイルスへの対応を徹底的に検証をしつつ、

以下の取組を進める。 

１．今後の感染症への対応として、病床や医療人材の確保等につい

て、国や自治体が迅速に必要な要請・指示をできるようにするた

めの法的措置を速やかに検討する。 

２．治療薬やワクチンについて、安全性や有効性を適切に評価しつ

つ、より早期の実用化を可能とするための仕組み、ワクチンの接

種体制の確保など、感染症有事に備える取組について、より実効

性ある対策を講ずることができるよう法的措置を速やかに検討す

る。 

３．また、行政のあり方も含めた司令塔機能の強化等により、危機管

理の抜本的な強化を検討する。 
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一般医療との両立を図りつつ、陽性確認前から回復・療養解除後まで切れ目なく対応
可能な体制を整備するため、①健康観察・診療等の体制、➁自宅療養者等の治療体
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り機動的かつ実効性の伴う「保健・医療提供体制確保計画」を新たに策定する。
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4

今夏の感染拡大時における県内の対応状況
今夏、感染力の強い変異株の流行等により、これまでを上回る規模・スピードでの感染拡
大が生じた。今夏の感染動向や県内の対応状況について振り返り、課題を整理するととも
に、今後に向けた方針のポイントを設定する。

今夏の感染動向について

第5波の特徴
L452Rの検出数が増加し始めたころに感染拡大したことから、第5波における陽性

者数の増加や流行の速度はデルタ株による影響があった考えらえる（検出率：６月 ０％、
７月 24.9％、８月 82.4％、９月 86.1％）。また、ワクチンおよび抗体カクテル療法の
普及により、重症者もしくは死亡者を予防できた可能性が高い。

① 10万人あたりの新規陽性者数が５人を超えてから増加の勢いが増し、10人を
超えてから１週間後には2５人を超える急増※が見られた。

② 新規感染者数は、公表日ベースで１日最大234人と今までにない大きな流行と
なった。

③ 患者の増加に伴い自宅療養者が増加した。
④ 感染経路別には感染経路不明が最初に増加、年代別には20歳代が最初に増加

した後に、急増し始める傾向があった。
⑤ 陽性者に占める高齢者（60歳以上）の割合が低下した。
⑥ 感染者数に占める重症者数の割合は、第4波と比較すると全ての年齢層で低

かった。

※ R3.４からの流行期：10万人あたりの新規陽性者が10人から25人を超えるまで30日間

5

今夏の感染動向について（つづき）

今後の懸念

➀ 第5波以上の療養者数

② ワクチン効果減弱による患者数の増加および患者における高齢者の
増加

③ 中和抗体薬の対象者の増加
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■対象
令和３年７月１日～令和３年９月30日までに新規陽性となった６,684名に
県外発生等を加え、県外入院等となった者を除く、県内療養者全6,777名

年代 人数(人) 割合

10歳未満 639 9.4%

10～19歳 1,002 14.8%

20～29歳 1,754 25.9%

30～39歳 1,061 15.7%

40～49歳 1,144 16.9%

50～59歳 710 10.5%

60～69歳※ 262 3.9%

70～79歳 113 1.7%

80～89歳 64 0.9%

90歳以上 28 0.4%

合計 6,777 100%

・65歳未満 6,495人（95.8％）
・65歳以上 282人（4.2％）
・無症状と軽症の合計 6,353人（93.7％）
・重症・死亡の合計 43人（0.6％）

※60～64歳 185人
65～69歳 77人

■陽性者の状況（R3.7～R3.9） ■最重症時の重症度分類

6

区分 人数(人) 割合

無症状 771 11.4%

軽症 5,582 82.4%

中等症 381 5.6%

重症 36 0.5%

死亡 ７ 0.１%

合計 6,777 100.0%

本県における新型コロナウイルス感染症患者の分析（7/1～9/30）

8月4日に新規陽性者数が100名を超えた後も感染の拡大傾向に歯止めがかからず、
8月18日以降連日200名を超える新規陽性者が確認され、8月24日には、過去最多
となる234名の新規陽性者が確認された。

１日あたりの新規陽性者数の最大値と推移（公表日：7/1～9/30）
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最大値：８月24日
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最大値：８月25日
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大規模な
クラスター発生
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療養者数及び入院率の推移（7/1～9/30）

8月12日以降9月11日まで1か月にわたって療養者数が1,000名を超える状態が継
続し、8月22日より9月1日までは2,000名を超えた。

療養者の増加に伴い入院率については低下傾向が認められた。
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療養者数
最大値：８月２７日

2,６８９名

入院率
最小値：８月２９日

11.0%

8

県内療養者の保健所管轄別内訳（7/1～9/30）

大津市保健所、草津保健所圏域で56.3%の療養者が確認されており、これまでと感染
拡大と同様、県南部において感染が拡大している。

32.7% 22.6% 11.1% 13.5% 8.1% 9.4% 2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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入院者数の推移と確保病床の使用率の推移（7/1～9/30）
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入院者数最大：８月25日 351名
確保病床使用率最大：８月25日 92.4％

確保病床数の推移：
8/7 372床→374床
8/16 374床→378床
8/23 378床→380床
8/31 380床→383床
9/6 383床→388床
9/26 388床→404床
9/27 404床→423床

8月4日に病床の使用率が50%を超えて以降、9月16日まで継続して50%を超え、8
月9日から9月5日までは、概ね80%を超過するなど病床のひっ迫が継続的に認めら
れ、医療機関においては、稼働できる限界で対応をいただいた。

10

宿泊療養者数の推移と確保居室使用率・稼働率の推移（7/1～9/30）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

7 月
1 日

7 月
3 日

7 月
5 日

7 月
7 日

7 月
9 日

7 月
11
日

7 月
13
日

7 月
15
日

7 月
17
日

7 月
19
日

7 月
21
日

7 月
23
日

7 月
25
日

7 月
27
日

7 月
29
日

7 月
31
日

8 月
2 日

8 月
4 日

8 月
6 日

8 月
8 日

8 月
10
日

8 月
12
日

8 月
14
日

8 月
16
日

8 月
18
日

8 月
20
日

8 月
22
日

8 月
24
日

8 月
26
日

8 月
28
日

8 月
30
日

9 月
1 日

9 月
3 日

9 月
5 日

9 月
7 日

9 月
9 日

9 月
11
日

9 月
13
日

9 月
15
日

9 月
17
日

9 月
19
日

9 月
21
日

9 月
23
日

9 月
25
日

9 月
27
日

9 月
29
日

宿泊療養者数 宿泊療養部屋数 宿泊療養部屋使用率（右軸）※１ 稼働率（右軸）※２

宿泊療養者数最大：８月12日 384名
確保宿泊療養部屋使用率最大：
８月12日 56.7％
確保宿泊療養部屋数の推移：
7/15 400室→677室

7月15日に第4の宿泊療養施設の開設したことより、稼働率（最大60%想定）を考慮しても安定し
た運用を図ることができた。一方で、8月12日以降、更なる感染拡大を想定し、入院者からの下り
搬送の受入れを想定した運用や、40歳未満のほぼ無症状の方について自宅療養を認める取扱い
を行ったことにより、感染拡大期において一定空室を保有する状態で推移した。 11

※１ 宿泊療養部屋使用率：部屋総数に対して、実際に療養者が使用した割合
※２ 稼働率：部屋総数に対して、即時受入れが可能な割合
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自宅療養者数および自宅待機者数の推移（7/1～9/30）

新規陽性患者の増加に伴い、自宅療養者・自宅待機者とも概ね増加傾向が認められる。

8月21日には、自宅療養者が1,000名を超え、以降、9月5日まで継続して1,000名を超えること
となった。

入院が必要な方についてはコントロールセンターにおいて優先的に調整を実施したため、迅速に
対応することができた。
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自宅療養 自宅待機

自宅療養者数最大：８月２８日 1,804名
自宅待機者数最大：8月27日 490名

自宅待機者のうち
入院先調整中最大：8月１０日・11日 16名
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今後の感染拡大に備えた対応

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析

1.発生動向の分析および情報提供

1. 感染拡大以前の情報提供
① 感染拡大時における新規陽性者数および入院者数などの推定値を示し、事

前の医療提供体制の強化に役立てた。
② 感染経路不明もしくは20代の新規陽性者の動向に注目することにより、流

行の兆候を捉えた情報を提供した。
③ 人口10万人あたりの新規陽性者数が5を超過した際に、県民および関係団

体等へ対策の強化を促した。

2. リアルタイムな情報提供
① 時系列にL452Rの検出率を示し、デルタ株の流行状況を示した。
② 年齢別の重症度を第4波と比較することによって、デルタ株による重症化率

の変化の有無を評価した。
③ 重症者の特徴を記述し、自宅療養を適用する陽性者の条件を提案した。
④ 流行状況および医療提供体制などのステージ移行およびまん延防止等重点

措置、緊急事態宣言に伴う措置の適用もしくは解除を検討する情報を提供
してきた。

15

➁今後の方針のポイント

1. 次の流行に備えるための前提となる新規陽性者数などの推定値を示す。
2. 流行の兆候を早期に探知し、対策強化の契機とするとともに、県民への

呼びかけを図る。
3. 新規陽性者の年齢、ワクチン接種歴および重症度などによりワクチン効

果の減弱について評価し、ワクチン接種者の感染対策の強化を促す情報
を提供する。

4. 発生動向等を日々モニタリングすることにより、ステージ移行などの公
衆衛生対応の必要性を提示する。
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今後の感染拡大に備えた対応

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

２.陽性判明から療養先決定までの対応

（１）相談・外来受診・検査

○相談

8月の受診・相談センターへの相談件数：延べ7,810件（252件/1日平均）

相談者の増加に併せて相談体制を拡充

○外来受診

診療・検査医療機関数：553箇所（9月末時点）

○検査

今夏における1日の最大検査件数：2,216件（8月2３日）

本年８月、滋賀県にまん延防止等重点措置が適用されたこと等を受け、県内の高齢者
施設、障害者施設の従事者（６９４施設、14,36９人）に対して一斉検査を実施

本年９月から、高齢者施設や学校等において、現場の気づきをもとに早期に検査を実
施するイベントベースサーベイランス事業を開始

民間検査機関との委託契約を拡大したことや、唾液による検体採取の拡充等により、
最も感染が拡大していた8月においても必要な検査を確実に実施した

1723
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➁今後の方針のポイント

インフルエンザ流行期を見据え、引き続き民間検査機関との委託契約を拡大

引き続き、感染拡大時においても、高齢者施設等への一斉検査を含め、必要
な検査を確実に実施できるよう検査体制を整備

診療・検査医療機関及び受診・相談センターの確保を引き続き行うとともに
、かかりつけ医等の地域療機関と連携した相談・外来診体制を引き続き維持

19

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

（２）療養先の種別の決定、入院・入所調整

❶療養先決定までの期間（R3.７～R3.９）

参考（R３.4～R３.６）

• 滋賀県COVID-19災害コントロールセンターの災害医療コーディネーターによる迅速な入院・搬送調整によ
り、今夏の感染拡大局面においても95.7％が当日または翌日に療養先の調整・搬送ができている。

• ２日以上を要した290名のうち、１３０名が宿泊療養施設への入所待ちで、うち107名は療養先調整中または
宿泊療養施設への受入れの都合による自宅待機、うち２３名は家族の検査結果が出るまで自宅待機といった理
由だった。

• また、 ２日以上を要した290名のうち、10６名が自宅療養の決定待ちで、うち82名は家族の検査結果待ち、う
ち2３名は療養先調整中による決定待ち、うち1名は説得待ちであった。

• 残りの54名が入院待ちで、うち29名が家族の結果待ち、うち21名が療養先決定後、搬送・受入れの都合によ
る自宅待機、うち4名が療養先調整中による自宅待機といった理由であった。

療養場所 人数(人) 割合 人数(人) 割合

届出日 当日 4,318 6３.7% 2,134 7４.９%

届出日 翌日 2,169 ３２.０% 579 20.3%

２日後 16８ 2.５% 81 2.9%

３日後 61 0.９％ 30 1.1％

4日後以降 61 0.９% ２４ ０.８%

合計 6,777 100.0% 2,848 100.0%

24



❷回復時※1の療養場所（R3.７～R3.９）

療養場所 人数(人) 割合

病院 1,583 ２３.４%

宿泊療養施設※2 1,746 ２５.8%

自宅 3,448 ５０.８%

合計 6,777 100.0%

※1 例えば、宿泊療養施設に入所後、症状変化等により入院した場合は病院で計上

人数(人) 割合

1,339 47.0%

1,146 40.2%

363 12.8%

2,848 100.0%

• 病床のひっ迫に伴い入院勧告・措置の対象者を変更するなどの適切なリスク判断によ
り、限られた医療資源の効率的な活用につながっている。

• 今夏の急激な感染拡大により自宅療養の割合が増加している。入院の割合が減少して
いるが、特に65歳以上の入院に占める割合が減少している。

参考情報：入院1,583人の内訳※３

（1,583人に対する％）

65歳以上 230人（14.5％）

15歳以下 137人（8.7％）

状態悪化で転院 485人（30.6％）

特別な配慮：透析、妊婦、
精神、外国語

118人 （7.5％）

届出時に中等症以上 14人 （0.９％）

小児等の家族とともに入院 10人 （0.６％）

基礎疾患や症状等による
リスク判断

589人（37.2％）

参考（R３.4～R３.６）

※3 上段にある条件から優先してカウントした場合

（「65歳以上」かつ「届出時に中等症以上」は「65歳以上」で計上）

20

※2 ピアザ 336人、東横イン 422人、草津第一ホテル274人、
ホテルルートイン草津栗東714人

• 引き続き県内の入院・搬送調整を一元化して管理し、感染拡大時には人員
の増強による体制強化を図ることで、引き続き適切なリスク判断に基づく
迅速な入院・搬送調整を実施する。

• 入院・搬送調整待ちや宿泊療養施設の受入の都合による自宅待機者が発
生したため、安心して自宅に待機できる体制整備が必要。感染拡大時にお
いて2日以上の待機が見込まれる入院待ち患者や自宅待機者の症状悪化
等に対応できる入院待機施設の運用を検討する必要がある。

• 病床のひっ迫時には入院勧告・措置の対象者の臨時的取扱いによる医療
資源の重点化を図りつつ、宿泊療養施設のさらなる活用を図り、できるだ
け多くの療養者を受け入れる方向での調整のあり方を検討する。

21

➁今後の方針のポイント
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➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

（３）移送
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県移送車 民間救急車 消防救急車

移送手段の利用件数（R3.７～R3.９）※転院のための移送を含む

県移送車による移送件数
最多 8月３日 28件
民間救急車による移送件数
最多 8月4日 14件
消防救急車による移送件数
最多 8月26日、29日 7件

• 引き続き県移送車、民間救急車の活用を図ることにより、必要な方に対して確実に
搬送ができるよう取り組む。

• 感染拡大時であっても、自宅療養者や宿泊療養者の症状悪化時に速やかに搬送が
実施できるよう県移送車の配車数を柔軟に変更しつつ、関係各所の速やかな情報
共有により、搬送待ちや療養先調整にかかる時間短縮を図る。

23

➁今後の方針のポイント

• 各宿泊療養施設に県移送車を配備し、搬送調整後、速やかに搬送できるよう体制を整
備しており、また、今夏の感染拡大時においても状況に応じた追加配備を行うことによ
り概ね速やかな搬送が実施できた。

• 一方で、特に8月においては、感染者数の増加に伴い搬送件数も増加したため一部搬送
待ちが発生したほか、夜間における急変事例等の増加により民間救急者・消防救急車の
利用件数が増加した。

• 緊急時における搬送についても、各医療機関、消防局の御協力により、コントロールセン
ター、保健所と速やかな情報共有を図ることができ、概ね速やかな搬送が実施できた。

26
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今後の感染拡大に備えた対応

3.健康観察・診療等の体制

（１）宿泊療養体制の整備

❶宿泊療養施設の利用状況（R3.4～R3.９）

対象月 確保室数 最大使用実績 最大使用率
平均

利用不可室数※
平均稼働率

４月 400室
193室

（4/26）
48.3％ 102.7室 74.3％

５月 400室
185室

（５/1）
46.3％ 161.6室 59.6％

６月 400室
118室

（6/１)
29.6% 130.8室 67.3％

７月
677室

（ルートイン開設後）

168室

（7/31)
24.8% 61.3室 84.7％

８月 ６７７室
377室

(8/12)
55.7% 169.0室 75.0%

9月 677室
２２６室

(９/1)
33.4% 1５８.0室 7６.７%

※清掃・修理待ちのため利用不可の部屋数の一日あたりの平均

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

オンコール医師

医師・看護師

zoomを利用した
オンライン診療

協力薬局
（ホテル近隣薬局）

処方箋

●体調悪化など緊急時の宿泊療養者の入院受
入
●指導医の派遣
●サポート看護師の配置
●ゾーニングや事務局職員の感染症対策
等を担当 連携

●24時間対応
（8時間×3人）
●体調悪化時のオン
ライン診療（不眠、
腹痛などコロナ以
外の診療も行う）
●必要に応じて処方
箋を交付

●各宿泊療養施設に協力薬局を設定
●オンコール医師等から処方箋が交付さ
れた場合、薬局は交付された処方箋に基
づき調剤し、来所した宿泊療養施設職員
に渡す。
●薬局の営業時間外に投薬が必要な場合
は、宿泊療養施設の常備薬で応急対応
し、翌日以降、薬局が処方箋を応需し対
応する。

●日中：医師（定期・随時）＋看護師（常駐）
夜間：看護師（交替で常駐）

●宿泊療養施設の医師（指導医）は、
①宿泊療養施設看護師への指導、事務局員の健
康管理や衛生管理の指導

②基準日（発症日や症状軽快日）、退所の判断
③入所時、症状悪化時、退所時診察と必要時治療
（酸素・カクテル治療、投薬）

●患者の健康状態については、HER-SYSによる情
報共有体制を構築

支援

診療

看護協会・人材派遣会社など

バックアップ病院

調剤薬

医師等派遣

県内各病院
（緊急時など）

看護師派遣

宿泊療養者

滋賀県COVID-19
災害コントロールセンター

入院・搬送調整

療養先調整

❷宿泊療養者に対する健康管理体制

2527
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➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

新たな宿泊療養施設の開設および運用について

• 7月15日に第4の宿泊療養施設（ホテルルートイン草津栗東）を開設し、感染拡大時
であっても受入可能数400名（稼働率60%想定）が達成できる体制を確保。

• さらなる稼働率向上のための取組を実施した結果、8月の感染拡大期においても宿
泊療養施設全体で75%の稼働率を確保することができた。

• 感染拡大時における看護師確保に課題があり、従事いただいている看護師に過度な
負担が生じたため、サポートナース等の協力を得て人材の確保を図った。

緊急時に備えた医療機能の強化

• 病床ひっ迫時において、特に入院が必要な方に対する病床を確保するため、療養者の
症状が急変するなどの緊急時に備え、バックアップ病院の協力のもと、療養者の症状
悪化時には医師の判断により必要に応じて(酸素療法や投薬等の）医療行為を実施
できる体制を整備。

• 併せて、バックアップ病院に勤務する医師、看護師等が24時間フォローできる体制
を確保し、対象患者の経過観察などを行うことにより、安心して療養できる体制を整
備。

• 宿泊療養者に対する中和抗体薬の投与体制を整備。バックアップ病院等への一時入
院・外来受診による投与体制に加え、緊急時に備え、宿泊療養施設内での投与体制を
整備。

運用の改善や稼働率向上のためのさらなる取組

• 各宿泊療養施設において、今夏の運用について具体的課題を洗い出し、改善を図
ることで稼働率の向上につなげる。

清掃待ちの蓄積を避けるため、感染の初期段階より感染拡大時の清掃スケ
ジュールによる清掃を実施。また、清掃業者との契約内容を見直すことで、清
掃頻度の向上を図る。

一日当たりの入所数の上限の向上を図るため、映像による入所・退所案内の
導入、受入時間の延長や退所手続きの簡略化を図ることでソフト面での改善
を図る。また、ハード面についても、問診スペースを２つ確保するなど各施設
に応じた改善を図る。

➡感染拡大時における受入可能数を400名と推計していたが、稼働率の向上を図る
ことにより緊急時には５0０名の受入れを想定。

療養者の増加に対応した健康管理体制の整備

• 感染拡大期の療養者の健康管理のため、サポートナースなどに協力をいただき、
看護師の増員を図ることで安心して療養できる健康管理体制を整備する。また、
感染拡大時においても必要に応じて速やかに中和抗体薬の投与ができる体制を
整備する。

入院後、症状が回復した患者の受入れの推進

• 症状が一定回復した療養者に対して下り搬送を実施し、宿泊療養施設における受
入れを推進する。 27

➁今後の方針のポイント
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• 感染拡大時においても、必要なパルスオキシメーターの台数を確保し、すべ
ての自宅療養者に配布することができた。

• 保健所では、電話等により健康状態を聞き取り、継続的に自宅療養者の状
況を把握しているが、感染拡大時には、継続的な健康観察・健康管理業務に
ついて、訪問看護ステーションへの委託（6圏域３７事業所）、応援職員の派
遣やサポートナースの雇用などにより、保健所業務の体制強化を図った。

• 体制強化を図ったものの、8月21日から9月5日まで自宅療養者が１,000
名を超える状況であったため、定期的な健康観察業務に支障を生じた時期
があった。

• 市町等の協力を得て食料品の支援を実施することができたが、感染拡大時
においては、希望者の増加により支援が遅れる場合があった。

※Ｒ3年度実績 1,214人（令和3年10月２０日時点）

28

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

（２）自宅療養者への健康観察・診療等の体制の整備

• 全ての感染者に対して、陽性判明日当日または翌日に最初の連絡を行い、
自宅療養者については、電話やＩＣＴの活用による定期的、継続的な健康観
察や、必要な診療へのつなぎなど、夜間等の対応を含め、関係団体等と協
議し、連携体制を強化する。

• 健康観察業務については、訪問看護ステーションの積極的な活用など体制
整備に努める。

• 自宅療養者にとって身近な市町との連携を進め、療養者にとって必要な生
活支援が実施できるよう、必要な情報の提供に努め、食料品支援について
も、速やかに実施できるよう市町等と連携して取組を進める。あわせて、
配送業者の確保を進める。

• 感染拡大期に備えて、保健所等の体制が確保できるよう計画を作成し、応
援人員を確保する。

29

➁今後の方針のポイント
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• 体調が悪化したり、緊急性の高い症状が出た場合は、いつでも相談に応じ
られる体制を確保。9月９日より、夜間における電話相談について、保健所
ごとの窓口を一元化（大津市設置窓口と分担のもと整備）。

• 圏域ごとに、地域医師会と連携しながら、自宅療養者の体調不良者の診療
を受け入れてくれるフォローアップ体制を整えてきたが、自宅療養者の急
増に対応できる県内全域での治療体制の整備が不十分であった。

• 症状急変時にも対応できるよう、消防等とも必要な連携を図っており、自
宅療養者の不安軽減を図るため、8月28日より「滋賀県見守り観察ステー
ション」を開設し、症状に応じたケアおよび療養先の調整を行い、急変時の
受入先を整備した。

• 感染拡大における保健所の業務増を踏まえた体制の構築が必要。

30

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

4．自宅療養者への治療体制

今後の感染拡大に備えた対応

• 往診や訪問看護への指示による医療的ケアの提供など、自宅療養者が安
心して療養できる環境づくりに向けて、関係各団体と連携して受入体制
を整備する。

• 治療が必要な場合、速やかに治療につなげる体制を確保できるよう、地
域の医療機関等との調整を行う。また、往診、オンライン診療などの診療
の仕組みや円滑な受診・搬送調整が実施できる仕組みを検討する。

• 本人による申出や健康観察や診療の結果、入院が必要な際には、コント
ロールセンターを通じた速やかな入院調整・搬送調整を実施する。

• 医薬品の提供体制について、圏域ごとに対応薬局をリスト化し、休日・夜
間であっても必要に応じて医薬品を提供できる体制を整備する。

• 医療機関の外来受診時等に、必要に応じて中和抗体薬の投与ができる体
制の整備を進める。

31
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外来受診等
（かかりつけ医など）
（帰国者接触者外来）
（湖南圏域：オンコール医師）

宿泊療養
施設

体調不良時等
の診療

●体調悪化時の
診療

自宅療養者●緊急時の療養先判断
は、コントロールセンター
医師が行う（夜間も対応
可）

自宅療養者に対する医療提供体制について

保健所
（訪問看護ステーション）

相談
健康観察

相談
受診調整

療養先
調整依頼

療養先指示

療養先
調整依頼 救急搬送

（119番）

滋賀県見守り観察
ステーション

（県内２病院（予定））

療養先調整

一時的な
観察・見守り
が必要

滋賀県covid-19
災害コントロールセンター
（危機管理センター２F）

24時間体制で
医師・看護師が常駐
●症状に応じた療養
先の決定
●必要に応じて医療
的ケアを実施

連携

●毎日の健康観
察・相談業務を
実施
●必要に応じて
外来受診の調整
や入院等の調整
依頼を行う。受入れ

医療機関

搬送

搬送

保健医療圏域ごとの
フォローアップ体制

32

【方向性】
中和抗体薬について、令和３年７月２０日付厚生労働省事務連絡（令和３年１０月１日最
終改正）では、入院による投与のほか、一定の条件を満たす場合、宿泊療養施設や医療
機関の外来、往診においても投与が可能となった。本県においても、重症化予防のた
め、本剤のより一層の接種推進を図っていく必要がある。

本剤の投与対象者は、「感染症の重症化リスク因子を有し、酸素投与を要しない患者」。
本県においては、原則として入院・宿泊療養とするため、入院・宿泊療養時において投
与できる体制の充実を図る。

感染拡大時における自宅療養者の急増に備え、自宅療養中であっても必要な場合、迅
速に投与につなげられる体制を整備する。

【接種対象者】

「感染症の重症化リスク因子を有し、酸素投与を要しない患者」
※重症化リスク因子（（ロナプリーブ）COV-2067試験の組み入れ基準による）

50歳以上/肥満/心血管疾患（高血圧を含む）/慢性肺疾患（喘息を含む）/糖尿病/
慢性腎臓病（透析患者を含む）/慢性肝疾患/免疫抑制状態（免疫不全など）

※無症状者は、投与対象外。投与対象の具体的な選定は、医師の判断に基づく。

33

療養者に対する中和抗体薬の投与について
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❶医療機関への外来受診（一時入院）による投与
コロナ受入れ病院に加え、一般の診療所等におい
ても投与できる体制を順次整備
❷症状悪化・本人同意等による療養先変更（入院・
宿泊療養）後に投与

●R3.９.3０現在で、23医療機関が登録、入院患
者３２１名に投与
●R3.8.27には、希望した医療機関の在庫配置が
可能になり、休日であっても速やかに投与できる
体制が整備。

34

本県における中和抗体薬投与の枠組み

療養者

医療機関

宿泊療養施設

自宅

①バックアップ病院をはじめとする医療機関への
一時入院（外来受診）による投与
※4施設で既に稼働中（一日最大4名程度）
➁宿泊療養施設内での投与
●R3.9.30現在で宿泊療養者134名に投与

①外来受診（一時入院）
による投与

宿泊療養者に投与する場合

入院患者に投与する場合

感染症の重症化リス
ク因子を有し、酸素
投与を要しない患者

自宅療養者に投与する場合

➁施設内投与

保健所

搬送
（❷本人同意後等
の搬送を含む）

搬送
（❷症状悪化後等
の搬送を含む）

❶外来受診（一時入院）
による投与

投与対象者

相談・健康観察 投与候補者
の情報共有等

投与のための説明・聞き取り

投与の同意
受診（一時入院）

●圏域の実情に応じて体制を整備
・投与対象者の選定・候補者との調整
・外来受診（一時入院）可能な医療機関との情報
共有・受診調整
・（必要に応じて）搬送調整

圏域ごとの体制整備

35

• 宿泊療養施設内において投与を実施できる体制を整備。９月２２日にはルートイン草
津栗東において投与できる体制を整備しており、必要に応じて施設内での投与を実施
する。

• 既に、各宿泊療養施設では、バックアップ病院への一時入院・外来受診により本剤の投
与を開始（一施設当たり一日最大4名程度）。必要に応じてバックアップ病院以外での
投与を実施する。

①宿泊療養者に対する投与について

➁自宅療養者に対する投与について

❶新型コロナウイルス感染症患者受入れ医療機関での一時入院・外来受診による投与
• 既に、各保健医療圏域に1以上、計１７医療機関において自宅療養者に対して投与がで

きる体制を整備済み。圏域ごとに投与対象者を速やかに選定し、投与につなげる体制
を確保。

• 感染拡大時には、投与のために医療機関へ受診する際の移送手段を追加で確保予定。

❷受入れ医療機関以外の医療機関での外来受診・往診による投与
• 往診やコロナ受入れ医療機関以外での医療機関においても投与が可能となったことか

ら、国の動向を踏まえつつ自宅療養者に対する治療手段の一つとして、往診や身近な
医療機関において投与ができる体制の整備を進める。

32



• 新たに第4の宿泊療養施設を開設するとともに、病床数の維持を各医療機
関に依頼し、今夏の感染拡大に備えた病床・宿泊療養の体制を整備した。

• 緊急時に備えて宿泊療養施設の医療機能を強化し、必要な医療行為を実
施できる体制を整備した。

• 即応病床分について、確実な患者受入れを実現することにより、必要な方
が入院治療を受けることができる体制を維持することができた。

• 一方で、感染の急拡大により、若年層の軽症者を中心に多数の自宅療養者
が発生した。

36

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

５．入院等の体制

今後の感染拡大に備えた対応

（１）病床・宿泊療養施設の確保

• 各フェーズ、緊急的な患者対応方針に基づき確保する病床数について、医
療機関と調整を行い、改めて段階ごとの確保病床数や医療機関が正当な
理由なく入院受入要請を断ることによる病床確保料への影響などについ
て書面にて確認を行う。

• 緊急的な患者対応方針に基づき確保する病床・宿泊療養部屋数について
も、各医療機関、宿泊療養施設に割り当てをし、具体的な数値を計画に記
載する。

• 今後の感染拡大に備え、一般医療とのバランスに留意しつつ最大療養者数
等の想定を見直し、ピーク時には最大限の病床数・宿泊療養部屋数を確保
し、運用できるよう医療機関との調整を行い、宿泊療養施設の稼働率向上
を図る。
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➁今後の方針のポイント
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■計画変更

• これまでの一般医療との両立が維持できる範囲でのフェーズ設定に加え、感染急拡
大時における患者対応方針へ移行した後についても具体的な想定数値を設定する。

第4フェーズ 病床350床 ＋ 宿泊療養施設67７室（うち稼働数400室）

病床・宿泊療養施設確保計画の見直しの考え方

※ ピアザ62室、東横イン彦根209室、草津第一ホテル129室 、ホテルルートイン草津栗東277室＝ 全677室

38

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 緊急対応

確保病床 140 210 280 350 450

ホテルルートイン草津栗
東

85（50） 220（130） 270（160） 27７（162） 277（205）

東横イン彦根 0 170（１0０） 200（120） 209（125） 209（155）

草津第一ホテル 0 0 120（70） 129（76） 129（95）

ピアザ淡海 ０ ０ ０ 62（37） 62（45）

合計 225 600 870 102７ 1１27

※かっこ内が想定療養者数

感染急拡大時 病床４50床 ＋ 宿泊療養施設67７室（うち稼働数500室）

日々のモニタリングから一日当たり新規陽性患者数90名を超えるなど
感染の急拡大が予測される場合

39

病床・宿泊療養施設確保計画（R3.８月見直し）
病床確保計画を変更
・ピーク時病床 ３５０床
・宿泊療養施設677室
第4の宿泊療養施設の開設により４００室の稼働を想定。

病床・宿泊療養部屋数使用率が30%が超えたあたりから早めの要請。

感染急拡大時（一日当たり最大の新規陽性患者数460名を想定）における緊急的な
対応を想定。

○今夏の感染拡大を踏まえ、
今後も同様の感染拡大が中長
期的に反復しても対応できる
体制を構築。

○緊急的な対応方針につい
て、緊急時においても安心し
て療養できるよう想定を一部
見直し対応する病床・宿泊療
養部屋数を設定。
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【変更前】 病床・宿泊療養施設
確保タイミングと計画体制

患
者
数

時間

【計画190人分】

病床数 140床
ホテル① 85室

【計画440人分】

病床数 210床
ホテル① 220室
ホテル② 170室

Ｘ日 Ｘ+30日 Ｘ+60日

病床利用率30％超
➡【要請】70床増床
ホテル①利用率30％超
➡ホテル①② 305室確保

病床利用率30％超
➡【要請】70床増床
ホテル①②利用率30％超
➡ホテル①②③ 200室確保

最大推計
患者数

750名

病床利用率30％超
➡【要請】70床増床
ホテル①②③利用率30％超
➡ホテル①②③④ 87室確保

入院患者数

新規感染者数

感染急拡大時には、緊
急的な患者対応方針へ

移行

40

【計画750人分】

病床数 350床
ホテル① 277室
ホテル② 209室
ホテル③ 129室
ホテル④ 62室

【計画630人分】

病床数 280床
ホテル① 270室
ホテル② 200室
ホテル③ 120室

【変更後】 病床・宿泊療養施設
確保タイミングと計画体制

患
者
数

時間

【計画190人分】

病床数 140床
ホテル① 85室

【計画440人分】

病床数 210床
ホテル① 220室
ホテル② 170室

病床利用率30％超

➡【要請】70床増床

ホテル①利用率30％超

➡ホテル①② 305室確保

入院・宿泊療養者数

41

【計画630人分】

病床数 280床
ホテル① 270室
ホテル② 200室
ホテル③ 120室

病床利用率30％超

➡【要請】70床増床

ホテル①②利用率30％超

➡ホテル①②③ 200室確保
【計画750人分】

病床数 350床
ホテル① 277室
ホテル② 209室
ホテル③ 129室
ホテル④ 62室

病床利用率30％超

➡【要請】70床増床

ホテル①②③利用率30％超

➡ホテル①②③④ 87室確保

新規感染者数

【計画９50人分】

病床数 ４50床
ホテル① 277室
ホテル② 209室
ホテル③ 129室
ホテル④ 62室

感染急拡大時には、緊急的
な患者対応方針へ移行
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モニタリングの結果、感染の拡大により一般医療との両立が困難であること

が予測される場合、緊急的な措置として以下の方針で対応を予定。

緊急的な患者対応方針の内容

（１）感染拡大時における体制への移行

➀病床・宿泊療養施設について、緊急時として想定した最大の病床・宿泊療養部屋数

での運用を開始

→医療機関に依頼するとともに、宿泊療養施設の健康管理体制を強化

➁臨時の医療施設の運用を開始

③病床ひっ迫時における入院勧告・措置の対象者の臨時的な取扱いの運用開始

→医療資源を重症者・リスクの高い方に重点化

（２）患者の入院・搬送調整の体制確保

コントロールセンターのコーディネーター等を増強するとともに移送手段について
も増強し、感染拡大に対応できる入院・搬送調整機能を維持する。

42

43

今夏の感染拡大を踏まえ、感染拡大のピーク時における想定数値を一部見
直す。

推計の考え方

本県では、既に8月に見直しを実施しており、推計に基づき体制整備を進めてきたとこ
ろ。前回の見直しを基本としつつ、10月1日付厚生労働省事務連絡における推計の考え
方や10月15日新型コロナウイルス感染症対策本部「『次の感染拡大に向けた安心確保
のための取組の全体像』の骨格」を参考に本県の実績値、近隣府県の状況、今後の感染
予測などを踏まえて推計を一部見直し。

一日あたりの新規陽性数想定460名を維持しつつ、全療養者数について、今夏の療
養者数実績や近隣府県の状況等を踏まえ、想定を見直し。

入院者数について、今夏と比べて陽性患者のうち高齢者割合が増加することに備え
、要入院者数が増加することを見込んで想定を見直し。併せて、入院待機者や症状が
悪化した自宅療養者を優先的に受け入れる臨時の医療施設の運用を想定。

宿泊療養者数について、今夏の稼働率実績と、更なる業務改善により受入可能人数
が増加することを見込んで想定を見直し。

最大療養者数等の推計
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【感染急拡大時の一日当たり新規陽性患者数想定】：４６０名
【最大の入院者数想定】：４50名【３５0名から見直し】

※入院病床＋臨時の医療施設で対応

【最大の宿泊療養者数想定】：500名【400名から見直し】
【最大の自宅療養数想定】 ２,600名
【療養者計想定】：3,550名【3,350名から見直し】

◎各保健医療圏域における自宅療養者推計（※今夏の実績値より割当て）

44

圏域名 大津 湖南 甲賀 東近江 湖東 湖北 湖西 計

一日当たり新規
（人）

151 104 51 62 37 43 12 460

最大の自宅療
養者数（人）

850 588 289 351 210 244 68 2,600

有症状の訴えや
急変の対応が
必要となる想定
人数（人）

85 59 29 35 21 24 7 260

■【病床ひっ迫時】これまでの知見をもとに医療資源を重症者・リスクの高い方に重点化

病床ひっ迫時における入院勧告・措置の対象者の臨時的な取扱い

1. 65 歳以上の者
2. 呼吸器疾患を有する者
3. ２に掲げる者のほか、腎臓疾患、心臓疾患、血管疾患、糖尿病、高血圧症、

肥満その他の事由により臓器等の機能が低下しているおそれがあると認められる者
4. 臓器の移植、免疫抑制剤、抗がん剤等の使用その他の事由により免疫の機能が低下しているおそれがあると認

められる者
5. 妊婦
6. 現に新型コロナウイルス感染症の症状を呈する者であって、当該症状が重度又は中等度であるもの

■入院勧告・措置の対象者

① 中学生以下の子どもがいる家族については自宅療養を認めることとし、「症状が悪化すれば、入
院先を探す」旨を説明する。

② ４０歳未満については、「ほぼ無症状」であれば、自宅療養を認めることとし、 「症状が悪化すれば、
入院先を探す」旨を説明する。

③ 現状、入院措置等ができるとされている「６５歳以上７０歳未満」については、「ほぼ無症状」かつ
「ＢＭＩ ３０未満」であれば、ホテル可とする。

④ 高血圧、糖尿病については治療中でコントロールできていれば、ホテル可とする。
⑤ 「妊娠28週未満の妊婦」であって「ハイリスク因子を有していない方」については、ホテル可とする。
【参考】令和２年11月22日付け厚労省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡

○ 病床確保や都道府県全体の入院調整に最大限努力したうえで、なお、病床がひっ迫する場合には、上記政令に
より入院勧告等ができるとしている者のうち、医師が入院の必要がないと判断し、かつ、宿泊療養施設（適切な場合
は自宅療養）において丁寧な健康観察を行うことができる場合には、そのような取扱として差し支えないこと。 45

臨時的に次の①～⑤の取扱いを認める。
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S-Ⅰ S-Ⅱ S-Ⅲ S-Ⅳ S-Ⅴ

10歳未満 201 437 1 0 0

10歳代 154 848 0 0 0

20歳代 153 1,600 1 0 0

30歳代 98 958 4 1 0

40歳代 89 1,052 3 0 0

50歳代 78 628 3 1 0

60歳代 35 223 1 1 2

70歳代 21 89 3 0 0

80歳代 13 46 5 0 0

90歳以上 5 23 0 0 0

合計 847 5,904 21 3 2

• 届出時においては、軽症者（重症度Ｓ-Ⅰ、Ｓ-Ⅱ)が全体の99.6%を占めている。

【参考】
・S-Ⅰ：無症状 ・S-Ⅱ：酸素不要、摂食可能 ・S-Ⅲ：酸素投与必要（ハイフロー含む）もしくは摂食不可能
・S-Ⅳ：NIPPVまたは人工呼吸器が必要でFiO2が0.6未満 ・S-Ⅴ： NIPPVまたは人工呼吸器が必要でFiO2が0.6以上

❶届出時の重症度分類（R3.７～R3.９) 

46

S-Ⅰ S-Ⅱ S-Ⅲ S-Ⅳ S-Ⅴ

10歳未満 190 11 0 0 0

10歳代 150 4 0 0 0

20歳代 145 7 1 0 0

30歳代 90 6 2 0 0

40歳代 75 8 5 1 0

50歳代 66 5 6 1 0

60歳代 28 5 2 0 0

70歳代 14 4 3 0 0

80歳代 8 3 2 0 0

90歳以上 0 3 2 0 0

合計 766 56 23 2 0

• 届出時S-Ⅰ患者の97.0%が、最重症度S-ⅠまたはS-Ⅱであり、40歳未満でS-Ⅳ以上に悪化し
た患者は確認されていない。

• 届出時S-Ⅱ患者の93.7%が、最重症度S-Ⅱであり、40歳未満でS-Ⅳ以上に悪化した患者は5名
であった。

S-Ⅱ S-Ⅲ S-Ⅳ S-Ⅴ

10歳未満 437 0 0 0

10歳代 840 7 1 0

20歳代 1576 22 1 1

30歳代 909 47 0 2

40歳代 946 99 3 4

50歳代 543 78 3 4

60歳代 175 41 4 3

70歳代 65 20 3 1

80歳代 31 15 0 0

90歳以上 9 14 0 0

合計 5531 343 15 15

❷届出時の重症度分類S-Ⅰ・S-Ⅱ患者の最重症度（R3.７～R3.９)

【➁届出時Ｓ-Ⅱ患者の最重症度】【➀届出時Ｓ-Ⅰ患者の最重症度】
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❸平均療養期間（暫定値）（R3.7～R3.９）

48

入院者数※ 入院日数
（中央値）

宿泊・自宅療
養者数※

療養日数
（中央値）

65歳未満 １,342 11 5,085 9

65歳以上 225 １１ 52 9

全年齢 1,567 １１ 5,137 9

参考（R３.４～R３.６）

入院者数※ 入院日数
（中央値）

宿泊・自宅療
養者数※

療養日数
（中央値）

65歳未満 86７ １２ 1,479 9

65歳以上 472 15 30 9.5

全年齢 1,339 1３ 1,509 9

• ７月以降の新規陽性患者の入院日数の中央値は第4波と比較して短くなってい
る。

• 65歳以上の入院患者の入院日数（中央値）は65歳未満と比べ長かったが、7月
以降は差がなかった。

※対象期間に県内で入院・療養を開始した者で退院・療養を終了したもの

• 急増した自宅療養者の容態悪化に対応するために、８月２８日から臨時の
医療施設として「滋賀県見守り観察ステーション」を開設。医師・看護師等
が24時間体制で対応し、必要に応じた医療的ケアを実施することで療養
者の不安の軽減を図り、症状に応じた療養先の調整を行っている。

• 10月以降は、医療人材の確保などを考慮し、持続可能な運営ができるよう
よう、『県立総合病院内』に移転した。

• 今後の入院患者の増加に備え、見守り観察ステーションの維持に加え、緊
急時の入院待機者の速やかな受入れや治療のため、コロナ受入れ病院と
同様の機能を有した臨時の医療施設が必要。

49

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

（２）臨時の医療施設・入院待機施設等の確保
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50

➁今後の方針のポイント

新たな臨時の医療施設における機能

感染急拡大時に備えた滋賀県見守り観察ステーションの運用
• 現在、県南部地域にて2床での運用をしている滋賀県見守り観察ステーションにつ

いて、北部地域にもさらに一か所の設置を予定。
• 感染拡大時には、自宅療養者の症状悪化等に備えるため、自宅療養者数に応じて

受入れのための病床を確保（新たな臨時の医療施設の活用も視野に入れて検討）。

• 入院が必要であるにもかかわらず、家族の検査結果待ちや療養先調整待ちなどに
より2日以上の自宅待機が見込まれる軽症者を対象として、一次的な入院先として
受け入れ。

• 受入れ後、必要に応じて重症化予防のための中和抗体薬の投与を実施。症状の回
復傾向が認められる場合、下り搬送を実施。

• 患者の症状悪化に備えて酸素投与等が実施できる体制を整備。

新たな臨時の医療施設（入院待機施設）の開設
感染急拡大時に備えて、緊急時には臨時の医療施設（30床）の開設ができるよう準備
を進める。

設置期間（予定）

令和３年１１月中旬～令和４年３月

緊急的な患者対応方針に基づき、

感染拡大時における運用を想定して準備

設置場所

淡海医療センター内（草津市）

病床数 ３０床（予定）

人員体制
淡海医療センターの協力のもと、医療従事者等を、24時間体制で配置し運用できる

よう調整中

51

新たな臨時の医療施設（入院待機施設）の体制（案）

新たな臨時の医療施設におけるベッド等配置イメージ
場所：淡海医療センター内
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転院の状況（R3.7～R3.９）

• 7月以降の療養者６,７77名のうち7.９%が転院しており、依頼後コントロールセンター
による即時の入院・搬送調整により迅速な入院が実現できた。

• 今夏においては、自宅療養者の急増に伴い、自宅からの転院事例の増加が顕著にみられ
る一方、重症化の割合が低下したため、転院事例の全体に占める割合も低下している。

• 7月から9月における下り搬送事例（症状の一定の回復に伴い療養先を変更した例）は、
計８件であった。

52

転院の状況 人数(人) 療養者全体
に占める割合

人数(人) 療養者全体
に占める割合

自宅療養→入院 ２５９ 3.5% 25 0.9%

宿泊療養→入院 ２３８ 3.8% 197 6.9%

入院→入院（重症対応）※ 3５ 0.5% 57 2.0%

合計 532 7.９% 279 9.8%

参考（R３.4～R３.６）

（３）転退院調整

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

※見守り観察ステーションのからの転院事例を含む

• 引き続き、コントロールセンターにおいて転院・搬送調整を行い、症状悪化
時には速やかに転院できる体制を維持する。

• 宿泊療養者や自宅療養者に対して、症状の悪化を想定して日々の健康観
察を実施し、必要な場合に速やかに転院できる体制を確保するとともに、
症状が一定回復した療養者に対して下り搬送を実施し、宿泊療養施設に
おける受入れを推進する。

• 自宅療養者の中和抗体薬投与を推進するため、投与のために医療機関へ
受診する際の移送手段を確保する。
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➁今後の方針のポイント
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• これまでから新型コロナから回復後の後方支援病院への転院や高齢者施設等にお
ける受入れが円滑に行われるよう取り組んできたところであるが、感染の急拡大
に対応するためさらなる連携体制の深化に取り組んでいく必要がある。

• 回復後の患者受入れに関し、９月１５日時点で３３の医療機関、７７の高齢者施設に
協力いただき、うち１８病院（４１人）ならびに６高齢者施設（７人）では既に受入れ。

• 患者が退院基準を満たしていることに加えて、ＰＣＲ検査による陰性確認を受入条
件とする後方支援医療機関や高齢者施設も多く、回復後患者の受け入れが円滑に
進んでいないことが課題となっている。

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

• 回復後の患者受入れに関する制度の周知を図り、後方支援病院の実効性のある運
用を進めていく。

• 基礎疾患の悪化による病態への対応やリハビリテーションのため、高齢者施設で継
続して受入れが可能となるよう、施設内での体制を整え、受入れを促進する。

• 協力病院・高齢者施設をリスト化した情報提供に加え、退院基準を満たした回復後
患者の積極的な受け入れを働きかけるとともに、そのインセンティブとして、転院調
整や受入環境の整備、在宅への復帰等の調整に係る経費の一部を補助し受入を支
援。

➁今後の方針のポイント

（４）回復後患者の在宅復帰に至る円滑な流れの構築

滋賀県新型コロナウイルス感染症後方支援医療機関等連携促進事業費補助金

大学病院等の
高度な医療機関等

重症

重点医療機関等

中等症

リハビリや点滴を実施

後方支援医療機関等

回復後

症状悪化

症状改善

重点医療機関等の病床の確保に向けて、回復後の後方支援医療機関等への転院や高齢者施設での受入に向けた連携の実効性を担保
し、入院から退院・在宅への復帰に至る流れの円滑化を図るため、回復後患者の転院調整や受入環境の整備、在宅への復帰などを行う
医療機関等を支援する。

入院患者の流れ

診療・検査
→ 陽性

疑い患者

陽性患者

退院基準を
満たす
↓

重点医療機関等
において治療

↓

医療機関等
相互の転院調整

回復後患者
（継続療養者）

後方支援医療機
関等において治
療・リハビリ

↓

在宅復帰者

高齢者施設への
復帰に向けた退
院調整

・受入可能医療機関のリスト共有
・効率的なマッチング作業 等

地域の実情に適した転院調整

円滑な転院等のためのインセンティブ

退院調整・退院支援

③療養者在宅受入支援金

重点医療機関等または後方支援医療
機関等からの継続療養者が老人福祉施
設へ復帰または新規でサービスを利用
する場合、受け入れをおこなった高齢
者施設に対して支援金を支給する。
支給額：在宅へ復帰した療養者一人に
つき50,000円

連携

＊高齢者施設

②継続療養者受入・退院支援金

重点医療機関等からの回復後患者（継
続療養者）を受け入れるとともに、在宅
への復帰に向けた退院調整を行う後方
支援医療機関等に対して支援金を支給
する。
支給額：受け入れかつ退院調整を行っ
た継続療養者一人につき100,000円

療
養
者
の
在
宅
復
帰
支
援

転院調整
転院調整

退院

①後方支援医療機関等転院支援金

新規患者受け入れのための病床確保
に向け、回復後患者の後方支援医療機
関等および高齢者施設への転院調整を
行った重点医療機関等に対して支援金
を支給する。
支給額：転院した回復後患者一人につ
き50,000円

回復後患者
（継続療養者）

の受入

治療・リハビリ
終了後の在宅
等復帰支援

＊高齢者施設とは、介護老人福祉施設・介護老人保健施設、地域密着介護老人福祉施設・介護療養型医療施設・介護医療院・養護
老人ホーム・軽費老人ホーム・有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅・認知症対応型共同生活介護を指す。

下記支援金は、同一施設内の移動は対象外とする。

ケアマネ
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受入医療機関等の尽力により乗り切ることができたものと考える。

今夏の感染拡大時における主な取り組み

①臨時の医療施設（見守り観察ステーション）への医療従事者の派遣

⇒病院および関係団体に緊急医療班または医療従事者の派遣を要請

（課題）派遣可能な医療人材を把握し、必要に応じて県で一元的に派遣調整できる仕組みを

検討する必要がある。

②医療人材の確保等

⇒宿泊療養施設における看護師が不足した際、サポートナース（26人）等を活用することで人員
を確保。

⇒クラスターが発生した医療機関（１病院）に対して、看護師（４病院から５人）を派遣

（課題）感染症に対応可能な医師・看護師等の人材確保・育成を行っていく必要がある。

③医療従事者への負担軽減

⇒６月補正において創設した補助金を活用し、退院後の病室にかかる消毒・清掃を外部に委託す
るために要する掛かり増し経費を補助（４医療機関から交付申請済）。

（課題）本補助金の一層の促進による医療従事者の更なる負担軽減を図る必要がある。

56

➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

６．医療人材の確保等

今後の感染拡大に備えた対応

地域の医療機関等との調整

• 各医療機関に感染症に対応可能な医師・看護師等の人材確保・育成について要請
を行う。

• 臨時の医療施設を想定して、県内の医療機関から派遣可能な医療人材等の確認を
進める。

• 宿泊療養施設の医療人材が不足することを想定して、人材派遣会社に人材確保を
依頼するとともに、更なるサポートナースの活用も検討。

• クラスター発生時については、関係団体と協力の上、引き続き看護師を派遣できる
体制を維持する。

一元的な派遣調整体制の構築

• 県で速やかな派遣調整が実施できるよう、関係各団体等と協議・調整を行い、派
遣調整する仕組みについて検討する。

医療従事者への負担軽減

• 引き続き、滋賀県新型コロナウイルス感染症指定医療機関等病床利用促進事業費
補助金の一層の活用を促し、看護師等の消毒・清掃に係る負担軽減を図る。
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➁今後の方針のポイント
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• 感染拡大期の体制強化開始時期の目安を定めて、業務逼迫の前にあらかじめ体制・
人員が確保できるよう計画を作成し、応援人員の受入態勢を整える。

• 市町や地域の医療機関との連携を強化し、地域の専門職の支援を得ながら対応を進
める。

• 本庁、保健所間の緊密な連携の下、業務の電子化を進め、業務全体を効率化する。

• 必要な検査、積極的疫学調査、自宅療養者の健康観察に対応するため、保健所以外
の所属からの応援職員の派遣や、会計年度任用職員の増員、市町の保健師による応
援などにより体制を確保した。

• 一方、新規陽性者や自宅療養者の増加に伴って、逐次、応援人員を追加していった
ため、短期間での応援人員の交代や、電話回線や作業スペースの不足など、ピーク
時には支障が生じた場面があった。

• 紙ベースで行っている業務が多く、非効率的な業務フローとなっている。
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➀今夏の感染拡大時における対応についての分析・課題

７．保健所等の体制確保

➁今後の方針のポイント

今後の感染拡大に備えた対応

＜ＭＥＭＯ＞
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「患者対応の一連の流れに目詰まり」が
起きていないか 7月 8月 9月

【チェック項目】

①必要な患者
が外来受診・
検査できてい
るか。

一日あたりの検査実施数（最
大値）

1,068件（7/26） 2,216件(８/２３) 1,619件(9/2)

診療・検査医療機関数 ５４8機関 549機関 553機関

陽性率（最大値） 5.0%(7/31) 14.5%（8/22) 8.4%（9/2)

受診・相談センターへの相談件
数/電話回線数

2,429件/最大8回線 7,810件/最大9回線 3,563件/最大11回線

②入院等を要
する患者が必
要な時に入院
等ができてい
るか。

療養者中の入院者割合 46.１% ２０．９％ ２３．５％

療養先調整中の人数（最多） 12名（7/31) ４９０名（8/２７) 206名（９/１)

①病床、②重症者病床、③宿
泊療養施設の利用率（最大値）

➀31.7％（7/31)
②１１．５％(7/1)
③23.0％(7/31)

➀９２.４%（8/２５)
②34.6%（８/３１)
③56.7%（8/12)

➀85.1%（９/３)
②３４．６%（９/１等)
③36.5%（9/1)

発生届から入院・入所までの
日数（届出日翌日までに入院
等が完了した割合）

98.２% 95.2% 96.4%

③患者の状態
に応じた適切
な療養環境の
療養ができて
いるか。

症状改善により後方支援病院
への転院待機をしている患者
数（※）（報告件数の合計）

０件 0件 3件

平均在院日数（入院前の療養
期間を含む）

１３．０日 12.9日 11.4日

後方支援病院での受入人数 5名 ３名 ４名

高齢者施設での受入人数 0名 ２名 ４名

60※各医療機関のG－MISによる報告を集計

患者対応の一連の流れを確認するチェックポイント（令和３年３月24日付厚生労働省事務連絡に基づく）

「一般医療との両立」が適切に維持されているか。 7月 8月 9月

【チェック項目】

①救急車による迅速
な医療機関への搬送
が困難でないか。

救急搬送困難事案件数（全搬送
患者）【大津市消防局】
※消防庁HPより

1件
（うちコロナ疑い0
件）

2件
（うちコロナ疑い1件）

0件

救命救急センターの応需体制
（※）（制限ありと回答した病院
の合計）

1件 ０件 ０件

②予定していた手術等
が受けられているか。

全身麻酔下での手術件数（※） 1,476件 1,792件 2,045件

心臓・血管カテーテル術の実施
件数（※）

569件 562件 676件

外来化学療養（抗悪性腫瘍剤）
の投与件数（※）

2,309件 2,413件 2,902件

分娩数（※） 191件 186件 203件

③集中的医学管理が
必要な患者がICUに
入室できているか。

ICU使用率（コロナ以外）（※）
（最大値）

33％（7/13) ３５％（8/2） ４５％（９/2８）

ICU使用率（全体）（※）
（最大値）

36％（7/13) ５１%（8/１８） 4８%（９/２８等）
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※各医療機関のG－MISによる報告を集計
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新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制状況の評価（7月～9月）

（１）「患者対応の一連の流れに目詰まり」が起きていないか

• 8月には陽性率の最大値が1４．５%となったが、感染拡大時にあっても検査実施数、
相談回線数を増やすことにより、円滑に相談から受診につなげることができ、感染の
疑いのある者に対して検査を実施することができた。

• 感染の本格的な拡大に伴い、療養先調整中の人数、病床使用率等に上昇傾向が認め
られるが、8月においても9５.２%が届出日翌日までに入院・入所を終えていること
から、陽性判明後、症状に応じた入院・搬送調整を実施することができている。

• 療養者中の入院割合が8月には２0.9%となったが、中等症以上の患者およびリスク
の高い患者など、必要な方が入院できる体制を維持することができた。

• 9月に入り、後方支援病院への転院待機事例が発生しているものの、今夏の感染拡大
時においても概ね病床の有効な活用を図ることができた。コロナ回復後に円滑な転
院ができるよう引き続き転院支援を実施する。

（２）「一般医療との両立」が適切に維持されているか

• 8月にはコロナによる救急搬送困難事例が確認されるなど、一時期、多数の陽性患者
の発生により医療機関・消防への負担が増大したものの、手術件数等の増減に今夏の
感染拡大の影響を認め難く、概ね一般医療との両立を図ることができた。
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（写） 
事 務 連 絡  

令和３年(2021 年)11 月 12 日  

 

 

一般社団法人滋賀県薬剤師会 御中 

 

 

滋賀県健康医療福祉部感染症対策課 

滋賀県健康医療福祉部薬務 課 

 

 

薬局における新型コロナウイルス感染症の経口治療薬の配分に係る 

医薬品提供体制の整備について 

  

 平素は、本県の保健医療行政について格別のご理解、ご協力を賜り厚く御礼

申し上げます。 

このことについて、令和３年 11 月９日付けで厚生労働省新型コロナウイルス

感染症対策推進本部および同省医薬・生活衛生局総務課から別添のとおり事務

連絡がありました。 

今後、新型コロナウイルス感染症の経口治療薬が国内で実用化された場合は、

新たな治療の選択肢が増えることが期待されますが、供給量が限られる場合に

は、安定的な供給が可能になるまでの間は一般流通を行わず、厚生労働省が所

有した上で、医療機関からの処方に基づき必要な患者に届くよう配分すること

を想定されています。特に自宅療養者等に対して、外来診療後に院外処方とし

て処方される場合には、自宅療養者等に適切かつ迅速に、必要な治療薬を滞り

なく提供できるよう、地域において対応する薬局（以下、「対応薬局」という。）

をあらかじめリスト化して治療薬を配備する体制を構築する必要があります。 

つきましては、別添事務連絡の別紙１の１に従い、対応薬局を選定していた

だき、別紙２により 11 月 22 日（月）までに薬務課まで提出いただきますよう

お願いします。 

  

 

  
滋賀県健康医療福祉部 

感染症対策課 福島 

TEL：077-528-3620 

薬務課 太田 

TEL：077-528-3634 
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事 務 連 絡 

令和３年 11 月 9 日 

 

  都 道 府 県 

各 保健所設置市 衛生主管部（局） 御中 

  特 別 区 

 

 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

 

 

薬局における新型コロナウイルス感染症の経口治療薬の配分に係る 

医薬品提供体制の整備について 

 

 平素より、厚生労働行政に御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 「今夏の感染拡大を踏まえた今後の新型コロナウイルス感染症に対応する保

健・医療提供体制の整備について」（令和 3 年 10 月 1 日付厚生労働省新型コロ

ナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）において、Ⅱ．（５）自宅療養者等の

治療体制として、地域の医療関係者と協議・調整した上で、自宅療養者等に対す

る医薬品の提供体制について、想定される需要に対応する仕組みを構築するこ

と等をお願いしているところです。 

 今後、新型コロナウイルス感染症の経口治療薬が国内で実用化された場合は、

新たな治療の選択肢が増えることが期待されますが、供給量が限られる場合に

は、安定的な供給が可能になるまでの間は一般流通を行わず、厚生労働省が所有

した上で、医療機関からの処方に基づき必要な患者に届くよう配分することが

想定されます。特に自宅療養者等に対して、外来診療後に院外処方として処方さ

れる場合には、自宅療養者等に適切かつ迅速に、必要な治療薬を滞りなく提供で

きるよう、地域の薬剤師会、医師会、医薬品卸売業者等の関係者と連携の上、地

域において対応する薬局（以下、「対応薬局」という。）をあらかじめリスト化し

て治療薬を配備する体制を構築する必要があります。 

 

 つきましては、地域の薬剤師会、医師会、医薬品卸売販売業者等の関係者と協

力・連携を図り、別紙１により地域の実情に応じた医薬品提供体制を整備して頂

くようお願いいたします。 

 都道府県におかれては、必要に応じて保健所設置市・特別区と連携を行い、別
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紙１の１に従い、別紙２で対応薬局をリスト化し、とりまとめの上、令和 3 年

11月 26日(金)までに厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部（戦略

班）まで提出をお願いします。同日を一旦の取りまとめ期限としますが、リスト

の更新・再提出については、同日以降も適宜受付いたします。 

 各薬局・医療機関への配分方法、発注・納入の流れ等の詳細については、追っ

てお示しいたします。 

 なお、本件に関しては、日本薬剤師会及び日本医師会に情報提供しております

ことを申し添えます。 

 

【問合せ】 

＜本件全体に関すること＞ 

新型コロナウイルス感染症対策推進本部（戦略班） 

corona-kusuri@mhlw.go.jp 

03-5253-1111（内線 8027） 

＜薬局に関すること＞ 

医薬・生活衛生局総務課（薬局担当） 

hanbai-site@mhlw.go.jp 
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（別紙１） 

薬局における新型コロナウイルス感染症の経口治療薬の配分に係る 

医薬品提供体制の整備について（依頼事項） 

 

 

１．対応薬局のリスト化  

 地域において新型コロナウイルス感染症の経口治療薬（薬事承認され

た抗ウイルス薬）の調剤に対応する薬局（以下、「対応薬局」とい

う。）をリスト化し、地域の医療機関等と共有すること。 

 対応薬局のリスト化に当たっては、以下に記載する体制が構築できる

よう地域の薬剤師会と十分に調整を行い、二次医療圏に少なくとも１

薬局以上となるようにすること。 

 対応薬局は、「今夏の感染拡大を踏まえた今後の新型コロナウイルス感

染症に対応する保健・医療提供体制の整備について」（令和 3年 10月 1

日付厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）に

おける自宅療養者等の治療体制に対応・協力する薬局（地域連携薬局

を含む）のうち、以下（ア）（イ）のいずれも満たす薬局とすること。 

（ア）「新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電話や情報通信機器を

用いた診療等の時限的・特例的な取扱いについて」（令和 2 年 4月 10日

付厚生労働省医政局医事課、医薬・生活衛生局総務課連名事務連絡）（以

下、「令和 2 年 4月 10日事務連絡」という。）「２．薬局における対応」

に記載する服薬指導等の実施や薬剤の配送等の対応を行うこと。 

（イ）夜間・休日、時間外、緊急時の対応（輪番制による対応含む）を行

うこと 

 可能な限り手に入りやすい形で、患者に必要な治療薬を滞りなく提供

できる体制を構築することが重要であることから、対応薬局について

は、令和 2 年 4月 10日事務連絡の２．（４）に沿って、医療機関から

送付された処方箋に基づき、患者宅へ直接薬剤を届ける体制や、地域

の運送業者と連携して配送する体制など、患者が薬局に来所せずに手

に入る体制の構築を検討すること。その上で、こうした体制が構築可

能な薬局をリストに掲載すること。 

 リストに掲載する薬局については、別紙２の様式に従い、薬局名、所

在地、連絡先、開局時間外や緊急時の連絡先等を記載しておくこと。 
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 対応薬局は、地域における新型コロナウイルス感染症患者を診療して

いる医療機関との連携体制や、住民の居住状況など、地域の実情を勘

案することが重要であり、地域によって偏りがないよう、地域の薬剤

師会、医師会、医薬品卸売販売業者等とよく調整すること。 

 

２．留意事項等  

 薬局から患者宅等に薬剤を届ける場合における配送費等については、

「薬局における薬剤交付支援事業」が活用可能であること。 

 処方・調剤の流れ、医療機関と薬局の連絡等の手順（その際、患者の

状態や療養環境、入院調整の有無等に関する情報の共有なども考慮）

を確認できるようにしておくこと。  

 医療機関と薬局が適宜連携して対応できるようにするため、医療機関

の緊急連絡先も薬局に共有できるようにしておくこと。 

 なお、薬剤の総供給量が限られ、厚生労働省が所有した上で配分する

ようなケースにあっては、地域において円滑に治療薬が配備されるよ

う、対応薬局の中で、ある程度の在庫を持ち、リストに掲載された他

の薬局において経口治療薬が必要となることが見込まれる場合に、そ

の薬局に対して医薬品を供給する役割を担う薬局を定める等の対応も

考えられる（地域連携薬局を活用するなど）。そうした対応をとる場合

には、リスト中「供給の役割を担う薬局」の欄にその旨を記載するこ

と。供給の役割を担う薬局は、地域の医薬品提供体制の確保のため、

他の薬局から求めがあった場合には、対応すること。 
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（健Ⅱ377F） 

令和３年 11月１日 

都道府県医師会 

感染症危機管理担当理事 殿 

日本医師会感染症危機管理対策室長 

釜 萢  敏 

厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会の議論と 

追加接種に関する今後の見通しについて 

今般、厚生労働省より、各都道府県等衛生主管部（局）宛てに標記の別添事務連絡

がなされましたので、ご連絡いたします。 

新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）については、令和３年９月 24 日（健

Ⅱ328F）等をもって貴会宛てにご連絡いたしました。 

本事務連絡は、追加接種について、厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会にお

ける審議の状況（直近の開催は 10月 28日）と現時点で想定されている今後のスケジ

ュールを連絡するものです。概要は下記の通りです。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市区医師会お

よび関係医療機関に対する情報提供についてご高配のほどお願い申し上げます。 

記 

○これまでの厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会のご意見

・追加接種は必要であり、現時点では２回目の接種を完了してから概ね８ヶ月以上後

から行うこととしつつ、今後の科学的知見を踏まえ、必要に応じて適宜見直すこと。 

・２回接種完了者全てに対して追加接種の機会を提供することが現実的であること。 

・その上で、国内外で得られるワクチンの効果等を踏まえ、特に接種することが望ま

しい者について検討を進め、国民へ広報等を行うこと。 

・追加接種に使用するワクチンについては、１・２回目に用いたワクチンの種類にか

かわらず、mRNA ワクチン（ファイザー社又は武田/モデルナ社ワクチン）を用いるこ

とが考えられるが、引き続き科学的知見を収集し、検討を行うこと。 

厚生労働省ホームページ： 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-kousei_127713.html 
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○現時点で想定されている今後のスケジュールについて 

 

11月中旬 ・ファイザー社ワクチンの追加接種について、対象者等を定める省

令改正等を厚生科学審議会に諮問 

11月中旬 ・自治体説明会 

11月中下旬 ・市町村から、接種券（一体型予診票）を順次送付開始 

参考：令和３年10月22日付（健Ⅱ366F） 

・自治体に対し、12月及び１月接種分として、ファイザー社ワクチ

ン約412万回を配分（以後、順次、必要量を配分） 

参考：令和３年10月18日付（健Ⅱ361F） 

12月１日 ・追加接種の関係省令を施行。以降、市町村において順次ファイザ

ー社ワクチンによる追加接種を開始 

12月下旬以降 ・武田/モデルナ社ワクチンの追加接種について、厚生科学審議会

に諮問 

１月 ・自治体等に対し、武田/モデルナ社ワクチンの配分開始 

（以降、順次、必要量を配分） 

２月 ・武田/モデルナ社ワクチンによる追加接種開始 
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（健Ⅱ366F） 

令和３年 10月 22日 

都道府県医師会 

感染症危機管理担当理事 殿 

 

日本医師会感染症危機管理対策室長 

釜 萢  敏 

                   

新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）に係る接種券等の印刷及び発送について 

 

今般、厚生労働省より、各都道府県等衛生主管部（局）宛てに標記の別添事務連絡

がなされ、本会に対しても周知協力方依頼がありましたので、ご連絡いたします。 

令和３年 9 月 24 日（健Ⅱ328F）をもって貴会宛てにご連絡した「新型コロナワク

チン追加接種（３回目接種）の体制確保について」において、今後確定する予定とな

っていた、新型コロナワクチン追加接種に係る接種券等の様式について、示すもので

す。概要は下記の通りです。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市区医師会お

よび関係医療機関に対する情報提供についてご高配のほどお願い申し上げます。 

 

記 

 
○現時点において、追加接種の開始時期は 12 月１日を見込んでおり、自治体におい

て、少なくとも 12 月に追加接種の対象となる見込みの者（令和３年３月又は４月中

に２回目の接種が完了した者）については、11 月 22 日（月）目途で接種券が届くよ

う準備を進める。なお、発送を開始する時期については改めてお知らせする。 

○市町村が、接種実施医療機関等が当該市町村の追加接種対象者であること及び１、

２回目接種が完了していることを確認できる接種券一体型予診票を発行し、追加接種

の案内や、接種済証とともに対象者に送付する。１、２回目接種時と異なり、新様式

の接種券一体型予診票を使用するが、やむを得ない事情がある場合は、従来の様式（接

種券（兼）接種済証【シール素材】及び予診票）の使用も認める。 

○事業案内の様式については追ってお示しする。 

○追加接種対象者が接種会場に接種済証を持参し忘れた等の場合は、接種実施医療機

関等からは接種記録書を交付し、接種済証が必要な者については、後日、市町村に申

請することで、接種済証の交付を受けることができるようにする。また、接種後に接

種済証を紛失した場合も、市町村に申請し、再発行を受けることができるようにする。 

○他自治体で２回接種した後に転居した場合等、追加接種対象者の住民票所在地の市

町村と接種券を発行した市町村が異なる場合には、１、２回目接種時と同様、原則住

民票所在地の市町村に対して、接種券の発行申請を行う。 
(添付の３回目接種用様式一覧) 

・新型コロナワクチン接種の予診票（追加接種用） 

・新型コロナウイルスワクチン 予防接種済証(臨時接種)  

・接種券（兼）接種済証 

・新型コロナワクチン接種記録書 

・接種券発行申請書（新型コロナウイルス感染症）【３回目接種用】
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（健Ⅱ387F） 

令和３年 11月８日 

都道府県医師会 

感染症危機管理担当理事 殿 

日本医師会感染症危機管理対策室長 

釜 萢  敏 

新型コロナワクチン接種に係る費用請求及び１、２回目用予診票の変更について 

今般、厚生労働省より、各都道府県等衛生主管部（局）宛てに標記の別添事務連絡

がなされ、本会に対しても周知協力方依頼がありましたので、ご連絡いたします。 

先般、新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）に係る費用請求においては、原

則、時間外・休日加算と接種費用を一体的に請求できる接種券一体型予診票を使用す

る旨、令和３年 10月 22日付（健Ⅱ366F）等をもって貴会宛てにご連絡いたしました。 

本事務連絡は、令和３年 12 月１日以降の費用請求の流れと、１、２回目接種も追

加接種と同様な請求を可能とするために１、２回目用の予診票を変更するなど所要の

見直しを行ったことについて連絡するものです。概要は下記の通りです。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市区医師会お

よび関係医療機関に対する情報提供についてご高配のほどお願い申し上げます。 

記 

○１、２回目用の予診票について、接種券一体型の新様式（別紙１）を使用すること

を基本とする。 

○従来の１、２回目用の予診票（別紙３）と接種券（兼）接種済証を医療機関等に持

参した被接種者については、接種券欄が空欄となっている新様式（別紙２）の使用を

検討する。 

○費用請求はこれまでと同様、接種を行った日が属する月の翌月 10日までに行う。

○被接種者の住民票所在地と医療機関等の所在地が同一市町村の場合、１、２回目用

（別紙１～３）と追加接種用（別紙７）の予診票原本に請求書をつけて、原則、当該

市町村に対して送付する。 
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○被接種者の住民票所在地と医療機関等の所在する市町村が異なる場合、請求先の市

町村ごとに別紙３、別紙１・２、別紙７の順に仕分けをした予診票原本に請求総括書

及び市区町村別請求書をつけて、当該医療機関等が所在する都道府県の国民健康保険

団体連合会に提出する。 

○別紙１・２及び別紙７では、時間外・休日加算の欄が設けられたことから、接種費

用と一体的に時間外・休日加算分の費用も請求できる。この場合、請求総括書及び市

区町村別請求書に記載の時間外・休日加算分の請求件数と予診票の当該加算チェック

件数が一致していることを確認する。 

○時間外・休日加算分の費用請求が可能な請求総括書（別紙４）及び市区町村別請求

書（別紙５）は、令和４年１月１日より、請求先市町村ごとの接種回数を入力するこ

とで、V-SYS 上で発行できる。（市町村への直接請求に用いる市区町村別請求書につ

いては、市町村指定様式が別紙５と同じ場合に限る） 

○別紙３を使用する場合は、時間外・休日加算の請求は「新型コロナウイルスワクチ

ンの時間外・休日の接種及び個別接種促進のための支援事業の請求について」（令和

３年６月 24 日付（健Ⅱ174F））で示された方法により、接種費用の請求とは別に行

う。 

○別紙１・２を使用する場合の接種済証は別紙６のとおりとする。 
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事 務 連 絡 

令 和 ３年 1 1 月 ４日 

 

 

 公益社団法人日本医師会 御中 

 

 

厚生労働省健康局健康課予防接種室 

 

 

新型コロナワクチン接種に係る費用請求及び１、２回目用予診票の変更について 

 

予防接種行政につきましては、日頃よりご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン（以下「新型コロナワクチン」という。）の

追加接種に係る体制確保については、「新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）の体

制確保について」（令和３年９月22日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡）

及び「新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）に係る接種券等の印刷及び発送につい

て」（令和３年10月20日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡）においてお願

いしているところです。 

上記事務連絡において、時間外・休日加算を含めた接種費用の請求方法等の効率化を図

る観点から、従来の予診票の様式を見直し時間外・休日加算と接種費用を一体的に請求す

ることとしましたが、１、２回目接種も同様な請求を可能とするために１、２回目用の予

診票を変更するなど、所要の見直しを行うこととし、別添のとおり各地方公共団体に周知

いたしました。 

貴会におかれましては、地域医師会に周知いただくとともに、引き続き予防接種の実施

について格段のご協力をお願いいたします。 
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 事 務 連 絡 

令和３年 11 月４日 

 

 

都道府県 

各  市 町 村  衛生主管部（局） 御中 

  特 別 区 

 

 

厚生労働省健康局健康課予防接種室 

 

 

新型コロナワクチン接種に係る費用請求及び１、２回目用予診票の変更について 

 

予防接種行政につきましては、日頃よりご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン（以下「新型コロナワクチン」という。）の

追加接種に係る体制確保については、「新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）の体

制確保について」（令和３年９月22日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡）

及び「新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）に係る接種券等の印刷及び発送につい

て」（令和３年10月20日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡）においてお願

いしているところです。 

上記事務連絡において、時間外・休日加算を含めた接種費用の請求方法等の効率化を図

る観点から、従来の予診票の様式を見直し時間外・休日加算と接種費用を一体的に請求す

ることとしましたが、１、２回目接種も同様な請求を可能とするために１、２回目用の予

診票を変更するなど、所要の見直しを行いましたので下記のとおりご連絡いたします。 

各都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）におかれましては、本事務連絡に

基づいてご準備いただくとともに、時間外・休日加算分の費用請求を接種費用と一体的に

行うこと、追加接種の開始から１、２回目用の予診票様式が変更になること等について、

関係機関等へ周知いただきますようお願いいたします。 

なお、本事務連絡の内容については、公益社団法人日本医師会にも情報提供している旨

申し添えます。 

  

記 

 

１ １、２回目接種の費用請求の流れについて 

 (１) 被接種者の住民票所在地と医療機関等の所在地が同一市町村の場合 

予診や接種（以下「接種等」という。）を行った医療機関等は、原則として、当該
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医療機関等が所在する市町村に対して費用を直接請求する。 

費用請求に当たっては、医療機関等は、接種等を行った場合、新たな１、２回目用

の予診票（別紙１。以下「新様式」という。）又は追加接種用の予診票を、当該接種を

行った日が属する月の翌月 10 日までに市町村に対して送付する。 

医療機関等から市町村に直接請求を行う場合の請求書については、市町村で指定す

る様式となるが、その様式がＶ－ＳＹＳから出力できる様式と同じ場合には、Ｖ－Ｓ

ＹＳから出力された市区町村別請求書（別紙５）を活用することができる。 

また、時間外・休日加算の欄を新様式及び追加接種用の予診票に設けたことから、

医療機関等は、接種費用と一体的に時間外・休日加算分の費用も請求することとなる。   

この場合、医療機関等は市区町村別請求書に記載の請求件数と予診票の当該加算チ

ェック件数が一致していることを確認すること。なお、医療機関等においてやむを得

ない理由等により、従来の１、２回目用の予診票（別紙３。以下「旧様式」という。）

を用いて費用請求する場合は、時間外・休日加算の請求は「新型コロナウイルスワク

チンの時間外・休日の接種及び個別接種促進のための支援事業の請求について」（令和

３年６月 23 日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡）で示した方法によ

り、接種費用の請求とは別に行うこと。 

 

(２) 被接種者の住民票所在地と医療機関等の所在する市町村が異なる場合 

医療機関等は、請求先の市町村ごとに旧様式、新様式、追加接種用の順に仕分けを

した予診票の原本に請求総括書（別紙４）及び市区町村別請求書をつけて、当該医療

機関等が所在する都道府県の国民健康保険団体連合会に提出する。 

なお、請求総括書及び市区町村別請求書は、Ｖ－ＳＹＳに請求先市町村ごとの接種

回数を入力することで、同システム上で発行することができる。 

費用請求に当たっては、医療機関等は、接種等を行った場合、予診票等を、当該接

種を行った日が属する月の翌月 10 日までに当該医療機関等が所在する都道府県の国

民健康保険団体連合会に対して送付する。 

また、時間外・休日加算の欄を新様式及び追加接種用の予診票に設けたことから、

医療機関等は、接種費用と一体的に時間外・休日加算分の費用も請求することとなる。  

この場合、請求総括書及び市区町村別請求書に記載の請求件数と予診票の当該加算

チェック件数が一致していることを確認すること。なお、医療機関等においてやむを

得ない理由等により、旧様式を用いて費用請求する場合は、時間外・休日加算の請求

は「新型コロナウイルスワクチンの時間外・休日の接種及び個別接種促進のための支

援事業の請求について」（令和３年６月 23 日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室

事務連絡）で示した方法により、接種費用の請求とは別に行うこと。 
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２ 追加接種の費用請求の流れについて 

(１) 被接種者の住民票所在地と医療機関等の所在地が同一市町村の場合 

接種等を行った医療機関等は、原則として、当該医療機関等が所在する市町村等に

対して費用を直接請求する。 

費用請求の方法、請求書については、１（１）と同様となる。 

また、追加接種用の予診票には、時間外・休日加算の欄を設けていることから、医

療機関等は、接種費用と一体的に時間外・休日加算分の費用も請求することとなる。 

この場合、医療機関等は、市区町村別請求書に記載の請求件数と予診票の当該加算

チェック件数が一致していることを確認すること。 

 

(２) 被接種者の住民票所在地と医療機関等の所在する市町村が異なる場合 

医療機関等は、請求先の市町村ごとに旧様式、新様式、追加接種用の順に仕分けを

した予診票の原本に請求総括書及び市区町村別請求書をつけて、当該医療機関等が所

在する都道府県の国民健康保険団体連合会に提出する。 

費用請求の方法、請求書については、１（２）と同様となる。 

また、追加接種用の予診票には、時間外・休日加算の欄を設けていることから、医

療機関等は、接種費用と一体的に時間外・休日加算分の費用も請求することとなる。 

この場合、医療機関は、市区町村別請求書に記載の請求件数と予診票の当該加算チ

ェック件数が一致していることを確認すること。 

 

３ １、２回目接種用の様式等について 

（１）接種券について 

接種券については、パターン①の１・２回目用接種券一体型予診票を使用するこ

とを基本とするが、やむを得ない事情がある場合は、パターン②の接種券（兼）接

種済証の使用も認めることとする。接種券等を発送する際は、同封する書類が複数

枚あることから、封入誤りが発生しないよう留意すること。 

パターン①の１・２回目用接種券一体型予診票は別紙１のとおりとし、接種券欄

が空欄となっている新様式を別紙２とする。 

また、予診票及び接種券の仕様については、「新型コロナワクチン追加接種（３回

目接種）に係る接種券等の印刷及び発送について」（令和３年 10 月 20 日付け厚生労

働省健康局健康課予防接種室事務連絡）の５（１）に準ずることとする。 

なお、既に旧様式を郵送している未接種者から接種を希望する問合せ等があった

場合は、予診票が変更になった旨を伝え、新様式を郵送する、医療機関等に対し旧

様式を持参した者については新様式への記入を求めるなどの対応をお願いする。  
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パターン① パターン② 

1）接種券一体型予診票【上質紙】 

    
 ※実寸大の様式は別添参照。 

2）接種済証【上質紙】 

1）接種券(兼)接種済証【シール素材】 

 

 2）予診票【上質紙又は複写式用紙】 

 左欄の様式と同様とするが、 

 右上の接種券欄は上記の「接種券」

を貼り付けるため空欄とする。 

 

（２）接種済証及び接種記録書について 

接種済証及び接種記録書の仕様については、「新型コロナワクチン追加接種（３回

目接種）に係る接種券等の印刷及び発送について」（令和３年 10 月 20 日付け厚生労

働省健康局健康課予防接種室事務連絡）の５（２）及び（３）に準ずることとする。 

ただし、接種済証については別紙６のとおりとし、仕様は以下のとおりとする。 

（接種済証の様式：パターン①の場合） 

項目 仕様 

サイズ A4サイズ ※宛名送付台紙と兼ねる様式とすること（任

意） 

紙質 上質紙 55～70Kgベース 

必要枚数 下表（接種済証の印字内容）の情報を記載する接種済証

を 1枚 

 

（３）請求総括書について 

請求総括書については、別紙４のとおりとする。 

 

（４）市区町村別請求書について 

市区町村別請求書については、別紙５のとおりとする。 

 

 

券　　種 2 1 回目 券　　種 1 1 回目 1回目

請  求  先 請  求  先 接種年月日

券  番  号 券  番  号

接種場所

券　　種 2 2 回目 券　　種 1 2 回目 2回目

請  求  先 請  求  先 接種年月日

券  番  号 券  番  号

接種場所

氏　　名

生年月日

接種券 診察したが接種できない場合 新型コロナウイルスワクチン　予防接種済証（臨時）
Certif icate of Vaccination for COVID-19

(□　予診のみ) (■　予診のみ)

メーカー／Lot No.

（シール貼付け）

〇〇県〇〇市 123456 〇〇県〇〇市 123456

1234567890

氏　　名
厚生　●●●●●●●●

太郎

1234567890 年

　月　　　日厚生　●●●●●●●●
太郎

厚生　太郎

氏　　名

1234567890 1234567890

　　〇〇年　〇〇月　〇〇日　生

住　　所 〇〇県〇〇市〇〇　999-99

氏　　名
厚生　●●●●●●●●

太郎
氏　　名

厚生　●●●●●●●●
太郎

(□　予診のみ) (■　予診のみ)

メーカー／Lot No.

（シール貼付け）

〇〇県〇〇市 123456 〇〇県〇〇市 123456

年

　月　　　日

〇〇県〇〇市長

2 1 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

接種を受ける方へ
●シールは剥がさずに、台紙ごと接種場所へお持ちください。

●右側の予防接種済証は接種が終わった後も大切に保管してください。

1 1 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0

2 2 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0
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（５）運用開始時期について 

別紙１又は別紙２は、追加接種が開始される令和３年 12 月１日から使用すること

とし、当該接種分から時間外・休日加算分の費用請求を接種費用と一体的に行うこと

とする。ただし、時間外・休日加算を請求しない場合は、別紙３の旧様式を使用して

も差し支えない。 

また、別紙４及び別紙５は令和４年１月１日から使用することとする。 

 

 

 

 

 

（参考） 

○令和３年 12 月接種分からの、医療機関等の費用請求先等は以下のとおり。 

被接種者 請求先 請求費用 提出書類 

医療機関所在地と同じ市

区町村に居住する者 

市区町村 接種費用 

時間外・休日加算 

市区町村別請求書 

接種券一体型予診票等 

医療機関所在地と異なる

市区町村に居住する者 

国保連合会 接種費用 

時間外・休日加算 

請求総括書 

市区町村別請求書 

接種券一体型予診票等 

※医療機関等が旧様式を使用した場合は、時間外・休日加算分の請求は市町村に行う。 
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（別紙１）
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（別紙2）
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（別紙3）
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コロナワクチン接種費等　請求総括書

　　年　月請求分

医療機関等名称 ： 

6歳未満(休日)

6歳以上(時間外・休日分除く)

6歳以上(時間外)

6歳以上(休日)

小計

合計

決定金額
（税込み）

決定件数
請求金額

（税込み）
種類区分 請求件数

6歳未満(休日)

6歳未満(時間外)

6歳以上(時間外・休日分除く)

6歳以上(時間外)

6歳以上(休日)

小計

6歳未満(休日)
6歳以上(時間外・休日分除く)

6歳以上(時間外)
6歳以上(休日)

予診のみ

接種

↑太枠内に記載すること

《単価（税抜き）》

予診のみ

2,200円
2,930円
4,330円
1,540円
2,270円
3,670円

6歳未満(時間外・休日分除く)

6歳未満(時間外)

6歳未満(時間外・休日分除く)

医療機関等の所在地　：　

代表者氏名　：　

電話番号　：

〇〇〇国民健康保険団体連合会　御中

施設等区分 ：

4,200円

住所地内
接種分含む

対象

※医療機関等の所在地と請求先を
　含む場合はチェック2,730円

3,460円
4,860円
2,070円
2,800円

接種

6歳未満(時間外・休日分除く)

6歳未満(時間外)
6歳未満(休日)

6歳以上(時間外・休日分除く)

6歳以上(時間外)
6歳以上(休日)

6歳未満(時間外・休日分除く)

6歳未満(時間外)

医療機関等番号（10桁）：

（別紙4）
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2,800円
6歳以上(休日) 4,200円

　○○○市区町村長　様

市区町村番号

接種

6歳未満(時間外・休日分除く) 2,730円
6歳未満(時間外) 3,460円
6歳未満(休日) 4,860円

6歳以上(時間外・休日分除く) 2,070円
6歳以上(時間外)

6歳以上(時間外・休日分除く) 1,540円

合計

6歳以上(時間外・休日分除く)接種

6歳未満(時間外・休日分除く)

6歳以上(時間外) 2,270円
6歳以上(休日) 3,670円 ※医療機関等の所在地と請求先が

　同じ市区町村の場合はチェック

《単価（税抜き）》

予診のみ

6歳未満(時間外・休日分除く) 2,200円

住所地内
接種分

対象6歳未満(時間外) 2,930円
6歳未満(休日) 4,330円

↑太枠内に記載すること

6歳以上(休日)

小計

6歳以上(時間外)

6歳未満(休日)

6歳未満(時間外)

6歳以上(休日)

小計

予診のみ

6歳未満(時間外・休日分除く)

6歳未満(時間外)

6歳未満(休日)

6歳以上(時間外・休日分除く)

6歳以上(時間外)

医療機関等名称 ：

　　年　月請求分

区分 種類 請求件数

医療機関等の所在地　：　

代表者氏名　：　

電話番号　：　

コロナワクチン接種費等　市区町村別請求書

請求金額
（税込み）

決定件数
決定金額

（税込み）

医療機関等番号（10桁）：

（別紙5）

67



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Certificate of Vaccination for COVID-19 

〒100-8916 

東京都千代田区霞が関 1-2-2 

厚生 太郎  

新型コロナウイルスワクチンを受けられます。 
費用負担はありません。 
 

接種を受けるときは、 
この用紙と予診票を忘れずにお持ちください。 

この書面は、あなたがワクチン接種をした事実を証明する

大事な書面ですので、大切に保管してください。 

新型コロナウイルスワクチン 予防接種済証(臨時接種) 

 
あなたの接種券番号：

氏　　名

生年月日 　　〇〇年　〇〇月　〇〇日　生

住　　所 〇〇県〇〇市〇〇　999-99

厚生　太郎

〇〇県〇〇市長

1回目

接種年月日

接種場所

メーカー／Lot No.

（シール貼付け）
年

　月　　　日

2回目

接種年月日

接種場所

メーカー／Lot No.

（シール貼付け）
年

　月　　　日

（別紙6）
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新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）に当たっての留意点 

 

滋賀県医師会／R3.11.18 

 

【原則】 

〇対象者については、「医療従事者への優先接種」という考え方はなく「２回目

接種の完了から原則８カ月以上経過した者」となります。 

 

〇１回目・２回目接種のときと異なり、現在は住民接種の枠組みができているた

め、医療従事者であっても市町が実施する接種会場（集団・個別）にて接種を

受けることが基本になります。 

  医療従事者の住所地である市町村から自宅あてに接種券・接種実施通知等が

送付されるので、接種券をもって市町が実施する接種会場（集団・個別）にて

ワクチン接種を受けていただきます。 

 

◎例外として、医療機関が自施設の職員を接種（および他医療機関等

の職員を接種）することを希望する場合は、当該医療機関にて接種

することが可能です。 

・医療従事者は勤務先での接種が可能です。 

・医療機関が認めた場合は、当該医療機関の職員に加え、連携する医療機関

や薬局、訪問看護ステーションなどの従事者にも接種可能です。 

   ・医療従事者等が、勤務先医療機関等で住所地外接種を受ける場合は、

市町への「住所地外接種届」は不要です。 

    （「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関する手引き 

（第５版）」（自治体向け）令和３年11月16日 115～116ページ参照） 
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事 務 連 絡 

令和３年 11月 16日 

 

  都道府県 

各 市 町 村 衛生主管部（局）御中 

  特 別 区 

厚生労働省健康局健康課予防接種室 

 

 

新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）の体制確保について（その２） 

 

 

 予防接種行政につきましては、日頃より御理解と御協力を賜り厚く御礼申し

上げます。 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン（以下「新型コロナワクチン」とい

う。）の追加接種（３回目接種をいう。以下同じ。）を迅速に行うための準備に当

たって、現段階において留意すべき事項については、「新型コロナワクチン追加

接種（３回目接種）の体制確保について」（令和３年９月 22日付け厚生労働省健

康局健康課予防接種室事務連絡。以下「９月 22日付け事務連絡」という。）にお

いてお示ししました。また、「厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会の議論

と追加接種に関する今後の見通しについて」（令和３年 10月 29日付け厚生労働

省健康局健康課予防接種室事務連絡）において、2022年２月頃に、武田/モデル

ナ社ワクチンによる追加接種を想定していることをお知らせしたところです。 

 新型コロナワクチンの追加接種については、11 月 15 日に開催された第 26 回

厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会において議論され、初回接種（１回目、

２回目接種をいう。以下同じ。）に用いたワクチンの種類にかかわらず、mRNAワ

クチン（ファイザー社ワクチン又は武田/モデルナ社ワクチン）を用いることが

適当であり、また、当面は薬事承認を取得したファイザー社のワクチンを追加接

種に使用することとされました。武田/モデルナ社ワクチンが薬事承認を取得す

るまでの間は、ファイザー社ワクチンのみを使用することとし、武田/モデルナ

社ワクチンについては、薬事審査の過程を経て、改めて審議することとしていま

すが、武田/モデルナ社ワクチンについても追加接種で使用することを見込んで

おり、住民が身近な場所で円滑に接種を受けられるようにするため、武田/モデ

ルナ社ワクチンについては、従来の大規模接種会場での接種に加えて、ファイザ

ー社ワクチンと同様に個別接種を可能とする方針であることから、その準備に

当たって、現段階において留意すべき事項について下記のとおり御連絡いたし
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ます。 

各都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）におかれましては、本事

務連絡及び９月 22日付け事務連絡に基づいて追加接種の接種体制の検討を進め

ていただくとともに、関係機関等への周知と接種体制確保に係る協議をお願い

いたします。なお、本事務連絡は、現時点での情報に基づき、想定される具体的

な事務取扱を提示するものであり、今後の検討状況により変更する可能性があ

ることを申し添えます。 

 

記 

 

１．基本的な考え方 

追加接種に当たっては、ファイザー社ワクチン及び武田/モデルナ社ワクチン

を合わせて希望する者に対して必要な数量を確保していることから、市町村に

おかれては都道府県と十分連携し、武田/モデルナ社ワクチンを接種する集団接

種会場の設置や、現在設置している集団接種会場で武田/モデルナ社ワクチンを

接種できるようにするなど、接種体制の確保に積極的に取り組むこと。また、追

加接種において、武田/モデルナ社ワクチンでもファイザー社ワクチンと同様に

個別接種が実施できるよう、自治体における実施体制並びに追加接種実施医療

機関等を確保すること。 

複数種類のワクチンの使用に当たっては、ワクチンを混同することがないよ

う工夫をする等十分注意した上で使用すること。 

 

２．実施期間について 

予防接種法施行規則及び予防接種実施規則の一部を改正する省令（令和３年

厚生労働省令第 178号）を令和３年 12月１日に施行し、追加接種を予防接種法

に位置付けることから、追加接種は、令和３年 12月１日から行うこと。 

 

３．接種対象者について 

追加接種は、初回接種を受けた 18歳以上の全ての住民を対象として、１回行

うこと。接種間隔については、初回接種の完了から原則８か月以上とすること。 

追加接種については、初回接種と同様、原則、接種を受ける日に、住民基本台

帳に記録されている者を対象として行うものとする。また、接種を受ける日に、

戸籍又は住民票に記載のない者、その他の住民基本台帳に記録されていないや

むを得ない事情があると市町村長（特別区長を含む。）が認める者についても、

居住の実態がある場合は、接種を実施することができる。 
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４．ワクチンの種類について 

薬事承認を取得したファイザー社ワクチンを追加接種として使用すること。

初回接種に用いたワクチンの種類にかかわらず、mRNA ワクチン（ファイザー社

ワクチン又は武田/モデルナ社ワクチン）を用いることが適当であるが、武田/モ

デルナ社ワクチンが薬事承認を取得するまでの間は、ファイザー社ワクチンの

みを使用すること。追加接種のための武田/モデルナ社ワクチンの供給等につい

ては、今後お知らせする。用量について、現時点で武田/モデルナ社が示してい

る内容によれば、追加接種では初回接種の半量である 0.25ml／回を筋肉内に注

射することとされており、初回接種の場合と用量が異なることから、間違い接種

が生じないよう留意すること。 

針及びシリンジについては、国から供給する予定であり、使用するものは追っ

てお知らせする。 

 

５．接種実施医療機関等について 

（１）医療機関等の要件 

追加接種実施医療機関等は、「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実

施に関する手引き（５版）」（以下「手引き」という。）第３章３（２）「接種実施

医療機関等に求められる体制」に掲げる要件を満たすものであること。 

 

（２）新たに武田/モデルナ社ワクチンを使用する場合のＶ-ＳＹＳ上のフラグ

管理について 

既にＶ-ＳＹＳのＩＤを保有している接種実施医療機関等については、Ｖ-Ｓ

ＹＳ上の取扱ワクチン欄で「武田/モデルナ」を選択し、武田/モデルナ社ワクチ

ンを取り扱う申請をすること。また、この申請については、市町村の承認をもっ

て成立するものとすること。 

Ｖ-ＳＹＳのＩＤを保有していない接種実施医療機関等であって、保険医療機

関コードを有する接種実施医療機関等については、通常の手続に則って集合契

約に加入し、Ｖ-ＳＹＳのＩＤが発行された後、取扱ワクチン欄で「武田/モデル

ナ」を選択し、武田/モデルナ社ワクチンを取り扱う申請をすること。 

Ｖ-ＳＹＳのＩＤを保有していない接種実施医療機関等であって、保険医療機

関コードを有しない接種実施医療機関等については、ファイザー社ワクチンと

同様に、類似コードの付番を予め行った上で、集合契約への加入やＶ-ＳＹＳの

ＩＤ発行・取扱ワクチン等の手続を行うものとすること。 

 

６．追加接種の実施に係る武田/モデルナ社ワクチンの流通・管理について 

武田/モデルナ社ワクチンについては、職域接種以外の追加接種実施医療機関
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等については、ファイザー社ワクチンと同様の自治体を通じた分配方法（国→都

道府県→市町村→接種実施医療機関等）とすること。最小配送単位となるバイア

ル数や保存方法については、初回接種に使用する武田/モデルナ社ワクチンの場

合と同様である。 

また、武田/モデルナ社ワクチンは、地域卸から－20℃冷凍庫が設置された施

設に配送される。これまで地域卸から－20℃冷凍庫が設置された施設に配送さ

れた後の小分け移送は、自治体会場間での再移送を除き原則として認められな

かったが、武田/モデルナ社ワクチンによる追加接種が開始するときから、ファ

イザー社ワクチンと同様に小分け移送が可能となる。その場合の取扱いについ

ては、「ファイザー社ワクチンの融通範囲の拡大について」（令和３年７月５日付

け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡）に準じるものとする。これを踏

まえ、流通体制についても必要な見直しを行うこと。 

 

７．接種の実施について 

接種実施医療機関等で取り扱う新型コロナワクチンは、これまで１機関につ

き１種類とすることが原則であったが、各新型コロナワクチンの取扱いを明確

に区別した上で、１つの接種実施医療機関等が、複数種類の新型コロナワクチン

を取り扱うことも可能であること。 

その場合には、別の種類の新型コロナワクチンを明確に区分して以下のよう

な措置等を講じた上で、接種、管理、運用等について十分に注意し、間違い接種

がないように留意すること。 

・ 複数種類の新型コロナワクチンの接種を混同しないよう、ワクチンごとに接

種日時や接種を行う場所（例：部屋）を明確に分けること。 

・ 同一の冷蔵庫・冷凍庫内において複数の新型コロナワクチンを保管する場合

は、容器・管理を明確に分けること。 

・ 新型コロナワクチンの管理については、複数人での確認を徹底するととも

に、接種関連器具・物品を区分し、責任者・担当者を置くこと。 

 

なお、武田/モデルナ社ワクチンを保管するために新たに－20℃冷凍庫を設置

することを希望する等の場合には、厚生労働省健康局健康課予防接種室に個別

にご連絡されたい。 

 

以上 
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   （健Ⅱ405F） 

令和３年 11 月 17 日 

都道府県医師会 

感染症危機管理担当理事 殿 

 

             日本医師会感染症危機管理対策室長 

                       釜 萢  敏 

 

 

予防接種法施行規則及び予防接種実施規則の一部を改正する省令の  

公布等について 

 

 

今般、予防接種法施行規則及び予防接種実施規則、新型コロナウイルス

感染症に係る予防接種の実施について（指示）が改正されたことについて、

厚生労働省より各都道府県知事等宛て別添の通知がなされ、本会に対して

も情報提供及び協力依頼がありましたのでご連絡申し上げます。 

本改正は、予防接種法令上、予防接種済証の記載事項から「場所」を削

除すること、追加接種を受けたことを証するため予防接種証明書の様式を

改正すること、追加接種の方法と接種量について追記すること等であり、

改正の概要は下記のとおりです。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市

区医師会及び関係医療機関に対する周知方についてご高配のほどお願い申

し上げます。 

 

記 

 

「予防接種法施行規則及び予防接種実施規則の一部を改正する省令の公布について」

（令和３年 12月１日施行） 

１ 予防接種法施行規則の一部改正 

①  予防接種済証に接種の「場所」を記載することについては、プライバシー保護の

観点から課題があったこと、また、VRSの整備により市町村が予防接種済証を活用

せずとも被接種者の接種場所を確認することが可能となったことから、予防接種

済証の記載事項から「場所」を削除する 

② 追加接種を受けたことを証することができるよう、予防接種証明書の様式に所要

の改正を行う 
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２ 予防接種実施規則の一部改正 

①  新型コロナウイルス感染症の予防接種の追加接種の方法を、1.8 ミリリットルの

生理食塩液で希釈したコロナウイルス修飾ウリジン RNAワクチン（SARS-CoV-２）

を 1回筋肉内に注射するものとし、接種量は、0.3ミリリットルとする。接種間隔

については、初回接種の完了から原則８か月以上とする。なお、薬事承認の内容

を踏まえ、２回目接種完了から６か月以上の間隔をおいて接種した場合に、予防

接種法に基づく接種とする 

② 予防接種法に基づかない方法で１、２回目接種を受けた者であっても、予防接種

法に基づく追加接種を受ける機会が得られるよう、新型コロナウイルス感染症に

係る注射であって初回接種に相当するもの（具体的な内容については、別途、臨

時接種実施要領で示される）については、当該注射を初回接種とみなすこととす

る 

 

「「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施について（指示）」の一部改正」

（令和３年 12月１日施行） 

① 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種について、実施期間を令和４年９月 30

日までに延長する 

② 追加接種を行う場合において、使用するワクチンをコロナウイルス修飾ウリジン

RNAワクチン（SARS-CoV-２）とする 

③  追加接種の対象者を 18歳以上の者とする 
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（地 371） 

令和 3 年 11 月 12 日 

都道府県医師会 

担 当 理 事 殿 

  公益社団法人 日本医師会副会長 

 今 村  聡 

（公 印 省 略） 

（令和 4 年 1 月始期）新型コロナウイルス感染症対応 

日本医師会休業補償制度について 

貴職におかれましては、新型コロナウイルス感染症対策にご尽力いただき、厚

く御礼申し上げます。 

さて、昨年 11 月に日本医師会会員向け補償制度として創設しました「新型コ

ロナウイルス感染症対応 日本医師会休業補償制度」が、来年 1 月 1 日に満期を

迎え、継続することになりましたのでご案内申し上げます。また、継続を機に、

下記のとおり補償内容の改善をいたします。 

つきましては、貴会におかれましても本件ご了知いただくとともに、貴会管下

の郡市区医師会ならびに関係医療機関への周知方につきご高配を賜りますようお

願い申し上げます。 

■補償期間：令和 4 年 1 月 1 日から令和 5 年 1 月 1 日まで

■主な変更点：

①補償金額の見直し（増額）

▶休業中の補償が 100 万円では足らないという会員からの声を踏まえて、補償

金額 200 万円を上限に増額します。 

②休業日数の見直し（短縮）

▶保険金請求ができる休業日数の定義を、休診日や土日・祝日を含む連続 7 日

以上から、3 日以上に短縮します。 

③休業の定義の見直し

▶休業中、患者の生命を守るために中断することが出来ない透析外来や往診、

電話診療・オンライン診療、訪問診療（訪問看護を含む）、処方箋の発行等

の診療行為に限り、休業扱いと見做して保険金を受取れるようにします（以

前は補償対象外）

④保険金受取要件の緩和

▶保険金請求時の必要書類となっていました「外部消毒業者の領収証の写し」

を不要とし、消毒業者を入れない内部消毒作業でも「可」とします。 

⑤介護サービス事業所の補償新設（補償金 50 万円上限）

▶医療機関（病院・診療所）に「併設」された通所介護や訪問介護等を行う介

護サービス事業所等を対象とする新たな補償制度を新設します。 
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なお、補償金は、直近の年間売上高から 1 日あたりの売上高を算出し、休業日 

数（最長 30 日までの休業を補償）と保険会社が定める約定支払割合を乗じて損

害額を算出し、補償金額を上限に受取ることが出来ます。 

詳細につきましては、別添の制度のチラシおよび前契約との比較表、Ｑ＆Ａを 

ご用意しておりますので、併せてご覧ください。 

 

＜お申込みスケジュール＞ 

■募集受付開始：令和 3 年 11 月 24 日（水）より受付開始 

 ※昨年からのご加入者には、日本医師会休業補償制度事務局より、ご登録いた 

だいておりますメールアドレスへ「更新案内のお知らせメール」を 11 月 24 

日（水）より順次発信いたします。 

 

■お申込み方法：日本医師会ホームページから Web 申込みになります。 

https://www.med.or.jp/doctor/kansen/novel_corona/010289.html 

 

＜補償期間と Web 申込締切日について＞ 

（１）《補償期間》1 月 1 日～1 年間 ⇒ 《Web 申込締切日》12 月 27 日 

《掛金》病院・診療所：48,000 円／介護サービス事業所：18,000 円 

（２）《補償期間》2 月 1 日～11 ヶ月間 ⇒ 《Web 申込締切日》1 月 27 日 

《掛金》病院・診療所：44,000 円／介護サービス事業所：16,500 円 

（３）《補償期間》3 月 1 日～10 ヶ月間 ⇒ 《Web 申込締切日》2 月 24 日 

《掛金》病院・診療所：40,000 円／介護サービス事業所：15,000 円 

（４）《補償期間》4 月 1 日～9 ヶ月間 ⇒ 《Web 申込締切日》3 月 29 日 

《掛金》病院・診療所：36,000 円／介護サービス事業所：13,500 円 

※掛金のご入金は補償開始日前までにお願いいたします。 

 

■本制度に関する専用問合せ窓口 

日本医師会休業補償制度事務局（業務委託） 

①本制度全般に関するお問い合わせ先 

TEL：03-3243-8982  Mail：jmabi2020＠web-tac.co.jp 

②保険料振込み全般に関するお問い合わせ先 

TEL：03-6704-4016  Mail：2020jmabi@tokio-mednet.co.jp 

＜受付時間：平日 9:30～17:00（土日・祝日除く）＞ 

【補償金請求に関する問合せ先】 

引受保険会社：東京海上日動火災保険 医療・福祉法人部 営業第一チーム 

TEL：03-3515-4143  Mail：jmabi2020@tmnf.jp 

＜受付時間：平日 9:00～17:00（土日・祝日除く）＞ 

  

なお、別添の制度のチラシを日医ニュース 11 月 20 日号および 12月 5日号に同梱の上、

送付いたします。 
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補償対象

以下の２つをすべて満たした場合に、補償金を受け取ることができます。
①日本医師会会員が開設または管理する医療機関または介護サービス事業所に勤務する医療・介
護従事者(医療機関との兼任者を含む)が、新型コロナウイルスに感染もしくは濃厚接触すること

②医療・介護従事者の新型コロナウイルスの感染（濃厚接触）および消毒の実施に伴い、休
診・休館日を含む連続3日（3営業日ではない）以上の閉院もしくは外来を全面閉鎖、介護
サービス提供を停止すること

日本医師会会員が開設または管理する医療機関（病院・診療所）に併設＊1された通所介護や訪問介護等を行う
介護サービス事業所を対象とします。なお、新型コロナウイルス感染症の罹患時に休業が困難な入所（居）
サービスのみを提供する事業所＊2については、本制度の対象外となります。また、医療法人等と別法人格の
介護サービス事業所も対象となります。

日本医師会会員が開設または管理する診療所・病院・健診センター・登録衛生検査所（医師会健診・検査センター含む）

＊1 「併設」とは、平成30年３月27日付、厚生労働省医政局長発出の「病院又は診療所と介護保険施設等との併設等ついて」の内容に準拠しています。
＊2 入所（居）サービスのみを提供する事業所とは、特別養護老人ホームや介護老人保健施設、介護医療院等の長期の入所（居）サービス提供のみを行う事業所をいいます。
※個人・法人ともに補償の対象です。また、医療機関で複数施設がある場合は、施設ごとに任意加入が可能です。なお、介護サービス事業所で、1つの建物内
に複数の事業所登録をしている場合は、建物単位で1契約加入することで、万一、そのいずれかの介護サービス提供が停止した際に、補償金を受取ること
ができます（事業所登録単位で加入するものではありません）。

※医療機関については、休業中、患者の生命を守るために中断することができない診療行為(透析外来、往診、電話診療・オンライン診療、訪問診療（訪問看護を含
む）、処方箋の発行など）は、休業とみなして補償の対象とします。また、介護サービス事業所についても、通所介護は休館し、中断することができない訪問介護や入所
（居）サービス等を行った場合でも、休業とみなして補償の対象とします（建物内のいずれかの介護サービス提供を停止することになれば、補償の対象とします）。

※補償金は、直近の年間売上高（対象施設の売上高）から1日あたりの売上高を算出し、休業日数（最長30日までの休業を補償）と保険会社が定める約定
支払割合を乗じて損害額を算出し、補償金額を上限に受取ることができます。なお、外部消毒業者を入れたことにより係る作業費用については補償の対
象として、損害額に加算して計算します。

日本医師会会員の皆様へ

新型コロナウイルス感染症対応
日本医師会休業補償制度

補償内容と補償金額（掛金）

補 償 内 容

医 療 機 関

介護サービス
事業所

主な
介護サービス
事業所とは

1施設あたりの年間総支払限度額と掛金
1医療機関：最大2００万円（年間掛金：48,000円）
2介護サービス事業所：最大50万円（年間掛金：18,000円）

補 償 金 額
（掛 金）

休診日を含む連続3日以上の閉院を確認された時点で、補償金を請求できます!
※休業中、患者の生命を守るために中断することができない診療行為(透析外来、往診、電話診療・オンライン
診療、訪問診療（訪問看護を含む）、処方箋の発行など）は、休業とみなして補償の対象とします。

本制度は、3日以上の閉院で医療機関は最大200万円、介護サービス事業所は最大
50万円を上限に補償金を受け取ることができる制度です。
皆さまの医療・介護サービス事業所経営の一部補填金としてご活用ください。

新型コロナウイルス感染症対応日本医師会休業補償制度のポイント

1

対象施設は、日本医師会会員が開設または管理する医療機関（病院・診療所等）の他、
新たに医療機関に併設された通所介護や訪問介護等を行う介護サービス事業所
を対象とします

2

１施設あたりの補償額は、医療機関（病院・診療所等）が最大２００万円、介護サービス
事業所が最大５０万円を上限に補償します。3

令和4年

※税務処理上、掛金は全額損金（個人の場合は必要経費）・補償金は益金計上となります。

医療機関に併設された通所介護や通所リハビリテーション、訪問介護や訪問リハビリテーション等を行う事業所に
なります。また、対象事業所内で通所介護サービス等の他、短期入所サービス等も行う場合についても、本制度の
対象とします。なお、医療機関と併設している入所（居）サービス等を提供している事業所で、通所介護等も併せて
提供している事業所であれば、本制度の対象とします。詳細については、日本医師会ホームページをご覧ください。

医師をはじめとする医療従事者、事務職員が新型コロナウイルスに感染もしくは濃厚接触を
した場合に、対応のために支出した消毒費用等や一時的に閉院または外来閉鎖を余儀
なくされた時の逸失利益、家賃などの継続費用を補償する制度です。

医師をはじめとする医療従事者、事務職員が新型コロナウイルスに感染もしくは濃厚接触を
した場合に、対応のために支出した消毒費用等や一時的に閉院または外来閉鎖を余儀
なくされた時の逸失利益、家賃などの継続費用を補償する制度です。
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保険加入手続きは、日本医師会ホームページ内の申込専用WEBサイトから行います。
下記加入申し込みスケジュールを参考に手続きをよろしくお願いいたします。

加入ご希望の際は、日本医
師会の指定する申込専用
WEBページで加入申込を
行い、期日までに日本医師
会が指定する口座に掛金
を振り込んでいただくこと
で保険に加入できます。

https://reg34.smp.ne.jp/regist/is
?SMPFORM=ojta-lhoira-07121c3
3d8a768ad41d42a9bc2e6e7ef

保険加入手続き・補償金請求の流れ

新型コロナウイルス感染症対応日本医師会休業補償制度加入申込みスケジュール

補償金請求時の書類等 

日本医師会休業補償制度
事務局

お問い
合わせ先

2021年10月作成

引
受
保
険
会
社

加
入
医
療
機
関
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

日本医師会
事務代行会社

加入申込（WEB）

掛金振込
保険契約手続

休業証明

補償金支払

補償金請求

都道府県・郡市区
医師会

●加入手続き

●保険加入手続きの流れ

●補償金請求

・以下の3種類の書類をご提出いただきます。
①保険金請求書（保険会社所定フォーム）＊１
②直近の決算書類の写し（法人単位、個人事業主の場合は青色申告書の写し）
③休業証明書＊２
＊１ 保険金請求書は、引受保険会社へ事故報告の連絡を入れた際に保険会社よりメールにてご案内します。
＊２ 休業証明書は、日本医師会内ホームページに掲載しております。必要項目を記入の上、ご所属の都道府県医師会または郡市区医師
会にて署名・捺印を取付け、保険会社へ提出します。

※補償金は、直近の年間売上高（対象施設の売上高）から1日あたりの売上高を算出し、休業日数（最長30日までの休業を補償）と保険会社
が定める約定支払割合を乗じて損害額を算出し、補償金額を上限に受取ることができます。
※その他に負担した費用（消毒に要した費用、検査受診のために支出した交通費や隔離期間中の宿泊費用等）についても補償金請求
の対象となるため、追加資料の提出が必要な場合もあります。

・受け取る補償金の概算見込みについては、日本医師会ホームページに掲載のシミュレーションシート
より算出できますのでご参照ください。

このチラシは、新型コロナウイルス感染症対応日本医師会休業補償制度の概要についてご紹介したものです。詳細につきましては、日本医師会
ホームページをご覧ください。
ご不明の点がございましたら、下記お問い合わせ先までお問い合わせください。

補償期間別掛金表

補償期間

1年間 2021/12/27  16時 2021/12/30

2022/ 1/31
2022/ 2/28

2022/ 3/31

2022/ 1/27  16時
2022/ 2/24  16時

11ヶ月間
10ヶ月間

掛金（1施設あたり）
医療機関 介護サービス事業所

【補償期間と申込締切スケジュール】

48,000円
44,000円
40,000円

2022/ 3/29 16時9ヶ月間 36,000円

18,000円
16,500円
15,000円
13,500円

WEB申込締切 掛金入金
締切（＊）

申込専用WEBページ

＊掛金のご入金が確認できた時点でお申込み手続きが完了となります。
余裕をもったお申込み手続きをよろしくお願いいたします。

Tel:03-3243-8982
mail: jmabi2020＠web-tac.co.jp

Tel:03-6704-4016
mail: 2020jmabi@tokio-mednet.co.jp

本制度全般に関する
お問い合わせ先

保険料振込み全般に関する
お問い合わせ先

STEP 1 申込専用WEBサイトに必要項目を入力
※入力完了後、登録したメールアドレスに申込受付完了メールが自動送信されます。

STEP 2 請求書案内メールが届き次第、掛金を振込
※申込手続き後、翌営業日を目安に請求書案内メールが届きます。
　届き次第、請求書をダウンロードし、指定の銀行へ振込手続きをお願いします。

STEP 3 手続き完了メールが届き、加入手続き完了
※掛金の入金が確認でき次第、手続き完了メールが届きます。
　加入証明書をダウンロードし、大切に保管願います。

日本医師会
ホームページ

補償期間：2022.1.1 ～ 2023.1.1

補償期間： 2022.2.1～2023.1.1

補償期間： 2022.3.1～2023.1.1

補償期間： 2022.4.1～2023.1.1

https://reg34.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=ojta-lhoirb-8e57ca340644254ce3ac9969bebefd37
https://reg34.smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=ojta-lhoirc-989beca601d0386a0cc6fce081d0ecef

シミュレーションシート（病院・診療所）
シミュレーションシート（介護サービス事業所）
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（健Ⅱ368F） 

令和３年 10月 26日 

都道府県医師会 

感染症危機管理担当理事 殿 

日本医師会感染症危機管理対策室長 

釜 萢  敏 

ファイザー社ワクチン及び武田／モデルナ社ワクチンの 

有効期限の取扱いについて 

今般、厚生労働省より、各都道府県等衛生主管部（局）対し、標記の事務連絡がな

されました。 

本事務連絡では、ファイザー社ワクチン及び武田／モデルナ社ワクチンの有効期限

変更（延長）について案内されています。新型コロナワクチンは、貴重なワクチンで

あり、これを無駄にせず有効に活用する観点から、まずは有効期限の短いバイアルの

優先使用した上で、現在保有しているワクチンについて下記のとおり有効期限を延長

して取り扱うよう示されております。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、郡市区医師会及

び関係医療機関に対する情報提供についてご高配のほどお願い申し上げます。 

記 

有効期限について 見分け方及び取扱いについて 

ファイザー社

ワクチン 

令和 3 年 9 月 10 日に-90℃～

-60℃での有効期間が 

６か月から９か月に延長 

有効期限が令和４年２月末まで又は

それ以前となっているバイアルにつ

いては、有効期間が６か月であるとい

う前提で印字されているものですの

で、新しい有効期限は印字されている

有効期限より３か月長いものとして

取り扱う（別添１） 

武田／モデル

ナ社ワクチン 

令和 3 年７月 16 日に-20℃±

５℃での有効期間が 

６か月から７か月に延長 

有効期限が令和４年３月１日まで又

はそれ以前となっているバイアルに

ついては、有効期間が６か月であると

いう前提で印字されているものです

ので、新しい有効期限は印字されてい

る有効期限より１か月長いものとし

て取り扱う（別添２） 

（両ワクチンともに）被接種者に渡される接種済証に貼用するワクチンシールには、

バイアルに印字されたものと同じ有効期限が記載されている（場合がある）ため、被

接種者に対して有効期限切れのワクチンを接種された等の不安を与えることがない

よう、適切に情報提供すること。詳細は厚生労働省文書をご覧ください。 
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 事 務 連 絡 

令和３年 10 月 22 日 

 

 

都道府県 

各  市 町 村  衛生主管部（局） 御中 

   特 別 区 

 

 

厚生労働省健康局健康課予防接種室 

 

 

ファイザー社ワクチン及び武田／モデルナ社ワクチンの有効期限の取扱いについて 

 

 

予防接種行政につきましては、日頃より御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

ファイザー社ワクチン及び武田／モデルナ社ワクチンの有効期限について、下記のとおり御連

絡いたします。 

各都道府県及び市町村（特別区を含む。）におかれましては、本事務連絡に基づいてワクチン

の有効期限を取り扱っていただくとともに、関係機関等への周知をお願いいたします。 

なお、下記の取扱いについては、添付文書上の保存方法を遵守したワクチンに適用されるもの

であり、本取扱いを踏まえつつ、保存方法についても適切にお取りはからいいただくようお願いい

たします。 

 

 

記 

 

 

１ ファイザー社ワクチンの有効期限について 

（１）有効期限の変更について 

ファイザー社ワクチンについては、令和３年（2021年）９月10日に-90℃～-60℃での有効期間

が６か月から９か月に延長されました。 

他方、有効期間が６か月であるという前提で有効期限（最終有効年月日）が印字されている

バイアルも、現在、流通し、使用されているところです。 

新型コロナワクチンは、貴重なワクチンであり、これを無駄にせず、有効に活用する観点から、

このようなバイアルについては、有効期間が９か月まであるバイアルとして取り扱って差しつかえ

ないこととしたため、次の取扱いをお願いします。 
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（２）見分け方及び取扱いについて 

   有効期限が令和４年（2022 年）２月末まで又はそれ以前となっているバイアルについては、

有効期間が６か月であるという前提で印字されているものですので、新しい有効期限は印字さ

れている有効期限より３か月長いものとして取り扱うよう、お願いいたします（別添１）。 

   また、被接種者に渡される接種済証に貼用するワクチンシールには、バイアルに印字された

ものと同じ有効期限が記載されているため、被接種者に対して有効期限切れのワクチンを接

種された等の不安を与えることがないよう、適切に情報提供していただくようにお願いいたしま

す。 

    

２ 武田／モデルナ社ワクチンの有効期限について 

（１）有効期限の変更について 

武田／モデルナ社ワクチンについては、令和３年（2021年）７月16日に-20℃±５℃での有効

期間が６か月から７か月に延長されました。 

他方、有効期間が６か月であるという前提で有効期限が印字されているバイアルも、現在、流

通し、使用されているところです。 

新型コロナワクチンは、貴重なワクチンであり、これを無駄にせず、有効に活用する観点から、

このようなバイアルについては、有効期間が７か月まであるバイアルとして取り扱って差しつかえ

ないこととしたため、次の取扱いをお願いします。 

 

（２）見分け方及び取扱いについて 

   有効期限が令和４年（2022 年）３月１日まで又はそれ以前となっているバイアルについては、

有効期間が６か月であるという前提で印字されているものですので、新しい有効期限は印字さ

れている有効期限より１か月長いものとして取り扱うよう、お願いいたします（別添２。ただし、ロ

ット No3004733 のバイアルは、有効期限は７か月で印字されています。印字されている有効期

限（2022年 1月 22日）に従って使用するようにご注意ください。）。 

   また、被接種者に渡される接種済証に貼用するワクチンシールについては、別添２に記載し

たバイアルのうち、ロット No3002180からロット No3004230までのバイアルのワクチンシールに、

バイアルに印字されたものと同じ有効期限が記載されているところです。そのため、ワクチンシ

ールに有効期限が印字されている場合には被接種者に対して有効期限切れのワクチンを接

種された等の不安を与えることがないよう、適切に情報提供していただくようにお願いいたしま

す。 

 

３ 有効期限の短いバイアルの優先使用について 

 新型コロナワクチンは、貴重なワクチンであり、これを無駄にせず、有効に活用する観点から、有

効期限の短いバイアルから使用していただくよう改めてお願いいたします。 
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別添１

　

（令和３年10月22日時点）

ロットNo
印字されている有効期限

(有効期限6か月のもの)

接種に活用して

差しつかえない期限

(有効期限３か月延長後)

ET3674 2021/7/31 2021/10/31

ER9480 2021/7/31 2021/10/31

ET9096 2021/7/31 2021/10/31

EW4811 2021/7/31 2021/10/31

EX3617 2021/8/31 2021/11/30

EY2173 2021/8/31 2021/11/30

EY4834 2021/8/31 2021/11/30

EY0779 2021/8/31 2021/11/30

FA2453 2021/8/31 2021/11/30

EY5420 2021/8/31 2021/11/30

EX6564 2021/8/31 2021/11/30

FA5829 2021/8/31 2021/11/30

FA5715 2021/8/31 2021/11/30

FA4597 2021/8/31 2021/11/30

EY5422 2021/8/31 2021/11/30

EY5423 2021/8/31 2021/11/30

EY3860 2021/8/31 2021/11/30

FA7338 2021/9/30 2021/12/31

FA7812 2021/9/30 2021/12/31

FC3661 2021/9/30 2021/12/31

FA5765 2021/9/30 2021/12/31

FC8736 2021/9/30 2021/12/31

FC5947 2021/9/30 2021/12/31

FD0889 2021/9/30 2021/12/31

FC5295 2021/9/30 2021/12/31

EW0201 2021/9/30 2021/12/31

EW0203 2021/9/30 2021/12/31

ファイザー社ワクチンについては、令和3年（2021年）9月10日に-90℃～-60℃での有効期間が６

か月から９か月に延長されました。

他方、有効期限が令和４年（2022年）２月末まで又はそれ以前となっているワクチンは、有効期間

が６か月という前提で有効期限が印字されています。

これらのワクチンについては、貴重なワクチンを無駄にせず、有効に活用する観点から、下記の「接種に活

用して差しつかえない期限」まで使用することが可能です。

※ なお、令和３年（2021年）10月22日時点での情報に基づいて記載していますが、今後輸入

されるものについても、有効期限が令和４年（2022年）２月末まで又はそれ以前となっている

場合は、有効期間が６か月という前提で印字されているものですので、新しい有効期限は印字

されている有効期限より３か月長いものとして取り扱うよう、お願いいたします。

ファイザー社ワクチンの有効期限について

（令和３年10月22日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡 別添１）
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ロットNo
印字されている有効期限

(有効期限6か月のもの)

接種に活用して

差しつかえない期限

(有効期限３か月延長後)

EW0207 2021/9/30 2021/12/31

EY0573 2021/9/30 2021/12/31

FC9880 2021/9/30 2021/12/31

FC9909 2021/9/30 2021/12/31

FC9873 2021/9/30 2021/12/31

EY0572 2021/10/31 2022/1/31

EY0583 2021/10/31 2022/1/31

FD0348 2021/10/31 2022/1/31

FF0843 2021/10/31 2022/1/31

FD1945 2021/10/31 2022/1/31

FF4204 2021/10/31 2022/1/31

FE8206 2021/10/31 2022/1/31

FD0349 2021/10/31 2022/1/31

FE8162 2021/11/30 2022/2/28

FF3622 2021/11/30 2022/2/28

FF2782 2021/11/30 2022/2/28

FF3620 2021/11/30 2022/2/28

FG0978 2021/11/30 2022/2/28

FF9942 2021/11/30 2022/2/28

FF5357 2021/11/30 2022/2/28

FF9944 2021/11/30 2022/2/28

FH0151 2021/12/31 2022/3/31

FF2018 2021/12/31 2022/3/31

FH3023 2021/12/31 2022/3/31

FJ5790 2021/12/31 2022/3/31

FJ7489 2022/1/31 2022/4/30

FJ1763 2022/1/31 2022/4/30

FK0108 2022/1/31 2022/4/30

FK8562 2022/1/31 2022/4/30

FK7441 2022/1/31 2022/4/30

FK6302 2022/1/31 2022/4/30

FL1839 2022/1/31 2022/4/30

FJ5929 2022/1/31 2022/4/30

FK0595 2022/2/28 2022/5/31

FL7646 2022/2/28 2022/5/31

FM3289 2022/2/28 2022/5/31

※有効期間の取扱いの情報については、以下の厚生労働省HPにも

掲載することとしていますので、ご参照ください。

厚生労働省HP 「接種についてのお知らせ」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00001214

31_00218.html

（QRコード）
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別添２

　

(令和３年10月22日時点)

ロットNo
印字されている有効期限

(有効期限6か月のもの)

接種に活用して

差しつかえない期限

(有効期限１か月延長後)

3002180 2021/9/27 2021/10/27

3002181 2021/9/28 2021/10/28

3002185 2021/10/8 2021/11/8

3002337 2021/10/20 2021/11/20

3002539 2021/10/24 2021/11/24

3002540 2021/10/25 2021/11/25

3002617 2021/10/29 2021/11/29

3002618 2021/10/30 2021/11/30

3002619 2021/11/2 2021/12/2

3002915 2021/11/4 2021/12/4

3003182 2021/11/13 2021/12/13

3003189 2021/11/16 2021/12/16

3003190 2021/11/17 2021/12/17

3003653 2021/11/23 2021/12/23

3003654 2021/11/24 2021/12/24

3003656 2021/11/25 2021/12/25

3003657 2021/11/26 2021/12/26

3003658 2021/11/28 2021/12/28

3004220 2021/11/29 2021/12/29

3004221 2021/11/30 2021/12/30

3004226 2021/12/1 2022/1/1

3004227 2021/12/2 2022/1/2

3004228 2021/12/3 2022/1/3

3004229 2021/12/4 2022/1/4

3004230 2021/12/6 2022/1/6

武田／モデルナ社ワクチンの有効期限について

（令和３年10月22日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務連絡 別添2）

武田／モデルナ社ワクチンについては、 令和3年（2021年）7月16日に-20℃±５℃での有効期間が６

か月から７か月に延長されました。

他方、有効期限が令和４年（2022年）３月１日まで又はそれ以前となっているワクチンは、有効期間が

６か月であるという前提で有効期限が印字されています。

これらのワクチンについては、貴重なワクチンを無駄にせず、有効に活用する観点から、下記の「接種に活用し

て差しつかえない期限」まで使用することが可能です。

※ ロットNoが3004733となっているワクチンについては、有効期限は７か月で印字されていますので、

印字されている有効期限に従って使用するようにご注意ください。

※※ なお、令和３年（2021年）10月22日時点での情報に基づいて記載していますが、今後輸入される

ものについても、有効期限が令和４年（2022年）３月１日まで又はそれ以前となっている場合は、有効

期間が６か月という前提で印字されているものですので、新しい有効期限は印字されている有効期限より
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ロットNo
印字されている有効期限

(有効期限6か月のもの)

接種に活用して

差しつかえない期限

(有効期限１か月延長後)

3004495 2021/12/7 2022/1/7

3004496 2021/12/8 2022/1/8

3004497 2021/12/9 2022/1/9

3004231 2021/12/11 2022/1/11

3004232 2021/12/13 2022/1/13

3004501 2021/12/14 2022/1/14

3004666 2021/12/15 2022/1/15

3004667 2021/12/27 2022/1/27

3004734 2021/12/28 2022/1/28

3004956 2021/12/29 2022/1/29

3005235 2022/1/3 2022/2/3

3005236 2022/1/4 2022/2/4

3005239 2022/1/6 2022/2/6

3005240 2022/1/7 2022/2/7

3005286 2022/1/8 2022/2/8

3005292 2022/1/9 2022/2/9

3005288 2022/1/10 2022/2/10

3005293 2022/1/10 2022/2/10

3005691 2022/1/11 2022/2/11

3005692 2022/1/11 2022/2/11

3005289 2022/1/12 2022/2/12

3005685 2022/1/12 2022/2/12

3005693 2022/1/14 2022/2/14

3005694 2022/1/16 2022/2/16

3005699 2022/1/17 2022/2/17

3005700 2022/1/19 2022/2/19

3005701 2022/1/20 2022/2/20

3005788 2022/1/20 2022/2/20

3005702 2022/1/21 2022/2/21

3005791 2022/1/21 2022/2/21

3004733（※） 2022/1/22

3005785 2022/1/22 2022/2/22

3005786 2022/1/24 2022/2/24

3005839 2022/1/24 2022/2/24

3005840 2022/1/25 2022/2/25

3005787 2022/1/25 2022/2/25

3005890 2022/1/30 2022/2/28

3005891 2022/1/30 2022/2/28

3005892 2022/1/31 2022/2/28

3006277 2022/2/8 2022/3/8

3006278 2022/2/9 2022/3/9

3006279 2022/2/9 2022/3/9

3006326 2022/2/15 2022/3/15

3006327 2022/2/16 2022/3/16

3006343 2022/2/17 2022/3/17

000001A 2022/2/17 2022/3/17

000006A 2022/2/20 2022/3/20

000007A 2022/2/23 2022/3/23
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ロットNo
印字されている有効期限

(有効期限6か月のもの)

接種に活用して

差しつかえない期限

(有効期限１か月延長後)

000011A 2022/2/23 2022/3/23

000008A 2022/2/24 2022/3/24

000012A 2022/2/24 2022/3/24

000009A 2022/2/25 2022/3/25

000013A 2022/2/25 2022/3/25

000017A 2022/2/26 2022/3/26

000018A 2022/2/27 2022/3/27

000020A 2022/2/28 2022/3/28

000021A 2022/2/28 2022/3/28

000024A 2022/2/28 2022/3/28

000025A 2022/2/28 2022/3/28

000026A 2022/2/28 2022/3/28

000028A 2022/3/1 2022/4/1

※有効期間の取扱いの情報については、以下の厚生労働省HPにも

掲載することとしていますので、ご参照ください。

厚生労働省HP 「接種についてのお知らせ」

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/00001214

31_00218.html

（QRコード）
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（税経 59）（健Ⅱ367）

令和３年 10 月 25 日  

都道府県医師会  

担当理事  殿  

公益社団法人  日本医師会  

常任理事   宮川  政昭  

（公印省略）  

新型コロナウイルスワクチンの個別接種に係る医療機関の収入に対する  

課税関係について（情報提供）  

 新型コロナウイルスワクチンの個別接種促進のための支援策につきまして

は、令和 3 年 5 月 27 日付文書（健Ⅱ108F）、6 月 22 日付文書（健Ⅱ166F）、

6 月 24 日付文書（健Ⅱ174F）等で貴会にお知らせしているところです。  

 この度、新型コロナウイルスワクチンの個別接種に係る医療機関の収入に

対する課税関係について関係省庁への確認を踏まえ、下記に整理いたしまし

たので、ご連絡申し上げます。  

記  

新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金（接種の費用（単価 2,070

円、時間外＋730 円、休日＋2,130 円の委託料収入））については、医療機

関において消費税の課税売上となります（注）。  

（注）委託料収入は、消費税相当額を加算して請求し入金されるものです。  

また、所得税・法人税の四段階税制（社会保険診療報酬の所得計算の特

例）においては、医業収入が 7,000 万円以下であることが要件の一つとさ

れていますが、接種の費用（委託料収入）は当該医業収入 7,000 万円にカウ

ントされます。  

個別接種促進のための支援策として一定回数以上の接種を行う医療機関

に支払われる補助金（新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金によ

る支援）については、消費税は課税対象外となります。  

また、四段階税制の要件の一つである医業収入 7,000 万円にはカウント

されません。  

以上  
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○  参考情報  

消費税の免税事業者であった医療機関がワクチン接種により自由診療等売

上 1,000 万円を超えた場合の納税義務について、別添の参考資料に整理いた

しました。  

これまで自由診療等の課税売上高が年間 1,000 万円以内であったことによ

り消費税の免税事業者であった医療機関が、ワクチン接種の収入が増加した

ことにより課税売上高が年間 1,000 万円を超えることとなる場合、原則とし

てその翌々年（度）から課税事業者となります。但し、上半期（6 カ月）だけ

で 1,000 万円を超えた場合には、次の年（度）から課税事業者となります。  

その場合、消費税に係る記帳および申告の事務負担を軽減するため簡易課

税を適用することが選択肢として考えられますが、簡易課税を適用するには

予め届出が必要です。例えば令和５年（度）に簡易課税の適用を受けるため

には、令和４年（度）末までに「消費税簡易課税制度選択届出書」を税務署に

提出することが必要となります。  

 

なお、簡易課税制度選択の判断を含め、個別の税務につきましては、税理

士又は所轄の税務署等にご相談いただきますよう、お願いいたします。  

 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくとと

もに貴会管下の関係医療機関等への周知につきご高配賜りますようお願い申

し上げます。  

 

 

【添付資料】  

・新型コロナウイルスワクチンの個別接種に係る医療機関の収入に対する課

税関係について（別紙１）（別紙２）  

・参考資料  消費税の免税事業者であった医療機関がワクチン接種により課

税売上高 1,000 万円を超えた場合の納税義務  

・参考資料  社会保険診療報酬の所得計算の特例（四段階税制概要資料）  

・国税庁  国税における新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応と申告

や納税などの当面の税務上の取扱いに関するＦＡＱ（抜粋）（消費税関連） 

・国税庁  平成 25 年 6 月 27 日付課法 2-4 ほか 1 課共同「法人税基本通達等

の一部改正について」（法令解釈通達）の趣旨説明（抜粋）（四段階税制関連）   
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Japan Medical Association

厚⽣労働省健康局健康課予防接種室「新型コロナウイルスワクチンの個別接種の促進策の
継続及び職域接種における⽀援策について」（令和3年6年18⽇）より

ワクチン接種対策費
負担⾦（接種の費⽤）

「委託料収⼊」

・消費税：
課税（単価＋消費税）

・四段階税制：
医業収⼊７千万円
にカウントされる。

1

新型コロナウイルスワクチンの個別接種に係る医療機関の収入に対する課税関係について（別紙１）
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Japan Medical Association

個別接種促進のための
補助⾦（①〜③）、

「補助⾦収⼊」

・消費税：
課税されない。

・四段階税制：
医業収⼊７千万円
にカウントされない。

厚⽣労働省健康局健康課予防接種室「新型コロナウイルスワクチンの個別接種の促進策の
継続及び職域接種における⽀援策について」（令和3年6年18⽇）より

2

新型コロナウイルスワクチンの個別接種に係る医療機関の収入に対する課税関係について（別紙２）
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Japan Medical Association

消費税の免税事業者であった医療機関がワクチン接種により
課税売上高1,000万円を超えた場合の納税義務

種別
自由診療等売上
（課税売上高）

預かり消費税自
由診療×10％

消費税の
納税額

令和元年度 免税事業者 500万円 9月まで税率 8％
10月から税率10％ 0円

令和2年度 免税事業者 500万円 50万円 0円

令和3年度 免税事業者 1,500万円 150万円 0円

令和4年度 免税事業者 1,500万円 150万円 0円

令和5年度 課税事業者
（※簡易課税を適用）

500万円 50万円 25万円

令和6年度 課税事業者
（※簡易課税を適用）

500万円 50万円 25万円

令和7年度 免税事業者 500万円 50万円 0円

例：令和3年度と令和4年度にワクチン接種により課税売上1,000万円超となった場合

・課税売上⾼（⾃由診療等売上）が1,000万円を超えると、原則２年後に課税事業者となる。
・但し、上半期（6カ⽉）だけで1,000万円を超えると、次の年度から課税事業者となる。

※令和５年度に簡易課税を適⽤するには、令和４年度中に届出書を提出することが必要。 3

参考資料

※簡易課税適用の場合

※簡易課税適用の場合
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社会保険診療報酬の所得計算の特例（四段階税制）

１．趣旨

小規模医療機関の事務負担を軽減することにより、その経営の安定化を図り、
良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図る。

２．対象者

社会保険診療報酬が5000万円以下、かつ医業収入が7000万円以下の
医業または歯科医業を営む個人または医療法人。

３．内容

4

参考資料
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国税庁 国税における新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応と申告や

納税などの当面の税務上の取扱いに関するＦＡＱ（抜粋） 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/faq/index.htm 

 

 

問 14-2. 《事業者が国や地方公共団体から支給を受ける助成金等の消費税

の取扱い》                 〔令和 3 年 2 月 26 日追加〕 

新型コロナウイルス感染症等の影響に伴い、事業者が国や地⽅公共団
体から⽀給を受ける助成⾦や給付⾦については、消費税の課税対象とな
りますか。 

〇 消費税法上、国内において事業者が対価を得て⾏う「資産の譲渡」や「役
務の提供」等に対して消費税を課するとされています（消費税法２条１項８
号、４条１項）。 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、事業者が国や地⽅公共団体から
⽀給を受ける助成⾦や給付⾦については、⼀般的に、資産の譲渡や役務の提
供等を⾏うことの反対給付として事業者が受けるものではないことから、
消費税の課税対象となりません（消費税不課税）。 

  

102

USER003
ハイライト表示

USER003
ハイライト表示



国税庁 国税における新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応と申告や

納税などの当面の税務上の取扱いに関するＦＡＱ（抜粋） 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/kansensho/faq/index.htm 

 

 

問 14-3. 《医療機関が受領するワクチンの接種事業に係る委託料の消費税 

の取扱い》                  〔令和 3 年 6 月 22 日追加〕 

 新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種事業に関し、市町村
と医療機関との間でワクチン接種事業の委託契約を締結し（注）、市町
村から医療機関に対し委託料が⽀払われますが、この場合の委託料は消
費税の課税対象となりますか。 

（注）新型コロナウイルスワクチンの接種に当たり、住⺠票所在地以外におい
て接種を受ける機会を確保する観点から、原則として、実施主体（市町村）
と実施機関（医療機関）の間で締結されるワクチン接種事業の委託契約につ
いては、それぞれをグループ化し、グループ同⼠で包括的な契約（集合契
約）を実施することとされています。  

〇 消費税法上、国内において事業者が対価を得て⾏う「資産の譲渡」や「役
務の提供」等に対して消費税を課するとされています（消費税法２条１項８
号、４条１項）。 

〇 ご質問の委託料については、医療機関が市町村に対して「ワクチンの接種
事業」を⾏うという役務の提供の対価であり、消費税の課税対象となりま
す。 

〔参考〕 

 その課税期間の基準期間 (※ １ )における課税売上⾼ (※ ２ )が 1,000 万円を超え
る (※ ３ )事業者は、消費税の課税事業者となり、消費税の申告及び納付を⾏う
必要があります（消費税法９条、45 条）。 
 消費税の納付税額は、原則として課税売上げに係る消費税額から課税仕⼊
れ等に係る消費税額を控除して計算します。ただし、その課税期間の基準期
間における課税売上⾼が 5,000 万円以下の場合には、あらかじめ「簡易課税
制度」を選択する旨の届出書を所轄税務署⻑に提出することにより (※ ４ )、実
際の課税仕⼊れ等に係る消費税額を計算せずに、課税売上げに係る消費税額
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に、⼀定の「みなし仕⼊率」（※５）を乗じた⾦額を課税仕⼊れ等に係る消
費税額とみなして、納付税額を計算することができます（消費税法 37 条）。 

※１ 原則として、個⼈事業者は前々年、法⼈は前々事業年度をいいます。  

※２ 課税売上⾼とは、消費税が課税される取引の売上⾦額（消費税及び地
⽅消費税を除いた税抜⾦額）と、輸出取引などの免税売上⾦額の合計額
です。返品、値引きや割戻し等に係る⾦額がある場合には、これらの合
計額（消費税及び地⽅消費税を除いた税抜⾦額）を控除した残額をいい
ます。なお、基準期間において免税事業者であった場合には、その基準
期間中の課税売上⾼には消費税が含まれていませんので、基準期間にお
ける課税売上⾼を計算するときには税抜きの処理は⾏いません。  

※３ その課税期間の基準期間における課税売上⾼が 1,000 万円以下であっ
ても、特定期間（個⼈事業者はその年の前年の１⽉１⽇から６⽉ 30 ⽇
までの期間をいい、法⼈の場合は原則として、その事業年度の前事業年
度開始の⽇以後６か⽉の期間をいいます。）における課税売上⾼が 1,000
万円を超える場合には、課税事業者となります（消費税法９条の２）。
なお、特定期間における 1,000 万円の判定は、課税売上⾼に代えて、給
与等⽀払額の合計額によることもできます。  

※４ 適⽤しようとする課税期間の初⽇の前⽇までに「消費税簡易課税制度
選択届出書」を提出する必要があります。  

※５ 医療機関が市町村に対して委託料を対価として⾏う「ワクチンの接種
事業」や、医療機関が患者に対して⾏う社会保険医療以外の⾃由診療は
「第五種事業」（みなし仕⼊率 50％）に該当します。  
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12 第 67 条《社会保険診療報酬の所得の計算の特例》関係

【解説】

１ 平成 25年度の税制改正において、社会保険診療報酬の所得の計算の特例について、

その適用要件に当該事業年度の社会診療報酬につき支払を受けるべき金額が 5,000

万円以下であることのほか、当該事業年度の総収入金額が 7,000万円以下であるこ

とが追加された（措法 67①）。  

この総収入金額とは、医療法人の営む医業又は歯科医業に係る総収入金額とされ、

この金額からは経常的に生ずるもの以外の収益の額とされるべきものを除くことと

されている（措令 39の 24の２）。  

２ 医業又は歯科医業に係る総収入金額とは、社会保険診療報酬のほか、医療法人が

行う自由診療の収入等を合計した金額をいうが、医療法人において生じた収入金額

や収益の額（以下「収入等の額」という。）には様々なものがあるため、本特例の

適用上、具体的にどのような収入等の額がこの総収入金額に含まれることとなるの

か疑義が生じる。  

  この点について、本特例の総収入金額とは、医療法人の営む医業活動から生じる

収益の額をいうことから、医療法人において生じた収入等の額がこの総収入金額に

含まれるかどうかは、当該収入等の額が当該医療法人の行う医業サービスの提供に

よって実現したものかどうかにより判定することとなる。  

そこで、本通達においてこのことを明らかにするとともに、この総収入金額に含

まれない次のような収入金額や収益の額を例示により明らかにしている。  

① 国庫補助金、補償金、保険金その他これらに準ずるものの収入金額

② 固定資産又は有価証券の譲渡に係る収益の額

③ 受取配当金、受取利子、固定資産の賃貸料等営業外収益の額

④ 貸与寝具、貸与テレビ、洗濯代等の収入金額

⑤ 医薬品の仕入れ割戻しの金額

⑥ 電話使用料、自動販売機等の手数料に係る収入金額

⑦ マスク、歯ブラシ等の物品販売収入の額

【新設】 (総収入金額の範囲 ) 

67－ 2 の 2 措置法第 67 条第１項に規定する総収入金額とは、医療法人の営む医

業活動から生ずる収益の額をいうのであるから、例えば、次の金額は含まれな

いことに留意する。  

⑴ 国庫補助金、補償金、保険金その他これらに準ずるものの収入金額

⑵ 固定資産又は有価証券の譲渡に係る収益の額

⑶ 受取配当金、受取利子、固定資産の賃貸料等営業外収益の額

⑷ 貸与寝具、貸与テレビ、洗濯代等の収入金額

⑸ 医薬品の仕入れ割戻しの金額

⑹ 電話使用料、自動販売機等の手数料に係る収入金額

⑺ マスク、歯ブラシ等の物品販売収入の額

国税庁　平成25年6月27日付課法2-4ほか1課共同「法人税基本通達等の一部改正に
ついて」（法令解釈通達）の趣旨説明（抜粋）　

　https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/130627/
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３  ところで、厚生労働省医政局が公表している「病院会計準則」によると、医療法

人が作成する損益計算書には、医業損益計算、経常損益計算及び純損益計算の区分

を設けることとされ、これらの区分では、それぞれ次のように計算することとされ

ている。  

イ 医業損益計算の区分は、医業活動から生ずる費用及び収益を記載して、医業利

益の額を計算する。

ロ 経常損益計算の区分は、医業損益計算の結果を受けて、受取利息、有価証券売

却益、運営費補助金収入、施設設備補助金収益、患者外給食収益、支払利息、有

価証券売却損、患者外給食用材料費、診療費減免額等、医業活動以外の原因から

生ずる収益及び費用であって経常的に発生するものを記載し、経常利益の額を計

算する。  

ハ 純損益計算の区分は、経常損益計算の結果を受けて、固定資産売却損益、災害

損失等の臨時損益を記載し、当期純利益の額を計算する。

以上のように、医療法人における損益計算書では、医業活動から生ずる費用及び

収益を区分して医業利益の額を計算することとされ、この区分における収益の額が、

医療法人の行う医業又は歯科医業サービスの提供によって実現した収入等の額に該

当するものと考えられる。  

４ 連結納税制度においても、同様の通達改正（連措通 68 の 99－２の２）を行って

いる。

（参考）  

  措置法第 26条《社会保険診療報酬の所得計算の特例》（以下「所得税の特例」とい

う。）についても、平成 25年度の税制改正において、適用要件についてその年の医業

又 は 歯科 医業 から 生ず る 事業 所得 に係 る総 収 入金 額に 算入 すべ き 金額 の合 計額 が

7,000万円以下であることとする改正が行われている。  

  所得税の特例に関して、この医業又は歯科医業から生ずる事業所得に係る総収入金

額に算入すべき金額の合計額の判定に当たっては、「所得税青色申告決算書（一般用）

付表《医師及び歯科医師用》」又は「収支内訳書（一般用）付表《医師及び歯科医師

用》」における「１ .収入金額の内訳」のうち「社会保険診療報酬」欄及び「自由診療

の収入等」欄に記載される収入金額の合計額により判定することとされており、この

合計額は、前述した病院会計準則による医業損益計算の区分における収益の額と一致

している。  

  なお、「１ .収入金額の内訳」のうち「雑収入」欄に記載される金額は、所得税の特

例における医業又は歯科医業から生ずる事業所得に係る総収入金額に算入すべき金額

の合計額に含まれないと解されており、本通達の例示にあるような収入等が個人の医

師又は歯科医師において生じた場合であっても、当該収入等は 7,000万円以下の判定に

おける事業所得に係る総収入金額に算入すべき金額の合計額にはもともと含まれない

ことから、結果的に医療法人における総収入金額の 7,000万円以下の判定と個人の医師

又は歯科医師における事業所得に係る総収入金額に算入すべき金額の合計額の 7,000

万円以下の判定は同じ基準により行われることとなる。  
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事務局より重要連絡事項 

令和 3 年 11 月 27 日 

会 員 各 位 

緊急事態発生時の安否確認『訓練』について 

時下、先生にはますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 

 平素は、医師会の運営にご協力・ご理解賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、過日、先生方に緊急連絡先の登録についてお願いしましたが、A 会員のう

ち約９６％の先生方が携帯電話番号を登録いただきました。ご協力ありがとう

ございました。 

今回、以下の要領で登録いただいた携帯電話番号を利用して安否確認訓練を

実施いたします。 

実施日時：令和 3 年 12 月 14 日（火） 13 時 

実施方法：登録いただいた携帯電話番号にショートメッセージを送信します。 

回答方法：①スマートフォン端末の先生 

  ショートメッセージ中の URL をタップし、グーグルフォーム 

へ安否確認の質問に回答。送信する。 

(表示見本やグーグルフォームへの回答方法については添付資料を

参照願います｡) 

②フィーチャーフォン端末(ガラケー)の先生

当医師会のメールアドレス(kusakuri@skyblue.ocn.ne.jp)に

安否を回答する(形式は問いません)。

(メッセージは 1 通あたり約 70 文字で、2～3 分割されて届きます｡) 

表示される発信電話番号：０５０３６５９９６２８(ドコモ、au) 

２４７１４３(ソフトバンク) 

以上 

草津栗東医師会事務局(TEL:563-3380) 
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《災害安否確認》 
 

1.災害時、ご登録いただいた電話番号宛に下記のようなショー
トメッセージを送信しますので、ｈｔｔｐｓ：//から始まる
URL をタップして下さい 

 

【例】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.グーグルフォームが開きます 

お名前を入力して下さい（*必須項目です） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名  前 
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3.先生ご本人の被害状況を一つ選んで〇をタップして下さい 
（*必須項目です） 
 
4.家屋等の被害状況を一つ選んで〇をタップしてください 
（*必須項目です） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.災害対策本部（事務局）へ出動できるかどうかを一つ選んで〇をタッ
プしてください（*必須項目です） 

 
●全て選び終わりましたら送信して下さい 
 

 

 

一つ選んで〇をタ

ップして下さい 

一つ選んで〇をタ

ップして下さい 

送信して下さい 
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第16回理事会連絡事項

開催日時 講演会・研修会名 会場等 内容・講師等 実施主体 申込先・連絡先 研修会単位等　

11月25日（木）
14：00～15：00

令和３年度死体検案研修会
（草津栗東医師会）
※コロナウイルス感染症対策のため、各地
域医師会医療圏域の医師のみ参加

草津市立市民総合交流セ
ンター 3階303会議室
草津市大路二丁目1-35

テーマ「予防のための正しい診断－防ぎ得る死を減らすために－」
　滋賀医科大学 社会医学講座 法医学部門　教授　一杉　正仁　先生

滋賀県
医師会

検案担当
地域医師会から案内

日医生涯教育制度
　CC：6-1単位

11月26日（金 ）
14:00～15：00

第６回小児救急医療地域医師研
修会(彦根医師会）
※コロナウイルス感染症対策のため、各地
域医師会医療圏域の医師のみ参加可

彦根市保健・医療複合施設
(くすのきセンター)3Ｆ
彦根市八坂町1900-4

テーマ「子どもの予防接種＆アナフィラキシーを含む副反応」
　滋賀県医師会小児救急医療対策委員会　委員　石上　毅 先生

滋賀県
医師会

地域医師会から案内 日医生涯教育制度：
(申請予定）

12月2日（木）
14：00～17：00

産業医研修会 琵琶湖ホテル
大津市浜町2-40

「健康診断の法令チェック」
　滋賀産業保健総合支援センター　相談員　寺澤　嘉之　先生
「従業上の措置・復職判定において難しい事例」
　一般社団法人 近畿健康管理センター　理事長　木村　隆　先生

滋賀県
医師会

産業保健担当
会報10月号・FAXにて
案内予定

日医生涯教育制度：
(申請予定）
日医認定産業医制度：
基礎　後期3単位
生涯　更新1.5単位
　　　　専門1.5単位

12月11日（土）
14：00～17：30

WATCH in Shiga 2021
(Web研修会)

びわ湖大津プリンスホテル
コンベンションホール淡海
大津市におの浜四丁目7-7

臨床研修1年目研修医対象
　
※新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、 Web研修会として開催。

滋賀県
医師会

生涯教育担当 日医生涯教育制度：
(申請予定）

12月16日（木 ）
14:00～15：00

第７回小児救急医療地域医師研
修会(守山野洲医師会）
※コロナウイルス感染症対策のため、各地
域医師会医療圏域の医師のみ参加可

守山市すこやかセンター
3階 講習室
守山市下之郷三丁目2-5

テーマ「子どもの予防接種＆アナフィラキシーを含む副反応」
　滋賀県医師会小児救急医療対策委員会　委員　西島　節子　先生

滋賀県
医師会

地域医師会から案内 日医生涯教育制度：
(申請予定）

12月16日（木）
16：00～17：00

令和３年度死体検案研修会
（湖北医師会）
※コロナウイルス感染症対策のため、各地
域医師会医療圏域の医師のみ参加

北ビワコホテルグラツィエ
長浜市港町4-17

テーマ「予防のための正しい診断－防ぎ得る死を減らすために－」
　滋賀医科大学 社会医学講座 法医学部門　教授　一杉　正仁　先生

滋賀県
医師会

検案担当
地域医師会から案内

日医生涯教育制度
　CC：6-1単位

12月17日（金 ）
14:30～15：30

第８回小児救急医療地域医師研
修会(高島市医師会）
※コロナウイルス感染症対策のため、各地
域医師会医療圏域の医師のみ参加可

今津サンブリッジホテル
高島市今津町今津1689-2

テーマ「子どもの予防接種＆アナフィラキシーを含む副反応」
　滋賀県医師会小児救急医療対策委員会　委員　有田　泉　先生

滋賀県
医師会

地域医師会から案内 日医生涯教育制度：
(申請予定）

12月1１日（土）
14：00～17：30

WATCH in Shiga 2021
(Web研修会)

びわ湖大津プリンスホテル
コンベンションホール淡海
大津市におの浜4丁目7-7

臨床研修1年目研修医対象
　
※新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、 Web研修会として開催。

滋賀県
医師会

生涯教育担当 日医生涯教育制度：
(申請予定）

12月19日（木）
14：00～17：00

産業医研修会 ライズヴィル都賀山
守山市浮気町300-24

「救命処置のトレンドとAEDの適正配置・危機管理体制の構築」
　京都大学環境安全保健機構　教授　石見　拓 先生
「従業上の措置・復職判定において難しい事例」
　一般社団法人 近畿健康管理センター　理事長　木村　隆　先生

滋賀県
医師会

産業保健担当
会報11月号・FAXにて
案内予定

日医生涯教育制度：
(申請予定）
日医認定産業医制度：
基礎　実地1.5単位
　　　　後期1.5単位
生涯　実地1.5単位
　　　　専門1.5単位

12月21日（火 ）
14:30～15：30

第９回小児救急医療地域医師研
修会(近江八幡市蒲生郡医師会）
※コロナウイルス感染症対策のため、各地
域医師会医療圏域の医師のみ参加可

近江八幡地域医療支援セ
ンター
近江八幡市出町381

テーマ「子どもの予防接種＆アナフィラキシーを含む副反応」
　滋賀県医師会小児救急医療対策委員会　委員　西澤　嘉四郎　先生

滋賀県
医師会

地域医師会から案内 日医生涯教育制度：
(申請予定）

12月23日（木）
15：00～16：00
【開催方法変更】

令和３年度死体検案研修会
（大津市医師会）
※コロナウイルス感染症対策のため、各地
域医師会医療圏域の医師のみ参加

WEB配信 テーマ「予防のための正しい診断－防ぎ得る死を減らすために－」
　滋賀医科大学 社会医学講座 法医学部門　教授　一杉　正仁　先生

滋賀県
医師会

検案担当
地域医師会から案内

日医生涯教育制度
　CC：6-1単位

令和4年2月24日（木）
14：00～15：00

令和３年度死体検案研修会
（甲賀湖南医師会）
※コロナウイルス感染症対策のため、各地
域医師会医療圏域の医師のみ参加

公立甲賀病院
甲賀市水口町松尾1256

テーマ「予防のための正しい診断－防ぎ得る死を減らすために－」
　滋賀医科大学 社会医学講座 法医学部門　教授　一杉　正仁　先生

滋賀県
医師会

検案担当
地域医師会から案内

日医生涯教育制度
　CC：6-1単位

講　演　会　・　研　修　会　等　の　ご　案　内

★　新規
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令和3年11月18日

月   以   降 行 事 予 定 表 ・・
1Page.

年/月/日（曜日） 行 事 開始時刻 会 場 摘要実施主体

（ 現在）

3:00 PM

R3/11/19 (金) 1:00 PM都道府県医師会医師の働き方改革担当理事連絡協

議会（Web開催）

（日本医師会から配信）

(～

日医

)

2:00 PM

R3/11/19 (金) 1:30 PM令和3年度滋賀県教育功労者表彰表彰式 滋賀県庁 公館

(～

県

)

4:00 PM

R3/11/19 (金) 2:00 PM恩賜財団滋賀県済生会 第3回支部理事会 済生会滋賀県病院

5階 なでしこホール(～

その他

)

R3/11/19 (金) 2:00 PM第1回滋賀県長寿医療運営懇話会 県厚生会館 4階 委員会室

(～

関連団体

)

4:00 PM

R3/11/19 (金) 2:00 PM第79回国民スポーツ大会・第24回全国障害者ス

ポーツ大会滋賀県開催準備委員会 宿泊・衛生専門

県庁 北新館 3階 中会議室

(～

県

)

8:00 PM

R3/11/19 (金) 6:00 PM令和3年度滋賀県難病医療連携協議会運営会議 Zoomによるオンライン開催

(～

関連団体

)

R3/11/20 (土) 2:30 PM近医連医療安全担当理事連絡協議会

→書面開催に変更

ホテルグランヴィア大阪（予定）

(～

近医連

)

4:30 PM

R3/11/21 (日) 2:00 PM第3回死生懇話会 県大津合同庁舎 7階 7-A会議室

(～

県

)

4:00 PM

R3/11/24 (水) 2:30 PM第17回理事会 理事室

(～

県医師会

)

12:00 PM

R3/11/25 (木) 11:00 AM中絶審査 応接室

(～

県医師会

)

R3/11/25 (木) 1:45 PM第158回近畿地方社会保険医療協議会滋賀部会 近畿厚生局滋賀事務所

(～

国

)

3:00 PM

R3/11/25 (木) 2:00 PM令和3年度 死体検案研修会（草津栗東医師会） 草津市民総合交流センター

3階303会議室(～

県医師会

)

4:00 PM

R3/11/25 (木) 2:00 PM第2回滋賀県循環器病対策検討会（ハイブリッド開

催）

県庁北新館 5階 5-C会議室

もしくは Zoom参加(～

県

)

5:00 PM

R3/11/25 (木) 3:00 PM令和3年度 滋賀県腎臓検診検討会 県庁本館４Ａ会議室

(～

県

)

3:00 PM

R3/11/26 (金) 2:00 PM第6回小児救急医療地域医師研修会（彦根医師会） 彦根市保健・医療複合施設(くすのき

センター)３Ｆ(～

県医師会

)

4:00 PM

R3/11/26 (金) 2:00 PM令和3年度第1回滋賀県リハビリテーション協議会 県庁北新館 3階 多目的室2

(～

県

)

5:30 PM

R3/11/26 (金) 4:00 PM第29回都道府県医師会新型コロナウイルス感染症

担当理事連絡協議会

Web対応：理事室

(～

日医

)

4:00 PM

R3/11/27 (土) 2:00 PM日医女性医師支援・ドクターバンク連携ブロック別会

議（Web会議）

応接室

(～

日医

)

5:30 PM

R3/11/27 (土) 4:00 PM草津栗東医師会産業医研修会 草津市立市民総合支援センター キ

ラリエ 6階(～

地域医師会

)

12:30 PM

R3/11/28 (日) 9:00 AM令和3年度年度 滋賀県かかりつけ医うつ病対応力

向上研修会

滋賀県立精神保健福祉センター

(草津市笠山八丁目4-25)(～

関連団体

)

R3/11/28 (日) 9:30 AM第53回滋賀県国保地域医療学会 ピアザ淡海 3階 大会議室

(～

関連団体

)

4:45 PM

R3/11/28 (日) 2:00 PM滋賀の医療福祉を守り育てる県民フォーラム ピアザ淡海ピアザホール

(～

関連団体

)

4:30 PM

R3/11/30 (火) 2:00 PM個別指導（診療所／一般）

03年度診療所5 11月②

大津びわ湖合同庁舎5階 共用会議

室4(～

国、県

)

4:00 PM

R3/11/30 (火) 2:00 PM令和3年度医療安全対策研修会 配信会場：滋賀県病院協会

(～

関連団体

)

4:00 PM

R3/11/30 (火) 3:00 PM第９回滋賀県透析災害情報伝達シミュレーション訓

練

関連機関

(～

県

)

R3/12/ 1 (水) 2:00 PM指定医師証手渡し 応接室

(～

県医師会

)

4:30 PM

R3/12/ 2 (木) 2:00 PM個別指導（診療所／新規）

03年度診療所6 12月①

大津びわ湖合同庁舎5階 共用会議

室(～

国、県

)

5:00 PM

R3/12/ 2 (木) 2:00 PM滋賀県医師会 産業医研修会 琵琶湖ホテル

(～

県医師会

)

※ ★印は令和3年10月14日以降に追加した行事

※ ×印は中止・延期になった行事
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令和3年11月18日

月   以   降 行 事 予 定 表 ・・
2Page.

年/月/日（曜日） 行 事 開始時刻 会 場 摘要実施主体

（ 現在）

6:45 PM

R3/12/ 4 (土) 8:40 AM第13回JATEC滋賀コース（1日目）(予定） ニプロiMEP

草津市野路町3023(～

県医師会

)

3:30 PM

R3/12/ 4 (土) 1:00 PM令和3年度家族計画・母体保護法指導者講習会

（WEB開催）

理事室

(～

日医

)

4:30 PM

R3/12/ 4 (土) 3:30 PM第3回近医連保険担当理事連絡協議会（Web会議） 3階会議室

(～

近医連

)

4:30 PM

R3/12/ 4 (土) 3:45 PM第6回近医連常任委員会（Web会議） 会長室

(～

近医連

)

5:30 PM

R3/12/ 4 (土) 4:30 PM近医連常任委員・保険担当理事合同懇談会（Web会

議）

3階会議室

(～

近医連

)

R3/12/ 4 (土) 5:30 PM近医連常任・保険担当理事合同懇親会 リーガロイヤルホテル大阪（予定）

(～

近医連

)

5:00 PM

R3/12/ 5 (日) 7:50 AM第13回JATEC滋賀コース（2日目）(予定） ニプロiMEP

草津市野路町3023(～

県医師会

)

11:45 AM

R3/12/ 5 (日) 9:00 AM公益社団法人滋賀県放射線技師会創立70周年記

念式典

コラボしが

(～

関連団体

)

3:10 PM

R3/12/ 5 (日) 1:00 PM令和3年度女性医師支援担当者連絡会 Web開催

(～

日医

)

4:30 PM

R3/12/ 5 (日) 1:00 PM第6回滋賀県多職種連携学会研究大会

（ハイブリッド開催）

配信会場：キラリエ草津

(～

関連団体

)

3:00 PM

R3/12/ 9 (木) 1:30 PM都道府県医師会医事紛争担当理事連絡協議会 応接室

(～

日医

)

R3/12/ 9 (木) 2:30 PM第220回臨時代議員会（書面開催）

→ 開催無し、書面決議に変更

調整中

(～

県医師会

)

4:00 PM

R3/12/ 9 (木) 2:30 PM第7回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R3/12/10 (金) 2:00 PM経済産業医療企業年金基金資産運用説明会 ピアザ淡海

(～

関連団体

)

3:30 PM

R3/12/10 (金) 2:30 PM第9回広報委員会 3階会議室

(～

県医師会

)

5:30 PM

R3/12/11 (土) 2:00 PMWATCH in Shiga 2021 びわ湖大津プリンスホテル コンベン

ションホール「淡海」(～

県医師会

)

4:00 PM

R3/12/12 (日) 1:00 PM都道府県医師会学校保健担当理事連絡協議会

（Web開催）

Web対応：理事室

(～

日医

)

R3/12/14 (火) 3:00 PM社保支払基金支部運営委員会 支払基金

(～

関連団体

)

8:00 PM

R3/12/14 (火) 6:00 PM令和3年度 第2回滋賀県在宅医療等推進協議会

（9/14からの延期分）

滋賀県庁東館7階 大会議室

(～

県

)

4:00 PM

R3/12/15 (水) 2:30 PM第18回理事会 理事室

(～

県医師会

)

3:00 PM

R3/12/16 (木) 2:00 PM第7回小児救急医療地域医師研修会（守山野洲医

師会）

すこやかセンター３階講習室

(～

県医師会

)

5:00 PM

R3/12/16 (木) 3:00 PM第40回滋賀県社会福祉学会 第2回実行委員 県立長寿社会福祉センター

1階 介護研修室(～

その他

)

5:00 PM

R3/12/16 (木) 4:00 PM令和3年度 死体検案研修会（湖北医師会） 北ビワコホテルグラツィエ

(～

県医師会

)

R3/12/16 (木) 4:30 PM滋賀県と三師会との協議会 県庁新館7階 大会議室

(～

県三師会

)

3:30 PM

R3/12/17 (金) 2:30 PM第8回小児救急医療地域医師研修会（高島市医師

会）

今津サンブリッジホテル

(～

県医師会

)

5:00 PM

R3/12/17 (金) 3:00 PM第5回男女共同参画委員会 日本医師会 506会議室

Web参加（Zoom）：会長室(～

日医

)

8:00 PM

R3/12/17 (金) 6:00 PM令和3年度 第2回滋賀県地域医療対策協議会 県庁（調整中）

(～

県

)

R3/12/18 (土) 2:30 PM近医連災害時支援協定書に基づく訓練 事前打合せ

会（Web開催）→R4/1/8へ変更の可能性有

理事室

(～

近医連

)

※ ★印は令和3年10月14日以降に追加した行事

※ ×印は中止・延期になった行事
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年/月/日（曜日） 行 事 開始時刻 会 場 摘要実施主体

（ 現在）

5:00 PM

R3/12/19 (日) 2:00 PM滋賀県医師会 産業医研修会 ライズヴィル都賀山

守山市浮気町300-24(～

県医師会

)

3:30 PM

R3/12/20 (月) 1:30 PM社会福祉法人びわこ学園 令和3年度第3回評議員

会

びわこ学園医療福祉センター野洲

地域交流スペース会議室(～

その他

)

12:30 PM

R3/12/21 (火) 9:15 AM滋賀県運営適正化委員会 第5回苦情解決合議体 県立長寿社会福祉センター

別館 福祉用具センター ミーティン(～

その他

)

3:30 PM

R3/12/21 (火) 2:30 PM第9回小児救急医療地域医師研修会（近江八幡市

蒲生郡医師会）（12/28から日程変更）

近江八幡地域医療支援センター内

多目的室(～

県医師会

)

3:30 PM

R3/12/23 (木) 1:30 PM令和3年度 国立大学法人滋賀医科大学学外有識者

会議

滋賀医科大学（部屋は未定）

(～

関連団体

)

R3/12/23 (木) 1:45 PM第159回近畿地方社会保険医療協議会滋賀部会 近畿厚生局滋賀事務所

(～

国

)

4:00 PM

R3/12/23 (木) 3:00 PM令和3年度 死体検案研修会（大津市医師会）→Web

に変更

琵琶湖ホテル「瑠璃」

→Webに変更(配信会場は大津市医(～

県医師会

)

5:00 PM

R3/12/23 (木) 4:30 PM中絶審査 応接室

(～

県医師会

)

5:30 PM

R3/12/24 (金) 4:00 PM第30回都道府県医師会新型コロナウイルス感染症

担当理事連絡協議会

Web対応：理事室

(～

日医

)

3:30 PM

R4/ 1/11 (火) 2:30 PM第10回広報委員会 3階会議室

(～

県医師会

)

R4/ 1/11 (火) 3:00 PM社保支払基金支部運営委員会 支払基金

(～

関連団体

)

4:00 PM

R4/ 1/13 (木) 2:30 PM第8回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 琵琶湖ホテル 瑠璃

(～

県医師会

)

7:00 PM

R4/ 1/13 (木) 5:00 PM滋賀県医師会新春懇談会 琵琶湖ホテル 瑠璃

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 1/14 (金) 2:00 PM第70回滋賀県薬事審議会 （調整中）県庁または県大津合同庁

舎(～

県

)

5:00 PM

R4/ 1/18 (火) 3:00 PM第3回都道府県医師会長会議 日本医師会大講堂

(～

日医

)

4:00 PM

R4/ 1/19 (水) 2:30 PM第19回理事会 理事室

(～

県医師会

)

5:00 PM

R4/ 1/20 (木) 3:00 PM令和3年度滋賀県精神保健福祉審議会 県大津合同庁舎 7A会議室

（オンライン併用）(～

県

)

R4/ 1/20 (木) 3:15 PM第160回近畿地方社会保険医療協議会滋賀部会 近畿厚生局滋賀事務所

(～

国

)

R4/ 1/23 (日) 10:30 AM第70回近医連学校医研究協議会総会・第2回理事

会

大阪府医師会館（予定）

(～

近医連

)

R4/ 1/28 (金) 2:00 PM近畿地方社会保険医療協議会総会（予定日） 近畿厚生局滋賀事務所？

(～

国

)

4:00 PM

R4/ 1/28 (金) 2:00 PM恩賜財団滋賀県済生会 第4回支部理事会 済生会滋賀県病院

5階 なでしこホール(～

その他

)

5:00 PM

R4/ 1/28 (金) 2:00 PM令和3年度全国メディカルコントロール協議会連絡会

（第2回）

Ｇメッセ群馬

(～

国

)

5:30 PM

R4/ 1/29 (土) 2:30 PM第52回(近医連)近畿地区医師会共同利用施設連絡

協議会（Web開催）

3階会議室

(～

近医連

)

6:00 PM

R4/ 1/30 (日) 9:30 AM滋賀県医師会 産業医研修会 G-NETしが 男女共同参画センター

(～

県医師会

)

R4/ 2/ 4 (金) 2:30 PM第7回近医連常任委員会 大阪府医師会館

(～

近医連

)

5:00 PM

R4/ 2/ 4 (金) 3:00 PM病院勤務医連絡協議会(Web会議) 3階会議室

(～

県医師会

)

R4/ 2/ 5 (土) 2:30 PM第4回近医連保険担当理事連絡協議会 ABC-MART梅田ビル

(～

近医連

)

4:00 PM

R4/ 2/ 7 (月) 2:00 PM滋賀県後発医薬品安心使用促進協議会 （調整中）県庁または県大津合同庁

舎(～

県

)

※ ★印は令和3年10月14日以降に追加した行事

※ ×印は中止・延期になった行事
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年/月/日（曜日） 行 事 開始時刻 会 場 摘要実施主体

（ 現在）

3:30 PM

R4/ 2/ 8 (火) 2:30 PM第11回広報委員会 3階会議室

(～

県医師会

)

R4/ 2/ 8 (火) 3:00 PM社保支払基金支部運営委員会 支払基金

(～

関連団体

)

4:00 PM

R4/ 2/ 9 (水) 2:30 PM第20回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 2/17 (木) 2:30 PM第9回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

6:30 PM

R4/ 2/19 (土) 2:00 PM令和3年度日本医師会医療情報システム協議会（1

日目）

3階会議室（Web研修システム）

(～

日医

)

R4/ 2/19 (土) 2:30 PM近医連産業保健担当理事連絡協議会 梅田スカイビル（予定）

(～

近医連

)

3:30 PM

R4/ 2/20 (日) 9:00 AM令和3年度日本医師会医療情報システム協議会（2

日目）

3階会議室（Web研修システム）

(～

日医

)

5:00 PM

R4/ 2/20 (日) 10:00 AMマネジメント研修会 ピアザ淡海 305会議室

(～

県医師会

)

R4/ 2/24 (木) 1:45 PM第161回近畿地方社会保険医療協議会滋賀部会 近畿厚生局滋賀事務所

(～

国

)

4:00 PM

R4/ 2/24 (木) 2:00 PM第6回男女共同参画委員会 日本医師会 503会議室

(～

日医

)

3:00 PM

R4/ 2/24 (木) 2:00 PM令和3年度 死体検案研修会（甲賀湖南医師会） 公立甲賀病院

(～

県医師会

)

R4/ 3/ 3 (木) 2:00 PM近畿地方社会保険医療協議会総会（予定日） 近畿厚生局滋賀事務所？

(～

国

)

R4/ 3/ 4 (金) 2:30 PM第8回近医連常任委員会 大阪府医師会館

(～

近医連

)

R4/ 3/ 4 (金) 3:00 PM近畿ブロック日医代議員協議会 大阪府医師会館

(～

近医連

)

R4/ 3/ 5 (土) 2:30 PM近医連救急災害医療担当理事連絡協議会 ホテルグランヴィア大阪（予定）

(～

近医連

)

R4/ 3/ 8 (火) 3:00 PM社保支払基金支部運営委員会 支払基金

(～

関連団体

)

4:00 PM

R4/ 3/ 9 (水) 2:30 PM第21回理事会 理事室

(～

県医師会

)

R4/ 3/ 9 (水) 6:30 PM令和3年度 第2回滋賀県肝疾患診療連携拠点病院

等連絡協議会

Web開催（Zoom）

(～

関連団体

)

3:30 PM

R4/ 3/11 (金) 2:30 PM第12回広報委員会 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 3/17 (木) 2:30 PM第10回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

5:00 PM

R4/ 3/18 (金) 1:00 PM2022年度防災訓練（災害時情報通信訓練） 日本医師会

（TV会議対応：会議室）(～

日医

)

4:00 PM

R4/ 3/19 (土) 2:00 PM第20回市民公開講座 ホテルボストンプラザ草津びわ湖

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 3/23 (水) 2:30 PM第22回理事会 理事室

(～

県医師会

)

R4/ 3/24 (木) 1:45 PM第162回近畿地方社会保険医療協議会滋賀部会 近畿厚生局滋賀事務所

(～

国

)

4:00 PM

R4/ 3/25 (金) 2:00 PM恩賜財団滋賀県済生会 第5回支部理事会 済生会滋賀県病院

5階 なでしこホール(～

その他

)

R4/ 3/27 (日) 9:30 AM第150回日本医師会臨時代議員会 未定

(～

日医

)

R4/ 4/ 2 (土) 2:30 PM第5回近医連保険担当理事連絡協議会 梅田スカイビル タワーウエスト

(～

近医連

)

4:00 PM

R4/ 4/ 6 (水) 2:30 PM第1回理事会 理事室

(～

県医師会

)

※ ★印は令和3年10月14日以降に追加した行事

※ ×印は中止・延期になった行事
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年/月/日（曜日） 行 事 開始時刻 会 場 摘要実施主体

（ 現在）

R4/ 4/ 8 (金) 2:30 PM第9回近医連常任委員会 大阪府医師会館

(～

近医連

)

4:10 PM

R4/ 4/10 (日) 1:00 PM母体保護法指定医師研修会 ピアザ淡海 大会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 4/14 (木) 2:00 PM第7回男女共同参画委員会 日本医師会 会議室

(～

日医

)

4:00 PM

R4/ 4/14 (木) 2:30 PM第1回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 4/20 (水) 2:30 PM第2回理事会 理事室

(～

県医師会

)

R4/ 4/23 (土) 第16回日医男女共同参画フォーラム オンライン開催

(～

日医

)

4:00 PM

R4/ 5/11 (水) 2:30 PM第3回理事会 理事室

(～

県医師会

)

R4/ 5/13 (金) 2:30 PM第10回近医連常任委員会 大阪府医師会館

(～

近医連

)

4:00 PM

R4/ 5/19 (木) 2:30 PM第2回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 5/25 (水) 2:30 PM第4回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 6/ 1 (水) 2:30 PM第5回理事会 理事室

(～

県医師会

)

R4/ 6/ 3 (金) 2:30 PM第11回近医連常任委員会 大阪府医師会館

(～

近医連

)

R4/ 6/ 3 (金) 3:00 PM近畿ブロック日医代議員協議会 大阪府医師会館

(～

近医連

)

R4/ 6/ 4 (土) 2:30 PM第6回近医連保険担当理事連絡協議会 梅田スカイビル タワーウエスト

(～

近医連

)

4:00 PM

R4/ 6/22 (水) 2:30 PM第6回理事会 理事室

(～

県医師会

)

R4/ 6/24 (金) 5:00 PM第12回近医連常任委員会 山の上ホテル

(～

近医連

)

4:00 PM

R4/ 7/ 6 (水) 2:30 PM第7回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 7/14 (木) 2:30 PM第3回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 7/20 (水) 2:30 PM第8回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 8/10 (水) 2:30 PM第9回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 8/24 (水) 2:30 PM第10回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 9/ 7 (水) 2:30 PM第11回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 9/15 (木) 2:30 PM第4回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/ 9/21 (水) 2:30 PM第12回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/10/ 5 (水) 2:30 PM第13回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/10/13 (木) 2:30 PM第5回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/10/19 (水) 2:30 PM第14回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/11/ 9 (水) 2:30 PM第15回理事会 理事室

(～

県医師会

)

※ ★印は令和3年10月14日以降に追加した行事

※ ×印は中止・延期になった行事
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年/月/日（曜日） 行 事 開始時刻 会 場 摘要実施主体

（ 現在）

6:00 PM

R4/11/12 (土) 10:00 AM第53回全国学校保健・学校医大会（予定） 主会場：岩手県（盛岡メトロポリタン）

(～

日医

)

4:00 PM

R4/11/17 (木) 2:30 PM第6回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/11/30 (水) 2:30 PM第16回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R4/12/14 (水) 2:30 PM第17回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R5/ 1/12 (木) 2:30 PM第7回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 琵琶湖ホテル（予定）

(～

県医師会

)

4:00 PM

R5/ 1/25 (水) 2:30 PM第18回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R5/ 2/ 8 (水) 2:30 PM第19回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R5/ 2/16 (木) 2:30 PM第8回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R5/ 2/22 (水) 2:30 PM第20回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R5/ 3/ 8 (水) 2:30 PM第21回理事会 理事室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R5/ 3/16 (木) 2:30 PM第9回滋賀県医師会・地域職域医師会長会議 3階会議室

(～

県医師会

)

4:00 PM

R5/ 3/22 (水) 2:30 PM第22回理事会 理事室

(～

県医師会

)

※ ★印は令和3年10月14日以降に追加した行事

※ ×印は中止・延期になった行事
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日 曜日 行　　　事 時　間 会　場

1 水 カルテ研究会 14：00～ 医師会会議室

2 木 おでかけドクターとお気軽トーク 14：00～ 新田会館

3 金

4 土

5 日

6 月

7 火

8 水

9 木 地域職域医師会会長会議 14：30～16：00 滋賀県医師会

10 金

11 土

12 日

13 月

14 火

15 水

16 木

17 金

18 土 12月理事役員会 14：00～15：30 ｷﾗﾘｴ草津303会議室

19 日

20 月

21 火

22 水

23 木

24 金

25 土
例会・診療科紹介（14：00～15：30）
学術講演会(15:30～16：30）

14：00～16：30 ボストンプラザ草津

26 日 ゴルフ同好会 琵琶湖CC

27 月

28 火

29 水

30 木

31 金

草津栗東医師会・行事予定表　　　　　令和3年　12月

12/29～1/4　医師会年末年始休館
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